
（平成２２年１月１４日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 94 件

国民年金関係 19 件

厚生年金関係 75 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 101 件

国民年金関係 42 件

厚生年金関係 59 件

年金記録確認大阪地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



大阪国民年金 事案 3752 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 45年６月から同年 10月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 45年６月から同年 10月まで 

私は、昭和 45年 11月ごろに、Ａ市役所Ｂ出張所で申立期間を含む同年６

月から同年 11 月までの国民年金保険料を一括納付し、私の所持する国民年

金手帳の同期間に検認印が押されている。   

ねんきん特別便が届き、申立期間が未納と記録されていたので、年金手帳

を社会保険事務所（当時）に持参して相談したところ、申立期間の保険料が

納付されていることは認めてくれたが、国民年金加入期間では無いため、保

険料を還付すると言われた。           

申立期間について、私は保険料の還付金は受け取っておらず、また、還付

金を受け取るつもりも無いので、国民年金の加入期間と認めて、記録を訂正

してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の所持する国民年金手帳を見ると、申立人は、昭和 45年５月 17日に

国民年金の任意加入被保険者資格を取得し、46年 12月２日に喪失しているこ

とが資格欄に記載されており、申立期間は国民年金の任意加入期間であったこ

とが確認できる上、同手帳の印紙検認記録欄に申立期間を含む 45 年６月から

同年 11 月までの検認印が押されており、当時、申立期間の保険料が納付され

たことが確認できる。 

また、申立人に係る特殊台帳及びオンライン記録をみると、申立期間につい

ては国民年金の未加入期間と記録され、申立期間の納付及び保険料が還付され

たことを示す事蹟
じ せ き

は無く、いずれかの時点において行政機関の事務処理に誤り

があったことが推認される。 

さらに、社会保険事務所では、申立人からの相談により、申立期間の保険料



について平成 20 年９月に還付決定が行われているが、その合理的理由は見当

たらず、また、申立人は還付金の受領を拒否している。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。



大阪国民年金 事案 3753 

 

第１ 委員会の結論 

      申立人は、申立期間のうち、昭和 51年１月から同年 12月までの国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正す

ることが必要である。 

 

第２  申立の要旨等 

    １  申立人の氏名等 

        氏    名 ： 男 

        基礎年金番号 ：  

生 年 月 日       ： 昭和 22年生 

        住    所 ：  

 

    ２  申立内容の要旨 

        申 立 期 間       ： ① 昭和 42年 11月及び同年 12月 

                 ② 昭和 51年１月から同年 12月まで 

私は、妻と一緒に国民年金へ加入した昭和 54 年ごろ、今ならさかのぼ

って 20 歳の時点から保険料を納付できることを知り、未納であった期間

の納付書を受け取り、妻が、受け取った納付書を使用し、妻の保険料と一

緒に、55 年１月 24 日及び同年６月 18 日に金融機関で夫婦二人分の保険料

をまとめて納付した。 

私は、現在、当時の領収証書を所持しており、20 歳からの全期間納付済

みとなっていると思っていた。 

それにもかかわらず、申立期間①及び②について未納と記録されている

ことに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間②について、申立人が所持する国民年金保険料の領収書などから、

申立人及びその妻の国民年金加入手続が行われたのは、遅くても昭和 54 年３

月ごろと推測されるところ、その当時未納であった 43年１月から 54年３月ま

での保険料を同年３月から 55 年６月にかけて３回にわたり納付していること

が確認でき、当時、申立人が申立期間②を含む未納保険料をすべて納付する意

思を有していたことは明らかである。 

また、上述の領収証書のうち、昭和 55年６月 18日付けの領収証書に記載さ

れた納付期間は申立期間②を含む 43年１月から 51年 12月までと記載されて

いる。本来、申立人が納付すべき申立期間②を含む 43年１月から 51年 12月

までは 108か月であり、その保険料額は 43 万 2,000円となるところ、領収証



書には 96か月分 38万 4,000円と誤った記載がなされており、行政機関の事務

処理に誤りがあったことが確認できる。 

さらに、申立人に係る特殊台帳を見ると、備考欄に｢43.１～51.12 附４条

（55.6）｣と記載されていたものを、｢43.１～50.12 附４条（55.6）｣と訂正

した記載が確認できるところ、この点につき、社会保険事務所（当時）では、

当時、収納情報が社会保険事務所に届いた時点で、納付期間と納付金額が整合

しないことに気付き、保険料の不足期間の処理を行い、その際、不足分の納付

書を発行したことが考えられるとしており、申立人は、その差額の保険料を納

付していたと考えるのが自然である。 

一方、申立期間①について、申立人は、昭和 42年 11月及び同年 12月の保

険料も同様に納付したと申し立てている。 

しかし、申立人に係る国民年金記録をみると、申立人が国民年金の強制加入

の被保険者資格を取得しているのは、昭和 43年１月 15日付けであることが、

申立人の所持する国民年金手帳、Ａ市の国民年金被保険者台帳及び特殊台帳に

記載されており、申立期間①は国民年金の未加入期間であったことが確認でき

る。国民年金の未加入期間は、制度上、保険料を特例納付することはできない。 

また、申立人が、申立期間①の保険料を納付していたことを示す関連資料（家

計簿、確定申告書控え等）は無く、申立期間①の保険料が納付されていたこと

をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和51年１月から同年12月までの国民年金保険料を納付していたものと認めら

れる。



大阪国民年金 事案 3754 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 52年４月から 53年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 52年４月から 53年３月まで 

私が昭和 50 年３月に会社を退職後、しばらくして夫が市役所で私の国民

年金の任意加入手続をしてくれ、その後、夫が私の国民年金保険料を金融機

関で納付してくれていた。国民年金に任意加入後は申立期間を含めて夫が保

険料を完納してくれた。 

それにもかかわらず、申立期間の保険料が未納と記録されていることに納

得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間を除き、国民年金に任意加入した昭和 51 年 12 月から

60 歳に到達するまでの間に未納は無く、申立人の国民年金保険料を納付して

いた申立人の夫の保険料納付意識が高かったものと考えられる。 

また、申立期間は 12か月と比較的短期間である。 

さらに、申立人に係る特殊台帳及びＡ市の国民年金被保険者検認台帳を見る

と、申立人は、申立期間直前及び直後の保険料を現年度納付している。 

加えて、申立期間直後の昭和 53年度の保険料を昭和 53年４月に前納してい

るところ、当該納付を行った時点において、申立期間の保険料を現年度納付す

ることは可能であり、納付意識の高い申立人の夫が時効の到来の早い申立期間

の保険料を納付せずに、昭和 53 年度の保険料のみを一括で前納したと考える

のは不自然である。     

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。



大阪国民年金 事案 3755 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 50年４月から同年 12月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 50年４月から同年 12月まで 

私が勤務していた会社の経営者である義母は、私の国民年金の加入手続を

行い、保険料を納付してくれていた。集金人はその会社に３か月ごとに訪ね

てきて、保険料を収納していた。義母は、義父母、私たち夫婦の保険料を一

緒に納付してきた。 

申立期間が未納とされているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、義母が国民年金の加入手続を行い、国民年金保険料を納付してく

れていたと申し立てている。 

そこで、申立人の保険料納付に関する状況をみると、オンライン記録から、

申立期間を除き未納が無いことが確認できる。 

また、申立人の保険料を納付したとする義母及び義母が一緒に保険料を納付

していたとする義父の納付状況をみると、オンライン記録から、国民年金制度

が発足した昭和 36年４月から 50年 12月まで、申立期間を含めて保険料をす

べて納付し、同年 11月及び同年 12月の保険料は、厚生年金保険被保険者期間

と重複したために還付されていることが確認できる。 

さらに、申立人、その妻及び申立人の義父母の保険料納付時期をみると、同

人らの所持する年金手帳の印紙検認欄及びＡ市の国民年金被保険者名簿の納

付記録から、昭和 46年４月から 50年３月まで同一年月日であることが確認で

き、申立期間についても、義母が申立人の保険料を納付したと考えるのが自然

である。 

加えて、Ａ市における保険料納付方法は昭和 50 年４月に印紙検認方式から

納付書方式に変更されている上、同年１月から同年３月までの保険料は現年度



納付されているにもかかわらず、特殊台帳では現金納付と記録されているなど

混乱が生じていたことが見受けられ、申立期間について何らかの事務的過誤に

より未納の記録となったことも否定できない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



大阪国民年金 事案 3756 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 40年６月から 42年３月までの国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正す

ることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 40年２月から 42年３月まで 

    私は、昭和 40 年１月末で夫が会社を退職したので、子供が小さかったこ

ともあり、退職後すぐ、夫婦二人分の国民健康保険と国民年金の加入手続

をした。夫婦二人分の保険料は、最初は郵便局で納めていたように記憶し

ており、途中から集金人に納めるようになったと思う。 

私と夫の国民年金手帳には、昭和 40年２月１日に資格を取得となってい

るのに、社会保険庁（当時）の記録では同年６月 20日になっている。また、

夫婦二人分の保険料はいつも一緒に納めていたのに、夫の記録は同年６月

から納付済みになっているが、私は 42 年４月から納付済みになっている。

夫の保険料だけ納めるとは考えられず、未納とされていることは納得でき

ない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 40 年１月末で夫が会社を退職後、すぐに夫婦二人分の国民

年金加入手続をし、保険料は夫婦二人分を一緒に納めていたと申し立てている。 

   そこで、申立人の国民年金加入手続時期をみると、昭和 42 年７月７日に夫

婦連番で国民年金手帳記号番号が払い出されていることが、同払出簿より確認

でき、40 年１月末で夫が退職後、すぐに夫婦二人分の国民年金加入手続をし

たとする陳述と符合しない。また、この時点で申立期間のうち、同年２月及び

同年３月の保険料は時効の成立により、制度上、納付することはできない。 

しかし、申立期間のうち、昭和 40年４月から 42年３月までの保険料につい

ては過年度納付することが可能であり、連番で手帳記号番号が払い出された申

立人の夫の納付記録をみると、オンライン記録から、40年６月から 42年３月



までの保険料は納付済みの記録となっていることが確認できる。 

また、国民年金手帳記号番号の払出時期からみて、この間の保険料納付は過

年度納付によるものと考えられるが、申立人及びその夫の所持する国民年金手

帳を見ると、資格取得日が昭和 40年２月１日強制加入となっていることから、

市では、申立人の夫に厚生年金保険被保険者期間があることを把握していたも

のとみられ、受給権確保のための過年度納付ではないと考えられる。 

さらに、申立人の納付記録をみると、申立期間以外に未納が無く、60 歳到

達後も高齢任意加入し納付をするなど納付意識の高さがうかがえる。 

加えて、夫婦二人分の保険料納付状況をみると、夫婦の所持する国民年金手

帳から、夫婦一緒に夫婦二人分の保険料を納付していたことが確認でき、申立

期間の保険料についても、申立人の夫と一緒に過年度納付していたものとみる

のが自然である。 

   その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和40年６月から42年３月までの国民年金保険料を納付していたものと認めら

れる。 

 



大阪国民年金  事案 3757 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 49年４月から 50年５月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 49年４月から 50年５月まで 

私は、Ａ県Ｂ市役所で国民年金に加入して納付していたが、昭和 48年に

結婚してＣ市Ｄ区に転居した後も国民年金保険料を継続して市の集金人に

納付していた。それなのに未納とされているのはおかしい。金額は覚えて

いないが、毎月納付し領収証を受け取っていた。前後に未納期間が複数存

在するが、申立期間は納めていた。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 48 年ごろにＣ市Ｄ区に転居した後も、転居前と同様に継続

して保険料を納めていたので、申立期間の未納扱いとされていることに納得で

きないと申し立てている。 

そこで、申立人の加入手続時期をみると、最初の国民年金手帳記号番号は昭

和 47 年７月にＡ県において払い出されていることが手帳記号番号払出簿から

確認できるとともに、Ｃ市への転居後に当たる申立期間直前の１年分について

は、現年度納付されていることが特殊台帳の記録から確認できる。この場合、

申立期間についても、直前の期間と同様に現年度納付は可能であった。 

また、申立人の納付記録をみると、申立期間の前後に複数未納期間が存在す

るが、申立人はそれらの未納期間については未納であることを認めており、い

たずらに納付済みであることを申し立てているものではない。 

これらの点を踏まえると、14 か月と比較的短期間である申立期間について

も、Ｃ市Ｄ区に転居した直後の納付済期間と同様の納付がなされていた可能性

は否定できない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。



大阪国民年金 事案 3758 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 37年１月から同年３月までの期間、43年１月から同年３月ま

での期間及び平成元年１月の国民年金保険料については、納付していたものと

認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和４年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 37年１月から同年３月まで 

② 昭和 43年１月から同年３月まで 

③ 平成元年１月 

国民年金制度が始まる前だったと思うが、夫婦で経営していた店に町内

会の班長が訪ねてきて、夫婦二人で加入したような記憶がある。 

申立期間①及び②の保険料は、３か月ごとぐらいに町内会の班長の人が

年中無休の店に集めに来ていたので、夫婦のうちで店にいる方が納付した。

現金を渡すと、年金手帳に領収印を押してくれていたように思う。申立期

間③は納付書により銀行で納めたような気がする。 

集金に来てくれた時に納付しなかったことは一度も無く、一生懸命に頑

張って納付してきたものが未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間は合計７か月と短期間である上、申立人は、国民年金加入期間 337

か月のうち、申立期間を除く 330か月の保険料を納付済みであり、保険料納付

を担っていた申立人夫婦の納付意識の高さがうかがえる。 

   申立期間①及び②については、申立人夫婦の納付記録をみると、市の被保険

者名簿においては、申立人については昭和 36 年４月から同年６月までが、申

立人の夫については同年４月がそれぞれ未納の記録となっているのに対し、オ

ンライン記録においては、納付済みと管理されているなど両者の記録に不一致

がみられ、行政側の納付記録の管理に混乱が生じていた状況がうかがえる。 

   また、申立人夫婦について、市の被保険者名簿により確認できる昭和 43 年

度から 55年度までの保険料納付日を見ると、いずれも現年度納付であるほか、



１期を除き３か月ごと、納期限内に夫婦同一日に納付していることが確認でき、

当時は、集金人に定期的に納付していたものと推定できる。 

   次に、申立期間③についてみると、オンライン記録の収納日から、申立期間

前後は口座振替されていたものと推測される。一方、申立期間③について、残

高不足等により振替できなかった場合、社会保険庁（当時）が国庫金納付書を

発行し督促を行うことになるが、オンライン記録には申立人に対して納付書が

作成された記録は存在しない。 

これらの点を踏まえ、申立人夫婦の納付意識の高さに鑑
かんが

みると、申立期間

③についてもその前後と同様に現年度納付がなされたものの、行政側の事務的

過誤により、未納の記録となった可能性は否定できない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。



大阪国民年金 事案 3759 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和37年１月から同年３月までの期間及び43年１月から同年３月

までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認められること

から、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正 15 年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 37年１月から同年３月まで 

② 昭和 43年１月から同年３月まで 

国民年金制度が始まる前だったと思うが、夫婦で経営していた店に町内

会の班長が訪ねてきて、夫婦二人で加入したような記憶がある。 

申立期間①及び②の保険料は、３か月ごとぐらいに町内会の班長の人が

年中無休の店に集めに来ていたので、夫婦のうちで店にいる方が納付した。

現金を渡すと、年金手帳に領収印を押してくれていたように思う。 

集金に来てくれた時に納付しなかったことは一度も無く、一生懸命に頑

張って納付してきたものが未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間は、合計６か月と短期間である上、申立人は、国民年金加入期間

298 か月のうち、申立期間６か月を除く 292 か月の保険料を納付済みであり、

保険料納付を担っていた申立人夫婦の納付意識の高さがうかがえる。 

また、申立人夫婦の納付記録をみると、市の被保険者名簿においては、申立

人については昭和 36 年４月が、妻についても同年４月から同年６月までがそ

れぞれ未納の記録になっているのに対し、オンライン記録においては、納付済

みと管理されているなど両者の記録に不一致が見られ、行政側の納付記録の管

理に混乱が生じていた状況がうかがえる。 

さらに、申立人夫婦について、市の被保険者名簿により確認できる昭和 43

年度から 55 年度までの夫婦の保険料納付日を見ると、いずれも現年度納付で

あるほか、1期を除き３か月ごと、納期限内に夫婦同一日に納付していること

が確認でき、当時は、集金人に定期的に納付していたものと推定できる。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。



大阪国民年金 事案 3760 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 50 年４月から同年６月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 50年４月から同年６月まで 

私は、昭和 48年に、自宅を訪れた区役所職員に国民年金の加入を勧めら

れ、保険料が納められないのであれば免除制度があると言われたので、夫婦

の加入手続と免除申請を依頼した。49年後半から家業が軌道に乗り始め、

開業時に借り入れた事業資金を返済し終わったので、50年４月から、私が

夫婦二人分の国民年金保険料を自宅近くの郵便局で納付してきた。 

夫は昭和 50年４月から納付済みになっているのに、私だけ申立期間が未

納とされているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人及びその夫の国民年金手帳記号番号は、昭和 48年３月 31日に同時に

払い出されており、ともに同年１月から申立期間直前の 50 年３月まで免除期

間となっていることから、申立内容と符合する上、基本的に夫婦二人分一緒に

国民年金関係の諸手続及び保険料の納付が行われていたものと考えられる。 

また、申立人は、国民年金に加入した当時の状況及び保険料の納付を開始し

た当時の事情等について、詳細かつ明瞭に陳述し、その内容に特段不自然な点

はうかがえない。 

さらに、申立期間は３か月と短期間である上、申立人が夫婦二人分の保険料

を一緒に納付してきたとする申立人の夫は、申立期間に相当する期間を昭和

52 年 11 月に過年度納付するとともに、それ以降 60 歳期間満了まで保険料を

完納しており、申立人は、申立期間後 60 歳期間満了後の高齢任意加入期間を

含めて保険料を完納していることなどを踏まえると、申立人が申立期間の保険

料を夫と共に過年度納付していたものとみるのが自然である。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。



大阪国民年金 事案 3761 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 48 年１月から同年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 48年１月から同年３月まで 

私は、結婚後、夫婦二人分の国民年金保険料を集金人に一緒に納付して

きたところ、「ねんきん特別便」を見ると、私の昭和 47年４月から 48年３

月までの１年分の保険料だけが未納となっていたので、社会保険事務所（当

時）へ行き、夫婦の国民年金手帳を見せて、納付済期間に訂正してもらった

と思っていた。 

しかし、申立期間が今なお未納のままにされているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人及びその夫の所持する国民年金手帳を見ると、結婚後の昭和 46 年１

月以降、申立期間直前の 47年 12月まで保険料の検認日がすべて同一であるこ

とから、申立人が夫婦二人分の保険料を一緒に納付していたことをうかがわせ

る上、一緒に納付していたとする申立人の夫は、申立期間は納付済みとなって

いる。 

また、当該年金手帳の昭和 47年度の印紙検認台紙は、夫婦共に昭和 47年４

月から同年 12 月まで印紙が貼付
ちょうふ

されたまま切り取られずに残っており、申立

期間はともに印紙が貼付
ちょうふ

されていないところ、申立人の夫に係る特殊台帳を見

ると、昭和 47 年度の欄に、現年度で保険料をすべて納付したことを示す「当

年度完納」のゴム印が確認できるにもかかわらず、申立人の特殊台帳では、当

該年度の記録がすべて欠落している上、この当時、Ａ市においては、印紙検認

から規則検認に切り替わる時期であったことなどを踏まえると、申立人の記録

管理に何らかの不備があった可能性も否定できない。 

さらに、申立期間は３か月と短期間であり、申立人及びその夫は、結婚以降、

申立人の申立期間を除き、60歳期間満了まで保険料をすべて納付している。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。



大阪国民年金 事案 3762 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 40年 10月から 41年３月までの国民年金

保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正

することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 36年４月から 38年３月まで 

   ② 昭和 40年 10月から 41年３月まで 

    私は、昭和 36 年８月ごろに実家へ帰省した際、両親が国民年金保険料を

集金人に納付しているのを見て国民年金制度があることを知り、帰宅してか

ら区役所出張所で国民年金に加入し、国民年金手帳を受け取った。 

当時の保険料は月額 100円であり、加入後は、保険料を半年又は１年ごと

にまとめて当該出張所の窓口で納付してきたのに、上記期間がそれぞれ未納

とされているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立人の所持する昭和 36年 12月 20日発行の国民年

金手帳を見ると、昭和 36年度から 40年度までのすべての印紙検認記録欄に、

申立人が区役所出張所で保険料を現年度納付していたことを示す検認印が確

認できない上、右側の印紙検認台紙が昭和 40 年の日付とみられる検認印で割

り印されて切り取られており、申立人の所持する国庫金(過年度保険料)領収証

書のうち、最も古い時期に納付したとみられる領収証書には、同年７月９日付

けの郵便局の領収印が確認できることから、申立人は、このころから過去の未

納期間に係る過年度保険料の納付を開始したものとみるのが自然である。 

また、昭和 40 年７月９日付け領収印のある当該領収証書に記載された保険

料の納付期間は、納付日時点で時効にかからず納付が可能であった申立期間①

直後の 38 年４月から同年９月までとなっており、申立期間①の保険料は、時

効により納付することができなかったものと考えられる。 

さらに、申立人が申立期間①の保険料を納付するためには、別の国民年金手



帳記号番号の払出しが必要であるところ、申立期間①に係る手帳記号番号払出

簿の内容をすべて確認し、各種の氏名検索を行ったが、申立人に対し、別の手

帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情は見当たらなかった。 

加えて、申立人が申立期間①の保険料を納付していたことを示す関連資料

(家計簿、確定申告書控え等)は無く、ほかに申立期間①の保険料を納付してい

たことをうかがわせる周辺事情も見当たらなかった。 

一方、申立期間②について、申立人の所持する一連の領収証書を検証すると、

申立期間①直後の昭和 38年４月から 43年３月までについて、申立期間②を除

き、６回にわたり保険料を順次過年度納付しており、申立人の未納解消の努力

がうかがえる。 

また、申立期間②は６か月と短期間である上、前後の期間は納付済みであり、

その後60歳期間満了となる平成12年＊月まで保険料の未納が無いことなどを

踏まえると、申立人が申立期間②の保険料を過年度納付しない理由は見当たら

ない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和 40年 10月から 41 年３月までの国民年金保険料を納付していたものと認め

られる。 



大阪国民年金 事案 3763 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成６年 12 月から８年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 33年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成６年 12月から８年３月まで 

妻は、結婚後、第３号被保険者として既に国民年金に加入していたが、

私は、会社を退職後、国民年金に加入した。申立期間当時のことはよく覚え

ていないが、妻が国民年金保険料を納付しているのに、私だけが未納とされ

ているのは不思議でならない。詳しく記録を調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の所持する年金手帳を見ると、平成９年１月 20 日に交付されている

ことから、この日に申立人に係る国民年金の加入手続が行われたものと推定さ

れる上、その７日後の同年１月 27 日に国庫金（過年度保険料）納付書が作成

されていることが社会保険庁の記録により確認できる。この時点において、申

立期間の保険料は、時効にかからず納付が可能であった過年度保険料であり、

申立人の妻は、申立期間は過年度により保険料を納付している。 

また、申立人及びその妻の免除記録をみると、申立期間直後の平成８年４月

から９年３月までの申請免除期間は、申立人の加入手続が行われたとみられる

時期に、夫婦同時にさかのぼって免除処理が行われていることが確認できるこ

とから、申立期間に相当する妻の過年度保険料は、このころに納付されたもの

と考えられる。 

さらに、申立期間は１年４か月と比較的短期間である上、申立人及びその妻

は、結婚後の厚生年金保険及び第３号被保険者との切替手続等を適切に行って

おり、年金制度に対する関心の高さがうかがえることなどを踏まえると、申立

期間の保険料は、妻と共に過年度納付されていたものとみるのが自然である。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。



大阪国民年金 事案 3764 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 63年８月及び同年 10月から同年 12月ま

での期間の国民年金保険料については、納付していたものと認められることか

ら、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 34年生 

住    所 ：  

  

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 63年８月 

             ② 昭和 63年 10月から同年 12月まで 

             ③ 平成元年２月から２年２月まで 

自分で毎月、区役所の窓口又は金融機関で国民年金保険料を納付してい

たにもかかわらず、申立期間①及び②の保険料が未納とされている。 

    また、区役所に行った際、隣の窓口から、「保険料が１回でも納付してい

ないと年金は支給されない。」との会話が聞こえたので、すぐに社会保険事

務所（当時）に出向き、未納期間の確認を行った。 

その際、未納期間の保険料を分割して納付することができると聞き、その

後、納付書に現金を添えて、金融機関で何回かに分けて保険料を納付したに

も関わらず、申立期間③の保険料が未納とされている。 

    所持する領収証書を見ると、平成４年４月 15日に 10万 8,800円、同年５

月７日に 10万 8,000円と２か月で 20万円以上の保険料を納付しており、ど

うでもよければこのような大金を納付したりはしない。 

    申立期間①、②及び③の保険料が未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   国民年金手帳記号番号払出簿を見ると、申立人の国民年金手帳記号番号は昭

和 56年５月 28日に払い出されており、この手帳記号番号払出時点からみて、

申立期間①、②及び③の国民年金保険料を納付することは可能である。 

   また、申立期間①及び②は、それぞれ１か月及び３か月と短期間である上、

いずれも前後の期間の国民年金保険料は現年度納付している。 



   さらに、申立人は、国民年金手帳記号番号払出以降、厚生年金保険から種別

変更後の一部期間及び申立期間を除き国民年金保険料をすべて納付しており、

特に平成９年度からの保険料については前納しているなど納付意識の高さが

うかがえる。 

   これらのことから、納付意識の高い申立人が、短期間である申立期間①及び

②の国民年金保険料を未納のまま放置していたとは考え難い。 

   一方、申立期間③について、申立人所持の領収証書を見ると、当該期間直後

の平成２年３月から３年３月までの期間及び同年４月から４年３月までの期

間の国民年金保険料については、それぞれ同年４月 15 日及び同年５月７日に

過年度納付していることが確認でき、これらの過年度納付の時点において、申

立期間③の保険料は時効により納付できなかったと考えるのが自然である。 

また、申立期間の国民年金保険料が納付可能な別の国民年金手帳記号番号の

払出しについて、国民年金手帳記号番号払出簿の縦覧調査及び氏名の別読み検

索などを行ったところ、昭和 62 年２月ごろに別の手帳記号番号がＡ区で払い

出されていることが確認できるものの、この手帳記号番号による納付事蹟
じ せ き

は見

当たらない。 

さらに、申立人から申立期間③の国民年金保険料納付をめぐる事情を酌み取

ろうとしたが、新たな周辺事情等を見いだすことはできなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和 63年８月及び同年 10月から同年 12月までの期間の国民年金保険料を納付

していたものと認められる。



大阪国民年金 事案 3765 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 55 年４月から 56 年３月までの国民年金保険料については、 

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２  申立の要旨等 

    １  申立人の氏名等 

        氏    名  ： 男 

        基礎年金番号  ：   

        生 年 月 日        ：  昭和 26年生 

        住    所  ：   

 

    ２  申立内容の要旨 

        申 立 期 間        ：  昭和 55年４月から 56年３月まで 

        国民年金の加入時期ははっきり覚えていないが、結婚後、妻が自身の加入

手続を行った後、少し遅れて私の分の手続を行ったはずである。 

申立期間の保険料については、納付した時期ははっきり覚えていないが、

加入した時にもらった納付書により、妻が銀行で一括して納付しているはず

であり、未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の国民年金保険料について、妻が一括して納付してくれ

ていたはずであると申し立てている。 

そこで、国民年金手帳記号番号払出簿を見ると、申立人の国民年金手帳記号

番号は昭和 56年５月 11日に払い出されており、この手帳記号番号払出時点か

らみて、申立期間の国民年金保険料を納付することは可能である。 

また、結婚後における申立人及びその妻の国民年金保険料納付記録をみると、

申立期間以外に未納は無く、納付を担っていた申立人の妻の納付意識の高さが

うかがえる。 

さらに、申立期間は 12 か月と短期間である上、申立人の妻の当該期間の国

民年金保険料は納付済みとなっている。 

加えて、特殊台帳を見ると、申立期間について、「56催」と納付催告の記録

があり、納付書が発行されていたことが確認できることから、納付意識の高か

った申立人の妻が、納付書を交付されながら未納のまま放置したとは考え難い。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



大阪国民年金 事案 3786 

 

第１ 委員会の結論 

      申立人は、申立期間のうち、昭和 40年４月から 42年３月までの国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正す

ることが必要である。 

 

第２  申立の要旨等 

    １  申立人の氏名等 

        氏    名 ： 女 

        基礎年金番号 ：  

生 年 月 日       ： 昭和９年生 

        住    所 ：  

 

    ２  申立内容の要旨 

        申 立 期 間       ： 昭和 36年４月から 42年３月まで 

私は、昭和 36 年ごろＡ市に引っ越してきたが、その１年ないし２年後の

37年又は 38年ごろに自宅に市の職員が来て、国民年金に加入するように言

われて、私がＡ市役所の出張所に出向いて夫婦二人分の国民年金加入手続を

行った。 

加入手続の際、職員から今までの未納期間の国民年金保険料をさかのぼっ

て納付できることを聞いたので、私が金融機関又は市役所の窓口で納付書に

より１年又は２年分の保険料約 5,000円を納付したように覚えている。 

その後は、集金人又は納付書により、私が夫婦二人分の保険料を納付して

いたことを覚えている。 

私は、夫と同じように保険料を納付していたのに、夫が納付済みと記録さ

れていて、私だけ申立期間の保険料が未納と記録されており納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間のうち、昭和 40年４月から 42年３月までについて、申立人に係る

国民年金記録をみると、申立人の国民年金手帳記号番号は、その前後の手帳記

号番号が払い出された被保険者の国民年金資格取得日などから、41年 12月か

ら 42 年３月までの間に夫婦連番で払い出されたことが推認され、手帳記号番

号が払い出された時点において、41年４月以降の保険料は、現年度納付が可能

である。 

また、申立人は、申立期間当時、自身が夫婦二人分の保険料を納付していた

と陳述しているところ、申立人の夫に係る特殊台帳の記載から、夫は申立期間

のうち、昭和 40年４月から 42年３月までの保険料を特例納付以外の方法で納



付していることが確認でき、申立人が国民年金加入当時にその夫の当該期間の

保険料を現年度納付及び過年度納付により納付したものと推認される。 

さらに、申立人は、申立期間直後の昭和 42 年４月以降の国民年金加入期間

に未納は無く、その夫の厚生年金保険被保険者期間の任意加入被保険者への種

別変更手続も適切に行うなど、申立人の納付意識が高かったものと考えられる。 

加えて、夫婦二人分の保険料納付を担っていた納付意識の高い申立人が、夫

の保険料のみ納付して、自身の保険料を納付しなかったと考え難いところ、上

述のとおり、申立人及びその夫の国民年金加入手続は早くても昭和 41 年 12

月ごろに行われたことが推認され、当時、夫が納付済みと記録されている 40

年４月から41年12月までの夫婦二人分の保険料を納付するのに必要な保険料

額は、申立人が記憶する加入時に納付したとする金額におおむね一致する。 

一方、申立期間のうち、昭和 36年４月から 40年３月までについて、申立人

は、37年又は 38年ごろに、自身で夫婦二人の国民年金の加入手続を行った上、

当時、夫婦二人分の国民年金保険料をさかのぼって納付し、その後の夫婦二人

分の保険料を、集金人等に納付していたと申し立てている。 

しかし、上述のとおり、申立人及びその夫の国民年金手帳記号番号は、早く

ても昭和 41年 12月ごろに払い出されており、当該期間の保険料は現年度納付

できず、大半の期間の保険料については、制度上、時効により納付することは

できない。 

また、申立期間に係る複数の氏名別読みによる検索及び申立期間当時に申立

人が居住していた住所地を管轄する社会保険事務所（当時）が保管する国民年

金手帳記号番号払出簿の内容の調査、確認をしたが、申立人に対して別の手帳

記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和40年４月から42年３月までの国民年金保険料を納付していたものと認めら

れる。



大阪国民年金 事案 3787 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 43年４月から 44年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 43年４月から 44年３月まで 

私の国民年金保険料は、昭和 42 年３月の結婚後、妻が納付してくれてい

た。妻が、43 年１月に会社を退職し、厚生年金保険から国民年金への切替

手続をしてからは、妻が夫婦二人分の保険料を自宅に来る集金人に納付する

ようになった。 

申立期間についても、妻が夫婦二人分の保険料を一緒に納付していたと思

うので、納付済期間として認めてほしい。    

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間を除き、結婚後の昭和 42年４月から 60歳に到達するま

での間、保険料を完納している上、申立期間は 12か月と比較的短期間である。 

また、申立人の保険料を納付していたその妻も、申立期間直前の昭和 43 年

２月に国民年金に再加入し、申立期間を含む同年２月から平成 12 年７月まで

の保険料を納付していることが確認できる。    

さらに、申立人は、申立期間の前後の期間の保険料を納付済みであり、当時、

申立人の保険料を納付していたその妻が、申立期間の保険料も一緒に納付して

いたと考えるのが自然である。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。



大阪国民年金 事案 3788 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 43年４月から 44年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 43年４月から 44年３月まで 

    私の独身時代に姉が、私の国民年金加入手続をしてくれたと思うが、結婚

するまでの間の国民年金保険料を納付していたかどうか定かでない。 

しかし、結婚後は、妻が夫婦二人分の保険料を一緒に納付しており、申立

期間の保険料についても、妻が自宅に来る納付組合の集金人に保険料を納付

していたと思う。 

申立期間について妻が納付済みと記録されているにもかかわらず、私だけ

が未納と記録されていることに納得できない。 

申立期間の保険料は、妻が納めているはずなので、納付済期間として認め

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間は 12 か月と比較的短期間であるとともに、申立人は、申立期間直

後の昭和 44年４月から 60歳に到達するまでの間、平成８年７月を除き、国民

年金保険料をおおむね完納しており、申立人の保険料を納付していた申立人の

妻の納付意識が高かったものと考えられる。 

また、申立人の保険料を納付していたその妻は、自身の申立期間の保険料を

昭和 44 年１月に一括で現年度納付していることが妻の所持する国民年金手帳

の検認印で確認できるところ、申立人の申立期間の保険料も現年度納付が可能

な期間であり、納付意識の高い妻が、申立人の保険料も一緒に納付したと考え

るのが自然である。 

さらに、Ａ市では、申立期間当時、納付組合による集金制度が存在していた

としており、申立人及びその妻の陳述と符合する。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。



大阪国民年金 事案 3789 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 53 年１月から同年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 53年１月から同年３月まで 

    昭和 51 年に会社を退職してから国民年金に加入した。加入後は１か月も

欠かさず保険料を納付している。当時の領収証等は残っていないが、申立期

間が未納とされているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 51 年３月に国民年金に加入して以降、継続して国民年金保

険料を納付していたと申し立てている。 

そこで、オンライン記録をみると、申立人は昭和 51年３月 22日に国民年金

に任意加入し、申立期間を除き、国民年金保険料をすべて納付していることが

確認でき、申立人の納付意識の高さがうかがえる。 

また、申立期間は３か月と短期間である上、申立期間の前後の保険料は現年

度納付しており、申立期間の前後を通じて生活状況に変化が認められないこと

から、申立期間のみが未納とされているのは不自然である。 

さらに、申立人は昭和 51年３月の保険料を同年７月に、52年１月から同年

３月までの保険料を同年 11 月に過年度納付していることが特殊台帳より確認

でき、納付漏れがあった場合、過年度納付をしていることから、申立期間のみ

を未納のままとしておくとは考え難い。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。



大阪国民年金 事案 3790 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 43年９月から 44年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 43年９月から 44年３月まで 

学校を卒業してから結婚するまで、家の商売を手伝っていた。両親が国民

年金に加入していたので、母が私の分も掛けてくれていた。近所のおばさん

が２か月又は３か月ごとに集金に来ていた。しかし、申立期間について未納

とされていることは納得できない。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の保険料を納付したとする母親の納付記録をみると、申立期間を含む

20 年以上にわたる国民年金加入期間の保険料を完納しており、納付意識の高

さが認められる。 

また、申立人の納付記録をみると、申立期間を除く加入期間 480か月間（高

齢任意加入期間を含む。）の保険料は納付済みであるほか、父親及び妹につい

ても、各々の加入期間の保険料を完納していることがオンライン記録から確認

できることから、申立人一家の年金制度に対する理解は深く、納付意識が高か

ったものと推定できる。 

そこで、申立人の国民年金の加入手続時期をみると、昭和 44年８月 30日に

行われたことが、同人が所持する年金手帳及び国民年金手帳記号番号払出簿か

ら確認できる。この場合、手続時点では、申立期間の保険料は過年度納付が可

能であった。 

また、申立期間に後続する６か月間の保険料は、加入手続直後の昭和 44 年

10 月に現年度納付されていることが、申立人が所持する年金手帳の検認印か

ら確認できるとともに、納付した市では、当時、集金人による過年度保険料の

取り扱いが可能であったとしている。 

以上の点を踏まえ、申立人の母親の納付意識の高さに 鑑
かんが

みると、申立期間

については、過年度納付していたと考えるのが相当である。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

大阪厚生年金 事案 5199 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたと認められることから、申立人のＡ社Ｂ支店における資格取得日に係る

記録を昭和 51 年４月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 11 万円とす

ることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 51年４月１日から同年５月１日まで 

私は、昭和 50 年４月１日にＡ社に入社し、51 年４月１日に同社Ｂ支店

に転勤した。 

社会保険庁（当時）の記録によると、Ａ社Ｂ支店に転勤した昭和 51 年４

月１日から同年５月１日までが厚生年金保険に未加入とされているが、50

年４月１日から現在まで同社に継続して勤務していることは間違いないの

で、申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社が保管する申立人に係る社会保険被保険者台帳の記録、同社が加入し

ているＣ国民健康保険組合の記録、雇用保険の記録及び同僚の陳述から判断

すると、申立人がＡ社に継続して勤務し（昭和 51 年４月１日にＡ社本社か

ら同社Ｂ支店に異動。）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ支店における

昭和 51 年５月の社会保険事務所（当時）の記録から 11 万円とすることが妥

当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、「申立人に係る賃金台帳及び源泉徴収簿等については保存期限経過

のため存在していないが、申立人に係る厚生年金保険被保険者資格の取得日



                      

  

が昭和 51 年５月１日とされているのは届出遅れで、申立人については同年

４月の厚生年金保険料を控除したが、社会保険事務所には納付していな

い。」旨回答していることから、事業主が昭和 51 年５月１日を資格取得日

として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年４月の保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。



                      

  

大阪厚生年金 事案 5200 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額については、当該期間のうち、平成

14 年７月から同年９月までの期間及び同年 11 月から 15 年１月までの期間を

16万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主が平成 14 年７月から同年９月までの期間及び同年 11 月から

15 年１月までの期間に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険

料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義

務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 53年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 14年７月１日から 15年５月 16日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入状況を照会したところ、

Ａ社に勤務した期間の標準報酬月額が、実際に給与から控除されていた保

険料に見合う標準報酬月額よりも低く記録されていることが分かった。 

給与明細書を提出するので、申立期間の標準報酬月額の記録を訂正して

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、厚

生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、標

準報酬月額を改定又は決定し記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業

主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞ

れに基づく標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額の

いずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立期間の標準報酬月額については、申立人提出の給与明細

書又は事業所保管の賃金台帳において確認できる保険料控除額及び報酬月額

から、申立期間のうち、平成 14 年７月から同年９月までの期間及び同年 11

月から 15年１月までの期間については 16万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい



                      

  

ては、事業主は不明としており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事

情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に事業主

が申立てどおりの標準報酬月額に係る届出を社会保険事務所に対して行った

か否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、

行ったとは認められない。 

一方、申立期間のうち、平成 14 年 10 月及び 15 年２月から同年４月までの

期間については、給与明細書又は賃金台帳から求められる標準報酬月額は、

社会保険事務所（当時）で記録されている標準報酬月額と一致又は低いこと

が確認できることから、申立人がその主張する標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできな

い。



                      

  

大阪厚生年金 事案 5201 

 

第１ 委員会の結論 

事業主は、申立人が昭和 31 年４月５日に厚生年金保険被保険者の資格を取

得した旨の届出を社会保険事務所（当時）に行ったと認められることから、

申立人の厚生年金保険被保険者資格の取得日に係る記録を訂正することが必

要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については 5,000 円とすることが妥当であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 31年４月５日から同年 10月１日まで 

社会保険事務所に厚生年金保険の加入状況を照会したところ、Ａ社に勤

務した期間のうち、申立期間の加入記録が無いとの回答をもらった。資格

取得日が昭和 31 年４月５日と記載された厚生年金保険被保険者証を持っ

ており、申立期間も同社に勤務していたので、厚生年金保険被保険者期間

として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社の同僚の陳述から判断して、申立人が申立期間も同社に勤務していた

ことが推認される。 

また、申立人は、昭和 31 年４月５日を資格取得日とする厚生年金保険被保

険者証を所持している。 

さらに、厚生年金保険手帳記号番号払出簿を見ると、申立人の資格取得日

は昭和 31年４月５日と記載されており、訂正の事蹟
じ せ き

は無い。 

加えて、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿を見ると、申立人

に対し、前述の被保険者証に記載されている被保険者台帳記号番号と同一の

昭和 31 年４月５日を資格取得日とする記号番号が記載されているところ、当

該取得日については同年 10 月１日に訂正されているが、当該訂正を行った年

月日及び理由は確認することができない。 

これらを総合的に判断すると、事業主は、申立人が昭和 31 年４月５日に被

保険者資格を取得した旨の届出を社会保険事務所に行ったことが認められる。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 31

年 10月の社会保険事務所の記録から 5,000円とすることが妥当である。 



                      

  

大阪厚生年金 事案 5202 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記

録を昭和 45年７月８日、資格喪失日に係る記録を同年 12月 25日に訂正し、

申立期間の標準報酬月額を、同年７月は４万 8,000円、同年 10 月は６万円、

同年 11月は４万 5,000円とすることが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る昭和 45 年７月の厚生年金保険料を納付する義

務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

また、事業主は、申立人に係る昭和 45年 10 月及び同年 11月の厚生年金保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 19年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： ① 昭和 45年７月８日から同年８月１日まで 

② 昭和 45年 10月 27日から同年 12月 25日まで 

社会保険事務所（当時）において厚生年金保険の加入期間について照会

したところ、申立期間について加入の事実が無い旨の回答を得た。申立期

間について厚生年金保険の保険料を控除されていたことが確認できる給与

支給明細書を提出するので、被保険者であったことを認めてほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

   給料支給明細書及び複数の同僚の証言により、申立人は、申立期間①及び

②において、Ａ社に継続して勤務し、当該期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたと認められる。 

   一方、社会保険事務所の記録によれば、Ａ社は、昭和 45年 10月 27日に厚

生年金保険の適用事業所では無くなっており、申立期間②は適用事業所では

ない期間に当たる。しかしながら、上記複数の同僚は、当該期間も同社の従

業員数は５名以上であったとしていることから、同社は、当時の厚生年金保

険法に定める適用事業所の要件を満たしていたものと判断される。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、厚生年金保険の保険給付及び



                      

  

保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、標準報酬月額を改定又は決定

し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控

除していたと認められる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに基づく

標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低

い方の額を認定することとなる。 

   したがって、申立人の標準報酬月額については、給料支払明細書において

確認できる保険料控除額又は報酬月額から、昭和 45 年７月については４万

8,000 円、同年 10 月については６万円、同年 11 月については４万 5,000 円

とすることが妥当である。 

なお、申立人の申立期間①に係る保険料の事業主による納付義務の履行に

ついては、事業主は既に亡くなっているため不明であり、このほかに確認で

きる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得

ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に行

ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いこと

から、行ったとは認められない。 

一方、事業主は、申立人の申立期間②において適用事業所でありながら、

社会保険事務所に適用の届出を行っていなかったと認められることから、申

立人の申立期間②に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められ

る。



                      

  

大阪厚生年金 事案 5203 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記

録を平成８年５月 21 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 20 万円とする

ことが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 51年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成８年３月 21日から同年５月 21日まで 

社会保険事務所（当時）において厚生年金保険の被保険者記録を確認し

たところ、Ａ社における厚生年金保険の加入期間が平成７年３月 21 日から

８年３月 21 日までとされているが、同年５月 20 日まで勤務していたはず

である。 

平成８年５月分の給与支給明細書には保険料控除額及び支給日も記載さ

れているので、資格喪失日を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の記録によると、申立人は申立期間において、Ａ社で勤務してい

たことが確認できる。 

 また、Ａ社は、申立期間当時の保険料控除方法は翌月控除であったと考え

られると回答しているところ、申立人提出の給与支給明細書をみると、申立

期間のうち、平成８年４月に係る厚生年金保険料(１万 6,500 円)が同年５月

24日に支給された給与から控除されていることが確認できる。 

 さらに、申立人提出の「書類送付御案内」をみると、申立期間を含む平成

８年１月から同年５月までの源泉徴収票を９年２月 26 日付けで申立人に送

付していることがうかがわれるほか、上記のとおり申立人がＡ社において継

続して勤務していることから判断すると、８年３月に係る厚生年金保険料も

同年４月と同様に控除されていたものと考えられる。 



                      

  

 これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人は、申立期間において厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことが認められる。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、申立人提出の給与支給明細書

の保険料控除額及び申立人のＡ社における平成８年２月の社会保険事務所の

記録から、20万円とすることが妥当である。 

また、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かにつ

いて、Ａ社は資料が無く不明であると回答しており、このほかに確認できる

関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立どおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所に対し

て行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無い

ことから、行ったとは認められない。



                      

  

大阪厚生年金 事案 5204  

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記

録を昭和 50年９月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 11万円とする

ことが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 50年８月 31日から同年９月１日まで 

    私は、昭和 41年１月 17日から 50年８月 31日まで、Ａ社に正社員とし

て在籍していた。 

    厚生年金保険の記録を確認したところ、Ａ社における資格喪失日が昭和

50年８月 31日となっており、同年８月が未加入期間とされている。 

昭和 52年当時にＡ社からもらった証明書のとおり、50年８月の厚生年

金保険料を給与から控除されていたので、当該期間を厚生年金被保険者期

間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の記録及びＡ社の当時の代表取締役社長発行の証明書（昭和 52 年

５月 11 日付け）により、申立人は、申立期間において同社に勤務していたこ

とが認められる。 

また、上記証明書によると、「申立人の退職月である昭和 50 年８月まで厚

生年金保険料を控除していた。」旨の記載が確認できる上、後の事業主から

もこれと符合する旨の回答が得られた。 

さらに、申立人は、「当時の厚生年金保険料控除方式は当月控除であり、

退職月の給与から１か月の保険料が控除されていた。」旨陳述しているとこ

ろ、同僚からもこれと符合する陳述が得られた。 

これらを含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る厚生年金



                      

  

保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 50

年７月の社会保険事務所（当時）の記録から、11 万円とすることが妥当であ

る。 

また、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、Ａ

社は平成 16 年６月に閉鎖している上、申立期間当時の事業主も死亡している

ため確認することはできないため不明であるものの、事業主が資格喪失日を

昭和 50 年９月１日と届け出たにもかかわらず、社会保険事務所がこれを同年

８月 31 日と誤って記録することは考え難いことから、事業主が同日を資格喪

失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年８月の保

険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行

ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還

付した場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。



                      

  

大阪厚生年金 事案 5205 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ部門における資格取得日に

係る記録を昭和 34 年 12 月 26 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を１万

8,000円とすることが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名  ：  男 

    基礎年金番号  ：   

    生 年 月 日  ：  昭和２年生 

    住    所  ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  昭和 34年 12月 26日から 35年１月 11日まで 

私は、昭和 26 年７月 10 日にＡ社に入社し、平成元年６月 26 日に退職す

るまで同社で継続して勤務した。しかしながら、社会保険事務所（当時）

の記録では、申立期間に係る厚生年金保険の被保険者記録が無いとの回答

をもらった。申立期間も厚生年金保険料を控除されていたので、申立期間

を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の記録、Ａ社提出の退職者一覧台帳及び同僚の陳述内容から判断

すると、申立人が申立期間も同社に継続して勤務し（Ａ社本社から同社Ｂ部

門へ異動。）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことが認められる。 

なお、申立人のＡ社本社から同社Ｂ部門への異動日については、申立人は、

「昭和 34 年 12 月 25 日にＡ社本社で同年 12 月分の給料を受け取り、その後

同社Ｂ部門に転勤した。」と具体的に記憶していること、及び同僚の陳述内

容などから判断すると、同年 12 月 26 日に同社本社から同社Ｂ部門に異動し、

同日付けで、同社Ｂ部門において申立人の資格取得の手続を行うべきであっ

たものと考えられる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ部門における

昭和 35年１月の社会保険事務所の記録から、１万 8,000円とすることが妥当



                      

  

である。 

なお、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の

履行については、事業主は、保険料を納付したか否かについては不明として

おり、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らか

でないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に対

して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無

いことから、行ったとは認められない。



                      

  

大阪厚生年金 事案 5206 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いることが認められることから、申立人のＡ社Ｂ工場における資格取得日に

係る記録を昭和 40 年８月１日、資格喪失日に係る記録を同年９月１日とし、

申立期間の標準報酬月額を、２万 8,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 40年８月１日から同年９月１日まで 

私は、昭和 40 年８月１日にＡ社Ｃ工場から同社本社Ｄ部門に転勤した。

しかしながら、同社本社が厚生年金保険の適用事業所となった同年９月

１日からしか私の厚生年金保険の記録が無く、１か月空白とされている。

同年８月 31 日以前の期間に本社で勤務していた者は、同社Ｂ工場で厚生

年金保険に加入させていたはずなので、申立期間を厚生年金保険の加入

期間と認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の記録、Ａ社提出の人事記録、出勤簿及び複数の同僚の陳述から、

申立人は、同社に継続して勤務(昭和 40 年８月１日にＡ社Ｃ工場から同社本

社へ異動。)していたことが認められる。 

また、Ａ社は、「申立期間当時、当社本社に異動してきた者は本社が厚生

年金保険の適用事業所となる昭和 40 年９月１日までの期間は、既に適用事業

所となっていた当社Ｂ工場で資格を取得させていた。正社員として在籍して

いた者は全員途中で資格を喪失させることなく、継続して厚生年金保険に加

入させているはずである。」旨の陳述が得られた。 

さらに、申立期間に申立人と共にＡ社本社で勤務していた複数の同僚は、

昭和 40 年８月以前の期間において同社Ｂ工場での厚生年金保険加入記録が確

認できる。 



                      

  

これらを含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｃ工場における

昭和 40年７月の社会保険事務所（当時）の記録から、２万 8,000 円とするこ

とが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、資料等が残っておらず不明である旨を回答しているものの、申立期

間のＡ社Ｂ工場に係る厚生年金保険被保険者名簿の健康保険整理番号に欠番

が見当たらないことから、申立人に係る社会保険事務所の記録が失われたこ

とは考えられない上、仮に、事業主から申立人に係る被保険者資格取得届が

提出された場合には、その後に被保険者資格喪失届も提出する機会があった

こととなるが、これらのいずれの機会においても社会保険事務所が当該届出

を記録しないとは考え難いことから、事業主から社会保険事務所へ資格の取

得及び喪失に係る届出は行われておらず、その結果、社会保険事務所は、申

立人に係る昭和 40 年８月の保険料について納入の告知を行っておらず、事業

主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

大阪厚生年金 事案 5207 

 

第１ 委員会の結論 

   申立期間のうち、平成 15 年５月から 16 年８月までについては、申立人は、

その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことが認められることから、当該期間の標準報酬月額に係る

記録を 22万円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、当該期間に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納

付する義務を履行していないと認められる。 

   また、申立人の申立期間に係る標準賞与額については、平成 16 年 12 月 15

日については 1,000 円、17 年７月 16 日については１万 4,000 円、同年 12 月

16日については１万 3,000円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

       生 年 月 日 ： 昭和 47年生 

    住    所 ：  

     

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年５月１日から 16年９月１日まで 

             ② 平成 16年 12月 15日 

             ③ 平成 17年７月 16日 

             ④ 平成 17年 12月 16日 

    申立期間①は、給与の減額もなく、22 万円に見合う厚生年金保険料が控

除されているにもかかわらず、社会保険庁（当時）の記録では、標準報酬

月額が９万 8,000円となっている。 

申立期間②は１万 2,000 円、申立期間③は１万 4,000 円、申立期間④は

１万 3,000 円の賞与が支給され、厚生年金保険料が控除されているが社会

保険庁には記録が無い。 

申立期間の標準報酬月額及び標準賞与額を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額及び標準賞与額の相違について申し立



                      

  

てているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法

律に基づき標準報酬月額(標準賞与額)を改定又は決定し、これに基づき記録

の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められ

る保険料額及び申立人の報酬月額(賞与額)のそれぞれに基づく標準報酬月額

(標準賞与額)の範囲内であることから、これらの標準報酬月額(標準賞与額)

のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立期間①については、申立人提出のＡ社における給与明細

書の保険料控除額から、申立人は、申立人主張の標準報酬月額（22 万円）に

基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認めら

れる。 

また、申立期間②、③及び④については、申立人提出のＡ社における賞与

明細書の保険料控除額から、申立期間②は 1,000 円、申立期間③は１万

4,000円、申立期間④は１万 3,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、社会保険事務の責任者であった役員は、社会保険庁の記録どおりに届

出をしたとしていることから、事業主は、給与明細書及び賞与明細書におい

て確認できる保険料控除額に見合う報酬月額又は賞与額を届け出ておらず、

その結果、社会保険事務所は、当該報酬月額又は賞与額に見合う厚生年金保

険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 



                      

  

大阪厚生年金 事案 5208 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ支店における資格取得日に

係る記録を昭和 51 年 12 月 15 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 11 万

8,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１  申立人の氏名等 

     氏 名  ： 男     

基礎年金番号  ：  

     生 年 月 日  ： 昭和 27年生 

     住 所  ：  

     

   ２ 申立内容の要旨 

     申 立 期 間  ： 昭和 51年 12月 15日から 52年２月 16日まで 

厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所（当時）に照会したところ

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無いとの回答をもらっ

た。申立期間は同社Ｃ支店から同社Ｂ支店に異動になった直後に同社Ｄ支

店に応援に行っていた期間である。申立期間について、厚生年金保険被保

険者であったことを認めてほしい。 

 

 第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社の人事記録及び雇用保険の記録から判断すると、申立人が申立期間も

同社に継続して勤務し（昭和 51 年 11 月 15 日にＡ社Ｃ支店から同社Ｂ支店

に異動発令。赴任日は同年 12 月 15 日。）、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ支店における

昭和 52 年２月の社会保険事務所の記録から、11 万 8,000 円とすることが妥

当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付事務の履行については、事

業主は、厚生年金保険被保険者資格取得届の記載に誤りがあったとしている

ことから、事業主が昭和 52 年２月 16 日を資格取得日として届け、その結果、

社会保険事務所は、申立人に係る 51 年 12 月及び 52 年１月の保険料につい

て納入の告知を行っておらず、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

大阪厚生年金 事案 5209 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社。）本社にお

ける資格取得日に係る記録を昭和 32年 11 月 20日に、資格喪失日に係る記録

を 33年６月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を１万 8,000 円とするこ

とが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 11年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 32年 11月 20日から 33年６月１日まで 

厚生年金保険の加入状況について社会保険事務所（当時）に照会したと

ころ、Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間について加入記録が無い旨の

回答を得た。申立期間は、Ａ社Ｃ事業所から同社Ｄ事業所への事業所移転

に伴い異動となった時期である。 

申立期間についても、Ａ社で継続して勤務していたことは間違いないの

で、厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社の人事記録及び雇用保険の記録等から判断すると、申立人が申立期間

もＡ社に継続して勤務し（昭和 32年 11月 20日にＡ社Ｃ事業所から同社Ｄ事

業所に異動。）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことが認められる。 

なお、健康保険厚生年金保険被保険者名簿では、Ａ社Ｃ事業所は昭和 32 年

11 月 20 日に厚生年金保険の適用事業所では無くなっており、また、同社Ｄ

事業所が厚生年金保険の適用事業所となったのは 33 年６月１日であり、申立

期間においては、どちらの出張所も適用事業所となっていない。しかし、Ｂ

社の人事担当者は、「継続して勤務しているにも関わらず申立期間のみ保険

料控除を行っていないとは考え難く、申立期間については、本社において加



                      

  

入させるべきであり、資格の取得及び喪失に係る事務手続を誤った可能性が

ある。」と陳述していることから、申立人は、申立期間については、Ａ社本

社において厚生年金保険の被保険者であったと考えるのが相当である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｃ事業所及び同

社Ｄ事業所における昭和 32年 10月及び 33 年６月の健康保険厚生年金保険被

保険者名簿から、１万 8,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、被保険者資格の取得及び喪失に係る事務手続を誤った可能性がある

としている上、仮に、事業主から申立人に係る被保険者資格の取得届が提出

された場合には、その後被保険者資格の喪失届を提出する機会があったこと

となるが、いずれの機会においても社会保険事務所が当該届出を記録しない

とは考え難いことから、事業主から社会保険事務所へ資格の取得及び喪失に

係る届出は行われておらず、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る昭

和 32年 11月から 33 年５月までの保険料について納入の告知を行っておらず、

事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 



                      

  

大阪厚生年金 事案 5210 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記

録を平成９年４月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 28 万円とするこ

とが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 47年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成９年３月 31日から同年４月１日まで 

厚生年金保険の加入状況について社会保険事務所（当時）に照会したと

ころ、Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無い旨の回答を

得た。 

申立期間は、平成９年３月 31 日まで期限付きの臨時社員として勤務し、

同年４月１日からは正規の社員として勤務した。 

期限付き臨時社員から正社員に切り替わる時期である申立期間について

も、Ａ社に継続して勤務しており給与から厚生年金保険料が控除されてい

たと思うので、当該期間について厚生年金保険被保険者であったことを認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が保管するＡ社の辞令及び雇用保険の記録から、申立人が申立期間

もＡ社に勤務していたことが認められる。 

また、Ａ社の人事担当者は、「申立人のように期限付き臨時社員から正社

員に切り替わる場合は、平成９年４月１日付けで資格喪失届を提出するはず

である。」と陳述している。 

さらに、申立人と同様に、平成９年４月１日付けでＢ組合の組合員資格を

取得している者９人についてオンライン記録をみると、申立期間において、

９人全員がＡ社で厚生年金保険に加入していることが確認できる。 



                      

  

加えて、これら９人のうち聴取できた３人は、「平成９年４月１日は期限

付き臨時社員から正社員に切り替わった時期である。」と回答している。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人は、申立期間において、厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における平成９

年２月のオンライン記録から 28万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は不明としているが、事業主が資格喪失日を平成９年４月１日と届け出

たにもかかわらず、社会保険事務所がこれを同年３月 31 日と誤って記録す

ることは考え難いことから、事業主が同日を厚生年金保険被保険者の資格喪

失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年３月の保

険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行

ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還

付した場合を含む。）、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。 



                      

  

大阪厚生年金 事案 5211 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社本店における資格取得日

に係る記録を昭和 45 年 12 月 21 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を８

万円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 45年 12月 21日から 46年２月１日まで 

    私は、Ａ社に昭和 39 年４月１日から平成 17 年５月 31 日まで継続して

勤務したが、社会保険庁（当時）の記録では、同社Ｂ支店から同社本店

に転勤した昭和 45 年 12 月 21 日から 46 年２月１日までが厚生年金保険

に未加入とされている。同社に勤務している間は毎月、厚生年金保険料

を控除されていたので申立期間を被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の記録、Ａ社提出の在籍証明書、人事記録表及びＣ国民健康保

険組合Ｄ事務所提出の被保険者期間証明書から判断すると、申立人が同社

に継続して勤務し(昭和 45 年 12 月 21 日にＡ社Ｂ支店から同社本店に異

動。)、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社本店における昭

和 46 年２月の社会保険事務所（当時）の記録から８万円とすることが妥当

である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かにつ

いては、事業主は不明としており、このほかに確認できる関連資料及び周辺

事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に行

ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いこと

から、行ったとは認められない。



                      

  

大阪厚生年金 事案 5212 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社。）Ｃ支

店における資格取得日に係る記録を昭和 25 年４月１日に訂正し、申立期間の

標準報酬月額を 2,500円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かについては、明らかではないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和２年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 25年４月１日から同年６月１日まで 

亡夫は昭和 20 年 10 月 25 日に、Ａ社Ｄ支店に入社し、25 年４月１日に

同社Ｃ支店へ転勤となった。 

Ｂ社で保管されている当時の人事記録でも異動日は昭和 25 年４月１日と

なっており、Ｃ支店での記録が同年６月１日となっていることに納得でき

ない。 

申立期間について、厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 （注）申立ては、申立人の妻が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求

めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の記録、Ｂ社から提出された人事カード及び社員台帳の記録から

判断すると、申立期間も申立人がＡ社に継続して勤務し（昭和 25 年４月１日

にＡ社Ｄ支店から同社Ｃ支店に異動。）、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、事業主より提出された社員台

帳の記録から、2,500円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る申立期間の保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は不明としており、このほかに確認できる関連資料及び周辺

事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 



                      

  

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立どおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所（当

時）に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺

事情が無いことから、行ったとは認められない。 



                      

  

大阪厚生年金 事案 5213 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められる

ことから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和８年生 

住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 26年７月５日から 26年 11月 12日まで 

         ② 昭和 29年２月１日から 30年５月 26日まで 

         ③ 昭和 31年２月５日から 33年 11月 21日まで 

 厚生年金保険加入記録について社会保険事務所（当時）に照会申出書を

提出したところ、Ａ社、Ｂ社及びＣ社に勤務していた期間について、脱退

手当金支給済みとの回答を受けた。 

脱退手当金は請求したことも受給したことも無い。調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

脱退手当金を支給する場合、本来、過去のすべての厚生年金保険被保険者

期間をその計算の基礎とするものであるが、申立期間の前及び中間の被保険

者期間についてはその計算の基礎とされておらず、未請求となっている。し

かしながら、申立人は、７回の被保険者期間のうち、最初及び中間の被保険

者期間を失念するとは考え難い。 

また、申立人は脱退手当金が支給決定されたとする昭和 34 年３月 25 日の

７日後にはＤ社に再就職し、厚生年金保険の被保険者となっていることを踏

まえると、Ｃ社退職時に脱退手当金を請求する意思を有していたとは考え難

い。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給したとは認められない。 



                      

  

大阪厚生年金 事案 5214 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社。）における

資格取得日に係る記録を平成 17 年４月 21 日に訂正し、申立期間の標準報酬

月額を 32万円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 54年生 

    住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 17年４月 21日から同年５月１日まで 

厚生年金保険の加入状況について社会保険事務所（当時）に照会したと

ころ、Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間について加入記録が無いとの

回答をもらった。同社には、平成 17 年４月 21 日から勤務したので、申立

期間も厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出のあった給与支給明細書及びＢ社の親会社であるＣ社人事

記録等から判断して、申立人がＤ社及びＡ社に継続して勤務し（平成 17 年４

月 21 日にＤ社からＡ社に移籍。）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、平成 17 年５月の給与支払明細

書の保険料控除額から、32万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、厚生年金保険被保険者資格取得届の記載に誤りがあったとしている

ことから、事業主が平成 17 年５月１日を資格取得日として届け、その結果、

社会保険事務所は、申立人に係る同年４月の保険料について納入の告知を行

っておらず、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行してい

ないと認められる。 



                      

  

大阪厚生年金 事案 5215 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社。）Ｃ支店に

おける資格取得日に係る記録を昭和 43 年９月２日に訂正し、申立期間の標準

報酬月額を３万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

  

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 43年９月２日から同年 11月１日まで 

厚生年金保険の加入状況について社会保険事務所（当時）に照会したと

ころＡ社に勤務した期間のうち、申立期間について加入記録が無いとの回

答をもらった。同社には、昭和 43 年４月に入社し、申立期間も継続して勤

務していたのは間違いないので、申立期間について、厚生年金保険被保険

者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社の人事記録、賃金台帳及び雇用保険の記録から、申立人が申立期間も

Ａ社に継続して勤務し（昭和 43 年９月２日にＡ社本店から同社Ｃ支店に異

動。）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、Ｂ社の賃金台帳の保険料控除

額及び申立人のＡ社Ｃ支店における昭和 43 年 11 月の社会保険事務所の記録

から、３万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、厚生年金保険被保険者資格取得届の記載に誤りがあったとしている

ことから、事業主が昭和 43 年 11 月１日を資格取得日として届け、その結果、

社会保険事務所は、申立人に係る同年９月及び同年 10 月の保険料について

納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 



                      

  

大阪厚生年金 事案 5216 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社（現在は、Ｂ社。）における資格喪失日は、昭和 40 年９月１

日であると認められることから、同事業所における資格喪失日に係る記録を

同日に訂正することが必要である。 

なお、申立期間のうち、昭和 36 年７月から 40 年８月までに係る標準報酬

月額については、36 年７月から同年９月までは１万 2,000 円、同年 10 月か

ら 37 年９月までは１万 4,000 円、同年 10 月から 38 年９月までは２万 2,000

円、同年 10 月から 39 年９月までは２万 6,000 円、同年 10 月から 40 年８月

までは３万円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： ① 昭和 32年３月 23日から同年 11月１日まで 

 ② 昭和 36年７月１日から 40年９月１日まで 

    社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入状況について照会したと

ころ、Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無い旨の回答を

受けた。同事業所には、昭和 32年３月 23日から 40年９月１日まで勤務し

ていたので、申立期間①及び②について、厚生年金保険被保険者であった

ことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間②については、複数の同僚の陳述、申立人が所持する表彰状及び

社員旅行の写真から判断すると、申立人が昭和 40 年８月 31 日までＡ社に勤

務していたことが推認できる。 

また、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿を見ると、申立人の

資格喪失日は昭和 36 年７月１日と記録されているが、同名簿の標準報酬月額

の変遷欄には、当該資格喪失日以降の同年 10月から 41年 10月までの５回に

わたる標準報酬月額の定時決定の記録があり、二重線で取り消されている。 

しかし、社会保険事務所において、かかる取消処理を行う合理的理由は無

く、当該処理は有効なものとは認められない。 



                      

  

これらを総合的に判断すると、申立人のＡ社における資格喪失日は､昭和

40年９月１日であると認められる。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、上記被保険者名簿の記録から、

昭和 36 年７月から同年９月までは１万 2,000 円、同年 10 月から 37 年９月

までは１万 4,000 円、同年 10 月から 38 年９月までは２万 2,000 円、同年

10 月から 39 年９月までは２万 6,000 円、同年 10 月から 40 年８月までは３

万円とすることが妥当である。 

一方、申立期間①については、申立人は、昭和 32 年３月 23 日からＡ社に

勤務し、厚生年金保険に加入していたと申し立てている。 

しかし、社会保険事務所の記録では、Ａ社は、申立人が同社で被保険者資

格を取得した日と同一日の昭和 32 年 11 月１日に厚生年金保険の適用事業所

となっており、申立期間は適用事業所ではない。 

また、Ｂ社は、厚生年金保険の新規適用以前に厚生年金保険料を給与から

控除したとは考え難いとしている。 

さらに、Ｂ社は、申立期間当時の資料を保管しておらず、申立期間におけ

る申立人の勤務実態及び保険料控除を確認できない。 

このほか、申立人の申立期間に係る保険料控除を確認できる関連資料及び

周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間①に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

大阪厚生年金 事案 5217 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 29 年８月 17日から 30年２月１日までの

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められるこ

とから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社。）における資格取得日に係る記録を

29 年８月 17 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を１万円とすることが必

要である。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

     生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 28年２月１日から 30年２月１日まで 

             ② 昭和 32年２月２日から 35年５月まで 

    私は、申立期間①において、Ａ社で、Ｃ業務に従事していたが、厚生年

金保険の加入記録が無く、納得できない。 

また、申立期間②において、Ｄ社（現在は、Ｅ社。）で、Ｆ職として勤

務していたが、厚生年金保険の加入記録が無く、納得できない。 

なお、昭和 32年 10月から 33年７月までは休職したが、取締役の了解を

得た上での休職であり、その後、復職している。休職期間も厚生年金保険

に加入し、保険料を支払っていたはずである。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

 申立期間①について、Ｂ社が保管する申立人に係る労働者名簿及び失業保

険被保険者離職票により、申立人がＡ社において昭和 29 年８月 17 日から 30

年８月 16日まで勤務していたことが確認できる。 

また、Ｂ社は、「申立人が勤務していた昭和 29 年８月 17 日から 30 年８

月 16 日までについて、申立人の給与から厚生年金保険料を控除してい

た。」旨の回答をしている。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人は、申立期間①のうち、29 年８月 17 日から 30 年２月１日までの厚生



                      

  

年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間①のうち、昭和 29 年８月 17 日から 30 年２月１日までの

標準報酬月額については、申立人のＡ社における同年２月の社会保険事務所

（当時）の記録から、１万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は納付したと回答しているが、このほかに確認できる関連資料及び周辺

事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に行

ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いこと

から、行ったとは認められない。 

一方、申立期間①のうち、昭和 28 年２月１日から 29 年８月 17 日までに

ついて、上記労働者名簿により、申立人は同年８月 17 日にＡ社に雇用され

たことが確認できるほか、申立人が名前を挙げた同僚及びＡ社に係る健康保

険厚生年金保険事業所別被保険者名簿において申立期間に厚生年金保険の加

入記録があり、連絡先が分かった同僚６人に照会を行ったが、いずれも具体

的な勤務期間等は覚えていない旨の陳述をしており、申立人の申立期間にお

ける勤務実態及び保険料控除について確認することはできなかった。 

また、オンライン記録によると、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所となっ

たのは昭和 28年 11月１日である。 

さらに、上記被保険者名簿の申立期間における健康保険の整理番号に欠番

は無く、また、同名簿の記載内容に不自然な点もうかがえない。 

加えて、オンライン記録において、申立人の氏名の読み方の違い等による

検索を行ったが、申立期間に係る厚生年金保険被保険者としての記録は無い。 

このほか、申立人が申立期間①のうち、昭和 28 年２月１日から 29 年８月

17 日までにおいて事業主により給与から厚生年金保険料を控除されていたこ

とをうかがわせる事情等は見当たらない。 

申立期間②について、Ｅ社が保管するＤ社に係る健康保険被保険者台帳に

よると、申立人は昭和 32 年２月２日に資格を喪失していることが確認でき

る。 

また、Ｄ社に係る健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿によると、

申立人は昭和 30 年 10 月 12 日に資格を取得した後、32 年２月２日に資格を

喪失し、健康保険被保険者証を返却したことを示す「証返」の押印が確認で

きる。 

さらに、申立人が名前を挙げた同僚は連絡先が不明であり、申立人が申立

期間中に休職した際に了解を得たとする取締役は既に亡くなっているほか、

申立期間に厚生年金保険の加入記録があり、連絡先が分かった９人に照会を

行ったが、回答があった６人はいずれも申立人のことを覚えておらず、申立



                      

  

人の申立期間当時の勤務実態及び保険料控除について明らかにすることはで

きなかった。 

加えて、オンライン記録において、申立人の氏名の読み方の違い等による

検索を行ったが、申立期間に係る厚生年金保険被保険者としての記録は無い。 

このほか、申立人が申立期間において事業主により給与から厚生年金保険

料を控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①のうち、昭和 28 年２月

１日から 29 年８月 17 日までの期間及び申立期間②に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



                      

  

大阪厚生年金 事案 5218  

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記

録を昭和 41年６月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を２万 6,000円と

することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 41年５月 31日から同年６月１日まで 

厚生年金保険の加入状況について社会保険事務所（当時）に照会したと

ころ、Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間について加入記録が無いとの

回答をもらった。同社には、昭和 40 年４月１日に入社し、申立期間も含め

継続して勤務していたので、当該期間を厚生年金保険の被保険者期間とし

て認めてほしい。 

（注）申立ては、申立人の妻が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求め

て行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社の社員人事台帳、健康保険及び雇用保険の加入記録から判断すると、

申立人が申立期間も同社に継続して勤務し（昭和 41 年６月１日にＡ社から同

社Ｂ事業所に異動。）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 41

年４月の社会保険事務所の記録から２万 6,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は不明としているが、事業主が資格喪失日を昭和 41 年６月１日と届け出

たにもかかわらず、社会保険事務所がこれを同年５月 31 日と誤って記録する

ことは考え難いことから、事業主が同日を資格喪失日として届け、その結果、



                      

  

社会保険事務所は、申立人に係る同年５月の保険料について納入の告知を行

っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付さ

れるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業

主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認

められる。 



                      

  

大阪厚生年金 事案 5219 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたと認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記録を

平成７年５月 21 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 22 万円とすること

が必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 46年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成７年５月 21日から同年７月１日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入状況について照会したと

ころ、Ｂ社から親会社のＡ社に転籍した平成７年５月 21 日から同年７月１

日までについて加入記録が無いとの回答をもらった。申立期間も同社に継

続して勤務していたので、厚生年金保険の被保険者であったことを認めて

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の記録、Ａ社から提出されたタイムカードの写し及び同僚の証言

から判断すると、申立人が申立期間も同社に継続して勤務し（平成７年５月

21 日にＢ社からＡ社に異動。）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における平成７

年７月の社会保険事務所の記録から、22万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立人に係る厚生年金保険被保険者資格取得届に誤りがあったとし

ていることから、社会保険事務所の記録どおりの届出が事業主から行われ、

その結果、社会保険事務所は、申立人に係る平成７年５月及び同年６月の保

険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。



                      

  

大阪厚生年金 事案 5220 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたと認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記録を

昭和 41年３月 15日に、資格喪失日に係る記録を同年４月 18日に訂正し、申

立期間の標準報酬月額を２万 4,000円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 41年３月 15日から同年４月 18日まで 

    Ａ社で働いていた期間について社会保険事務所（当時）に期間照会をし

たところ、申立期間について厚生年金保険に加入記録が無いとの回答をも

らった。同社には、昭和 41 年３月 15 日から勤務しているので、申立期間

を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社の在籍証明書、雇用保険の記録及び複数の同僚の証言から判断すると、

申立人は申立期間に同社で勤務していたことが認められる。 

   また、Ａ社は、「申立人は、昭和 41 年３月 15 日にＡ社に入社しているが、

厚生年金保険の被保険者資格の取得手続は同年４月 18 日に販売子会社のＢ社

へ異動した際に行った。Ａ社ですべての給与計算処理を行っているので、保

険料は入社月から控除していたと思われる。」と回答している。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＢ社における昭和

41 年４月の社会保険事務所の記録から、２万 4,000 円とすることが妥当で

ある。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立どおりの被保険者資格取得届を提出していないことを認めてい



                      

  

る上、仮に、事業主から申立人に係る資格取得届が提出された場合には、そ

の後、資格喪失届も提出する機会があったこととなるが、いずれの機会にお

いても社会保険事務所が当該届出を記録しないとは考え難いことから、事業

主から社会保険事務所へ資格の取得及び喪失に係る届出は行われておらず、

その結果、社会保険事務所は、申立人に係る昭和 41 年３月の厚生年金保険

料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

大阪厚生年金 事案 5221 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたと認められることから、申立人のＡ社Ｂ工場における資格取得日に係る

記録を昭和 48 年４月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を８万円とする

ことが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。  

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 48年４月１日から同年６月 13日まで 

    社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入期間について照会をした

ところ、Ａ社Ｃ支社から同社Ｂ工場に転勤となり、同社Ｂ工場で勤務して

いた申立期間の記録が無い旨の回答をもらった。同社には、昭和 44 年４月

13 日に入社し、平成 17 年７月に退職するまで継続して勤務していたので、

申立期間について厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社の給与支給明細、雇用保険の記録及び同僚証言から、申立人が申立期

間も同社に継続して勤務し（昭和 48 年４月１日にＡ社Ｃ支社から同社Ｂ工場

に異動。）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、給与支給明細書の保険料控除

額から、８万円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立人に係る厚生年金保険被保険者資格取得届に誤りがあったとし

ていることから、社会保険事務所の記録どおりの届出が事業主から行われ、

その結果、社会保険事務所は、申立人に係る昭和 48 年４月及び同年５月の保

険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

大阪厚生年金 事案 5222 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたと認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社。）における資格

喪失日に係る記録を昭和 58年 10月１日に訂正し、申立期間に係る標準報酬月

額を 14万 2,000円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 34年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 58年９月 21日から同年 10月１日まで 

    厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所（当時）に照会したところ、申

立期間の加入記録が無いとの回答をもらった。申立期間は、Ａ社から関連企

業であるＣ社に転籍した時期であり、継続して勤務していたことは間違いな

いので、申立期間について厚生年金保険被保険者であったことを認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社の在職証明書、人事記録及び雇用保険の記録から、申立人は、申立期間

に、Ａ社から、新たに設立されたＣ社に転籍し、継続して勤務していたことが

認められる。 

一方、Ｃ社に係る厚生年金保険の新規適用日は、昭和58年10月１日であり、

同社は、申立期間において、厚生年金保険の適用事業所ではない。 

また、Ｃ社の新規適用時に被保険者資格を取得している 14 人の従業員は、

申立人を含めて全員が、転籍元の事業所であるＡ社で昭和 58年９月 21日に資

格を喪失している。 

この間の事情について、Ｂ社は、「通常は、関連企業を設立し従業員を転籍

させる場合、厚生年金保険の資格の取得及び喪失の手続については、それまで

勤務していた事業所では、転籍先の新規適用まで被保険者資格を喪失させず、

転籍先の新規適用時に、転籍元での資格の喪失及び転籍先での資格の取得の手



                      

  

続を行っていたところ、Ｃ社の設立時においては、事務的過誤により、同社の

新規適用前に、Ａ社で資格の喪失の届出を行ってしまった。申立期間において

は、Ａ社から給与が支給されており、給与から保険料を控除していた。」旨陳

述している。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人は、申立期間において、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたものと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 58

年８月の社会保険事務所の記録から、14万 2,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人の申立期間に係る保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、厚生年金保険被保険者資格喪失届の記載に誤りがあったとし

ている上、Ａ社が加入していたＤ厚生年金基金及び社会保険事務所の記録にお

ける資格喪失日が昭和 58年９月 21日であり、厚生年金基金及び社会保険事務

所の双方が誤って同じ資格喪失日を記録したとは考え難いことから、事業主が

同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同

年９月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の

告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は還付

した場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 



                      

  

大阪厚生年金 事案 5223 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたと認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社。）における資格

喪失日に係る記録を昭和 60 年５月１日に訂正し、申立期間に係る標準報酬月

額を 17万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 34年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 60年４月 21日から同年５月１日まで 

    厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所（当時）に照会したところ、申

立期間の加入記録が無いとの回答をもらった。申立期間は、Ａ社から関連企

業であるＣ社に転籍した時期であり、継続して勤務していたことは間違いな

いので、申立期間について厚生年金保険被保険者であったことを認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社の在職証明書、人事記録及び雇用保険の記録から、申立人は、申立期間

に、Ａ社から、新たに設立されたＣ社に転籍し、継続して勤務していたことが

認められる。 

一方、Ｃ社に係る厚生年金保険の新規適用日は、昭和 60年５月１日であり、

同社は、申立期間において、厚生年金保険の適用事業所ではない。 

また、Ｃ社の新規適用時に被保険者資格を取得している 11 人の従業員のう

ち、申立人を含めて 10人が、Ａ社からの転籍者であり、同社で昭和 60年４月

21日に資格を喪失している。 

この間の事情について、Ｂ社は、「通常は、関連企業を設立し従業員を転籍

させる場合、厚生年金保険の資格の取得及び喪失の手続については、それまで

勤務していた事業所では、転籍先の新規適用まで被保険者資格を喪失させず、

転籍先の新規適用時に、転籍元での資格の喪失及び転籍先での資格の取得の手



                      

  

続を行っていたところ、Ｃ社の設立時においては、事務的過誤により、同社の

新規適用前に、Ａ社で資格の喪失の届出を行ってしまった。申立期間において

は、Ａ社から給与が支給されており、給与から保険料を控除していた。」旨陳

述している。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人は、申立期間において、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたものと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 60

年３月の社会保険事務所の記録から、17万円とすることが妥当である。 

なお、申立人の申立期間に係る保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、厚生年金保険被保険者資格喪失届の記載に誤りがあったとし

ている上、Ａ社が加入していたＤ厚生年金基金及び社会保険事務所の記録にお

ける資格喪失日が昭和 60年４月 21日であり、厚生年金基金及び社会保険事務

所の双方が誤って同じ資格喪失日を記録したとは考え難いことから、事業主が

同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同

年４月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の

告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は還付

した場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 



                      

  

大阪厚生年金 事案 5224 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたと認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社。）における資格

喪失日に係る記録を昭和 60 年５月１日に訂正し、申立期間に係る標準報酬月

額を 15万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 34年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 60年４月 21日から同年５月１日まで 

    厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所（当時）に照会したところ、申

立期間の加入記録が無いとの回答をもらった。申立期間は、Ａ社から関連企

業であるＣ社に転籍した時期であり、継続して勤務していたことは間違いな

いので、申立期間について厚生年金保険被保険者であったことを認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社の在職証明書、人事記録及び雇用保険の記録から、申立人は、申立期間

に、Ａ社から、新たに設立されたＣ社に転籍し、継続して勤務していたことが

認められる。 

一方、Ｃ社に係る厚生年金保険の新規適用日は、昭和 60年５月１日であり、

同社は、申立期間において、厚生年金保険の適用事業所ではない。 

また、Ｃ社の新規適用時に被保険者資格を取得している 11 人の従業員のう

ち、申立人を含めて 10人が、Ａ社からの転籍者であり、同社で昭和 60年４月

21日に資格を喪失している。 

この間の事情について、Ｂ社は、「通常は、関連企業を設立し従業員を転籍

させる場合、厚生年金保険の資格の取得及び喪失の手続については、それまで

勤務していた事業所では、転籍先の新規適用まで被保険者資格を喪失させず、

転籍先の新規適用時に、転籍元での資格の喪失及び転籍先での資格の取得の手



                      

  

続を行っていたところ、Ｃ社の設立時においては、事務的過誤により、同社の

新規適用前に、Ａ社で資格の喪失の届出を行ってしまった。申立期間において

は、Ａ社から給与が支給されており、給与から保険料を控除していた」旨陳述

している。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人は、申立期間において、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたものと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 60

年３月の社会保険事務所の記録から、15万円とすることが妥当である。 

なお、申立人の申立期間に係る保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、厚生年金保険被保険者資格喪失届の記載に誤りがあったとし

ている上、Ａ社が加入していたＤ厚生年金基金及び社会保険事務所の記録にお

ける資格喪失日が昭和 60年４月 21日であり、厚生年金基金及び社会保険事務

所の双方が誤って同じ資格喪失日を記録したとは考え難いことから、事業主が

同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同

年４月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の

告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は還付

した場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 



                      

  

大阪厚生年金 事案 5225 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたと認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社。）における資格

喪失日に係る記録を昭和 62 年６月１日に訂正し、申立期間に係る標準報酬月

額を 26万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 31年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 62年４月１日から同年６月１日まで 

    厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所（当時）に照会したところ、申

立期間の加入記録が無いとの回答をもらった。申立期間は、Ａ社から関連企

業であるＣ社に転籍した時期であり、継続して勤務していたことは間違いな

いので、申立期間について厚生年金保険被保険者であったことを認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社の在職証明書、人事記録及び雇用保険の記録から、申立人は、申立期間

に、Ａ社から、新たに設立されたＣ社に転籍し、継続して勤務していたことが

認められる。 

一方、Ｃ社に係る厚生年金保険の新規適用日は、昭和 62年６月１日であり、

同社は、申立期間において、厚生年金保険の適用事業所ではない。 

また、Ｃ社の新規適用時に被保険者資格を取得している７人の従業員のうち、

申立人を含めて６人が、Ａ社からの転籍者であり、同社で昭和 62 年４月１日

に資格を喪失している。 

この間の事情について、Ｂ社は、「通常は、関連企業を設立し従業員を転籍

させる場合、厚生年金保険の資格の取得及び喪失の手続については、それまで

勤務していた事業所では、転籍先の新規適用まで被保険者資格を喪失させず、

転籍先の新規適用時に、転籍元での資格の喪失及び転籍先での資格の取得の手



                      

  

続を行っていたところ、Ｃ社の設立時においては、事務的過誤により、同社の

新規適用前に、Ａ社で資格の喪失の届出を行ってしまった。申立期間において

は、Ａ社から給与が支給されており、給与から保険料を控除していた。」旨陳

述している。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人は、申立期間において、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたものと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 62

年３月の社会保険事務所の記録から、26万円とすることが妥当である。 

なお、申立人の申立期間に係る保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、厚生年金保険被保険者資格喪失届の記載に誤りがあったとし

ている上、Ａ社が加入していたＤ厚生年金基金及び社会保険事務所の記録にお

ける資格喪失日が昭和 62 年４月１日であり、厚生年金基金及び社会保険事務

所の双方が誤って同じ資格喪失日を記録したとは考え難いことから、事業主が

同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同

年４月及び同年５月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事

務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した

場合又は還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 



                      

  

大阪厚生年金 事案 5226 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたと認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社。）における資格

喪失日に係る記録を昭和 62 年６月１日に訂正し、申立期間に係る標準報酬月

額を 16万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 34年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 62年４月１日から同年６月１日まで 

    厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所（当時）に照会したところ、申

立期間の加入記録が無いとの回答をもらった。申立期間は、Ａ社から関連企

業であるＣ社に転籍した時期であり、継続して勤務していたことは間違いな

いので、申立期間について厚生年金保険被保険者であったことを認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社の在職証明書、人事記録及び雇用保険の記録から、申立人は、申立期間

に、Ａ社から、新たに設立されたＣ社に転籍し、継続して勤務していたことが

認められる。 

一方、Ｃ社に係る厚生年金保険の新規適用日は、昭和 62年６月１日であり、

同社は、申立期間において、厚生年金保険の適用事業所ではない。 

また、Ｃ社の新規適用時に被保険者資格を取得している７人の従業員のうち、

申立人を含めて６人が、Ａ社からの転籍者であり、同社で昭和 62 年４月１日

に資格を喪失している。 

この間の事情について、Ｂ社は、「通常は、関連企業を設立し従業員を転籍

させる場合、厚生年金保険の資格の取得及び喪失の手続については、それまで

勤務していた事業所では、転籍先の新規適用まで被保険者資格を喪失させず、

転籍先の新規適用時に、転籍元での資格の喪失及び転籍先での資格の取得の手



                      

  

続を行っていたところ、Ｃ社の設立時においては、事務的過誤により、同社の

新規適用前に、Ａ社で資格の喪失の届出を行ってしまった。申立期間において

は、Ａ社から給与が支給されており、給与から保険料を控除していた。」旨陳

述している。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人は、申立期間において、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたものと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 62

年３月の社会保険事務所の記録から、16万円とすることが妥当である。 

なお、申立人の申立期間に係る保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、厚生年金保険被保険者資格喪失届の記載に誤りがあったとし

ている上、Ａ社が加入していたＤ厚生年金基金及び社会保険事務所の記録にお

ける資格喪失日が昭和 62 年４月１日であり、厚生年金基金及び社会保険事務

所の双方が誤って同じ資格喪失日を記録したとは考え難いことから、事業主が

同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同

年４月及び同年５月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事

務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した

場合又は還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。



                      

  

大阪厚生年金 事案 5227 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人のＣ社（現在は、Ｂ社。）における資格喪失日は、平成４年４月１日

であると認められることから、厚生年金保険被保険者資格の喪失日に係る記録

を訂正することが必要である。 

   なお、申立期間の標準報酬月額については、50 万円とすることが妥当であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 31年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成４年３月 31日から同年４月１日まで 

    厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所（当時）に照会したところ、申

立期間の加入記録が無いとの回答をもらった。申立期間は、Ｃ社からＤ社に

転籍した時期である。両社はともにＡ社（現在は、Ｂ社。）の関連企業であ

り、継続して勤務していたことは間違いないので、申立期間について厚生年

金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社提出の在職証明書及び社員台帳から、申立人は、申立期間もＡ社及びＣ

社等の同社関連企業に、継続して勤務していたことが認められる。 

また、Ｃ社及びＤ社が申立期間当時加入していたＥ厚生年金基金の記録によ

ると、申立人は、平成４年４月１日に、Ｃ社で同基金の加入員資格を喪失し、

同日にＤ社で同資格を再取得したことが確認でき、同基金の加入期間に欠落は

無い。 

さらに、Ｅ厚生年金基金は、「申立期間当時も、事業所から当基金に提出さ

れる届出書類は、複写式のものを使用しており、当基金に提出されたものと同

一内容の書類が社会保険事務所にも提出されたはずである。」と回答している。 

加えて、雇用保険の記録によると、Ｃ社における申立人の離職日は平成４年

３月 31日であり、厚生年金基金の加入員資格喪失日の記録と符合する。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、事業

主は、平成４年４月１日に申立人がＣ社において厚生年金保険被保険者資格を

喪失した旨の届出を社会保険事務所に行ったことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＣ社における平成４年

２月の社会保険事務所の記録から、50万円とすることが妥当である。 



大阪厚生年金 事案 5228 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社。）における資格

喪失日に係る記録を平成８年１月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を

22万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成７年 12月 31日から８年１月１日まで 

    私は、平成８年１月１日付けでＡ社より分離したＣ社に期間を空けずに移

籍した。しかし、記録では７年 12月が未加入とされている。 

申立期間を厚生年金被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録及びＤ厚生年金基金加入員記録から、申立人が申立期間

においてＡ社に継続して勤務していたことが確認できる。 

また、Ａ社の事務手続担当者は、平成７年 12 月分の申立人に係る給与から

保険料の控除を行っていたことを認めている。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人は、申立期間において、厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたものと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における平成７年

11月の社会保険事務所（当時）の記録から、22万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主は、資格喪失日を誤って平成７年 12月 31日として届け出たことを

認めていることから、事業主が同日を資格喪失日として届け、その結果、社会

保険事務所は、申立人に係る同年 12 月の厚生年金保険料について納入の告知

を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付

されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主

は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行していない

と認められる。



大阪厚生年金 事案 5229 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社。）における資格

喪失日に係る記録を平成８年１月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を

53万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成７年 12月 31日から８年１月１日まで 

    私は、平成８年１月１日付けでＡ社より分離したＣ社に期間を空けずに移

籍した。しかし、記録では７年 12月が未加入とされている。 

申立期間を厚生年金被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録及びＤ厚生年金基金加入員記録から、申立人が申立期間

においてＡ社に継続して勤務していたことが確認できる。 

また、Ａ社の事務手続担当者は、平成７年 12 月分の申立人に係る給与から

保険料の控除を行っていたことを認めている。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人は、申立期間において、厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたものと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における平成７年

11月の社会保険事務所（当時）の記録から、53万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主は、資格喪失日を誤って平成７年 12月 31日として届け出たことを

認めていることから、事業主が同日を資格喪失日として届け、その結果、社会

保険事務所は、申立人に係る同年 12 月の厚生年金保険料について納入の告知

を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付

されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主

は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行していない

と認められる。



大阪厚生年金 事案 5230 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社。）における資格

喪失日に係る記録を平成８年１月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を

44万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 33年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成７年 12月 31日から８年１月１日まで 

    私は、平成８年１月１日付けでＡ社より分離したＣ社に期間を空けずに移

籍した。しかし、記録では７年 12月が未加入とされている。 

申立期間を厚生年金被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録及びＤ厚生年金基金加入員記録から、申立人が申立期間

においてＡ社に継続して勤務していたことが確認できる。 

また、Ａ社の事務手続担当者は、平成７年 12 月分の申立人に係る給与から

保険料の控除を行っていたことを認めている。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人は、申立期間において、厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたものと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における平成７年

11月の社会保険事務所の記録（当時）から、44万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主は、資格喪失日を誤って平成７年 12月 31日として届け出たことを

認めていることから、事業主が同日を資格喪失日として届け、その結果、社会

保険事務所は、申立人に係る同年 12 月の厚生年金保険料について納入の告知

を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付

されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主

は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行していない

と認められる。



大阪厚生年金 事案 5231 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社。）における資格

喪失日に係る記録を平成８年１月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を

26万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 47年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成７年 12月 31日から８年１月１日まで 

    私は、平成８年１月１日付けでＡ社より分離したＣ社に期間を空けずに移

籍した。しかし、記録では７年 12月が未加入とされている。 

申立期間を厚生年金被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録及びＤ厚生年金基金加入員記録から、申立人が申立期間

においてＡ社に継続して勤務していたことが確認できる。 

また、Ａ社の事務手続担当者は、平成７年 12 月の申立人に係る給与から保

険料の控除を行っていたことを認めている。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人は、申立期間において、厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたものと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における平成７年

11月の社会保険事務所の記録（当時）から、26万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主は、資格喪失日を誤って平成７年 12月 31日として届け出たことを

認めていることから、事業主が同日を資格喪失日として届け、その結果、社会

保険事務所は、申立人に係る同年 12 月の厚生年金保険料について納入の告知

を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付

されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主

は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行していない

と認められる。



大阪厚生年金 事案 5232 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社。）における資格

喪失日に係る記録を平成８年１月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を

24万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 45年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成７年 12月 31日から８年１月１日まで 

    私は、平成８年１月１日付けでＡ社より分離したＣ社に期間を空けずに移

籍した。しかし、記録では７年 12月が未加入とされている。 

申立期間を厚生年金被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録及びＤ厚生年金基金加入員記録から、申立人が申立期間

においてＡ社に継続して勤務していたことが確認できる。 

また、Ａ社の事務手続担当者は、平成７年 12 月分の申立人に係る給与から

保険料の控除を行っていたことを認めている。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人は、申立期間において、厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたものと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における平成７年

11月の社会保険事務所（当時）の記録から、24万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主は、資格喪失日を誤って平成７年 12月 31日として届け出たことを

認めていることから、事業主が同日を資格喪失日として届け、その結果、社会

保険事務所は、申立人に係る同年 12 月の厚生年金保険料について納入の告知

を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付

されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主

は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行していない

と認められる。 



大阪厚生年金 事案 5259 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社。）Ｃ支店における資

格喪失日に係る記録を昭和 60年５月 17日に訂正し、申立期間の標準報酬月額

を 36万円とすることが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

       生 年 月 日 ： 昭和 32年生 

    住    所 ：  

     

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 60年４月 17日から同年５月 17日まで 

    私は、昭和 50年４月１日から平成 20年２月末までＡ社に継続して勤務し

ていたが、社会保険庁（当時）の記録によると、昭和 60年４月 17日から同

年５月 17日までが厚生年金保険に未加入とされている。 

申立期間を含む昭和 57年３月 25日から 60年５月 17日までは、Ａ社Ｃ支

店に勤務しており、同年５月 17日に同社Ｄ支店へ転勤した。 

申立期間においてＡ社に勤務していたことは確かで、厚生年金保険料も控

除されていたものと確信しているので、申立期間を厚生年金保険被保険者期

間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ｂ社が作成し、保管している申立人に係る厚生年金保険被保険者台帳、申立

人に係る社員台帳（人事記録）、及び雇用保険の記録から判断すると、申立人

は、申立期間において同社に継続して勤務し（昭和 60年５月 17日にＡ社Ｃ支

店から同社Ｄ支店に異動。）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｃ支店における昭

和 60年３月の社会保険事務所（当時）の記録から 36万円とすることが妥当で

ある。 

 なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ



ては、事業主は当時の資料が無く不明としており、このほかに確認できる関連

資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

 また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所に対し

て行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いこ

とから、行ったとは認められない。



大阪厚生年金 事案 5260 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認められることから、申立人のＡ社Ｂ工場における資格取得日に係る記録

を昭和 31 年４月１日に、資格喪失日に係る記録を同年８月１日に訂正し、申

立期間の標準報酬月額を１万円とすることが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 31年４月１日から同年５月７日まで 

             ② 昭和 31年７月 30日から同年８月１日まで 

私は、昭和 28年 11月 21日にＡ社に入社し、55年３月末に退社するまで

継続して勤務していた。 

社会保険庁（当時）の記録によると、Ａ社Ｂ工場に勤務していた期間のう

ち、同社Ｃ工場から異動してきた当初の昭和 31 年４月１日から同年５月７

日までの期間（申立期間①）、及び同社Ｄ部門へ異動する前の同年７月 30

日から同年８月１日までの期間（申立期間②）が厚生年金保険に未加入とさ

れている。 

申立期間においてＡ社Ｂ工場に継続して勤務していたことに間違いはな

いので、厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 
第３ 委員会の判断の理由 
   Ａ社が保管する従業員名簿、雇用保険の記録、及び同僚の陳述から判断する

と、申立人は、申立期間においてＡ社に継続して勤務し（昭和 31 年４月１日

にＡ社Ｃ工場から同社Ｂ工場に異動、同年８月１日に同社Ｂ工場から同社Ｄ部

門に異動。）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立期間①については、申立人

のＡ社Ｂ工場における昭和 31 年５月の社会保険事務所（当時）の記録から１



万円、申立期間②については、申立人の同社Ｂ工場における同年６月の社会保

険事務所の記録から１万円とすることが妥当である。 

   なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、事業主は不明としており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情

は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の取得日及び喪失日に係る届出を社会保険事

務所に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事

情が無いことから、行ったとは認められない。 



大阪厚生年金 事案 5261  

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認められることから、申立人のＡ社Ｂ工場における資格喪失日に係る記録

を昭和 41 年７月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を４万 2,000 円とす

ることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 41年６月 20日から同年７月１日まで 

    社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入状況を照会したところ、Ａ

社に勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無いと回答を受けた。申立

期間は、同社Ｂ工場から同社本社への転勤時であり、継続して同社に勤務し

ていたので、厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社の人事記録及び雇用保険の記録等から判断すると、申立人が申立期間も

同社に継続して勤務し（昭和 41 年７月１日にＡ社Ｂ工場から同社本社へ異

動。）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ工場における昭

和 41 年５月の健康保険厚生年金保険被保険者名簿の記録から、４万 2,000 円

とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、厚生年金保険被保険者資格喪失届の記載に誤りがあったとしていること

から、事業主が昭和 41年６月 20日を資格喪失日として届け、その結果、社会

保険事務所は、申立人に係る同年６月の保険料について納入の告知を行ってお

らず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき

保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立人

に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



大阪厚生年金 事案 5262 

 

第１ 委員会の結論 

事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が主張

する標準報酬月額であったと認められることから、申立期間の標準報酬月額に

係る記録を、30万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 29年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 62年８月１日から 63年 10月１日まで 

社会保険事務所に厚生年金保険の加入状況を照会したところ、申立期間の

標準報酬月額が、厚生年金基金の記録と異なっていることが分かった。正し

い標準報酬月額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において､申立人の標準報酬

月額は、定時決定によって、昭和 61 年 10 月１日に 26 万円、63 年 10 月１日

に 30万円と改定されている。 

一方、申立人に係るＢ厚生年金基金の加入員記録をみると、申立人の標準報

酬月額は、上記被保険者名簿に記録されている２回の定時決定の間において、

随時改定によって昭和 62年８月１日に 26 万円から 30万円に改定されている

ことが確認できる。 

また、Ｂ厚生年金基金は、申立期間当時、定時決定及び随時改定に係る届出

用紙は複写式であったとしている上、上記被保険者名簿を見ると、昭和 62 年

８月１日に、随時改定によって標準報酬月額が改定されている被保険者が複数

確認できることから、申立人について当該随時改定が社会保険事務所に記録さ

れていないのは不自然である。 

さらに、社会保険事務所は、「Ｂ厚生年金基金の記録から、申立人の標準報

酬月額を 26万円から 30万円に改定する随時改定に係る届出が、社会保険事務

所にもあったと推測されるところ、何らかの事務的過誤により、被保険者名簿

に記録されなかった可能性がある。」としている。 

これらを総合的に判断すると、事業主は、申立人の標準報酬月額を昭和 62

年８月１日に 30 万円に随時改定する旨の届出を社会保険事務所に行ったこと

が認められることから、申立人の申立期間に係る標準報酬月額を 30 万円と訂

正する必要がある。 



大阪厚生年金 事案 5263 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされ

ているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から

控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保

険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立

期間に係る標準賞与額の記録を 20万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

    住    所 ：  

     

  ２ 申立内容の要旨 

  申 立 期 間 ：  平成 18年３月 24日 

    厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所（当時）に照会したところ、平

成18年３月24日にＡ社で支給された賞与について記録が無いとの回答をも

らった。当該賞与から厚生年金保険料が控除されていることが確認できる賞

与明細書を提出するので、当該賞与から保険料を控除されていたことを認め

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

平成 18年３月 24日に支給された賞与に係る賞与明細書から、申立人は、20

万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除され

ていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が申立期間

当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っていることから、社会保険事

務所は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告

知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと

認められる。 



大阪厚生年金 事案 5264 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社(現在は、Ｂ社。)Ｃ工場における

資格喪失日に係る記録を昭和 37年１月 16日に訂正し、申立期間の標準報酬月

額を２万 2,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 36年 12月 27日から 37年１月 16日まで 

厚生年金保険の加入状況について社会保険事務所（当時）に照会したとこ

ろ、Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無いと回答を受けた。 

申立期間はＡ社Ｃ工場から同社Ｄ事務所に転勤した期間であり、Ａ社に継

続して勤務していたので、申立期間も厚生年金保険被保険者であったことを

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社の在職証明書及び雇用保険の記録等から判断すると、申立人が申立期間

もＡ社に継続して勤務し（昭和 37年１月 16日にＡ社Ｃ工場から同社Ｄ事務所

に異動。）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められる。 
また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｃ工場における昭

和 36年 11月の社会保険事務所の記録から、２万 2,000円とすることが妥当で

ある。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、厚生年金保険被保険者資格喪失届の記載に誤りがあったとしていること

から、事業主が昭和 36年 12月 27日を資格喪失日として届け、その結果、社

会保険事務所は、申立人に係る同年 12 月の保険料について納入の告知を行っ

ておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付される

べき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申

立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。



大阪厚生年金 事案 5265 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社。）Ｃ支店におけ

る資格喪失日に係る記録を昭和 35 年４月１日に訂正し、申立期間の標準報酬

月額を１万 2,000円とすることが必要である。 

   なお、事業主は､申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 15年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

  申 立 期 間  ： 昭和 35年３月 31日から同年４月１日まで 

  社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入状況について照会したとこ

ろ、Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無いと回答をもらっ

た。申立期間は、同社Ｃ支店から同社本店へ異動した時期であり同社には継

続して勤務していたので、厚生年金保険被保険者であったと認めてほしい。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

   Ｂ社の人事記録及び雇用保険の記録等から判断すると、申立人が申立期間も

Ａ社に継続して勤務し（昭和 35 年４月１日にＡ社Ｃ支店から同社本店に異

動。）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

ことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｃ支店における昭

和 35年２月の社会保険事務所の記録から１万 2,000円とすることが妥当であ

る。 

   なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、厚生年金保険被保険者資格喪失届の記載に誤りがあったとしていること

から、事業主が昭和 35年３月 31日を資格喪失日として届け、その結果、社会

保険事務所は、申立人に係る同年３月の保険料について納入の告知を行ってお

らず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき

保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立人

に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



大阪厚生年金 事案 5266 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、Ａ社における資格喪失日に係る記録を昭和 49

年７月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を４万 5,000円とすることが必

要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 31年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 48年９月１日から 49年７月１日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入状況について照会したとこ

ろ、Ａ社Ｂ事務所に勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無い旨の回

答があった。同社には、昭和 49年６月 30日まで勤務したので、申立期間も

厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社Ｂ事務所における申立人の元上司の陳述内容から判断すると、申立人は、

申立期間も同社Ｂ事務所に継続して勤務していたことが認められる。 

   また、当該上司は、「申立期間当時も申立人の職務内容及び勤務時間等に変

化は無く、申立人を厚生年金保険から脱退させる特段の事情も無かった。」と

陳述している。 

   さらに、Ａ社の事業主及び当時の経理担当者からは、「いったん、厚生年金

保険の被保険者資格を取得させた従業員を退職する前に資格を喪失させるこ

とはなく、申立期間に係る保険料も給与から控除していたと考えられる。」旨

の陳述が得られた。 

   これらを含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 48

年８月の社会保険事務所の記録から、４万 5,000円とすることが妥当である。 



   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主及び当時の経理担当者は、保険料を納付したと回答しているものの、

申立期間に行われるべき事業主による被保険者報酬月額算定基礎届及びこれ

に基づく定時決定及び事業主による申立てどおりの資格喪失届などのいずれ

の機会においても、社会保険事務所が記録の処理を誤るとは考え難いことから、

事業主が昭和 48 年９月１日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事

務所は、申立人に係る同年９月から 49 年６月までの保険料について納入の告

知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納

付されるべき保険料に充当した場合又は還付した場合を含む。）、事業主は、申

立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



大阪厚生年金 事案 5267 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認められることから、申立人のＡ社における被保険者記録のうち、申立期

間に係る資格喪失日（昭和 39 年 11 月１日）及び資格取得日（昭和 40 年３月

１日）を取り消し、申立期間の標準報酬月額を２万 8,000円とすることが必要

である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等  

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 39年 11月１日から 40年３月１日まで 

私は、昭和 36年２月から 41年 10月末まで、Ａ社に継続して勤務していた。 

社会保険事務所（当時）でＡ社における厚生年金保険の加入記録を確認した

ところ、Ｂ社Ｃ支店からＢ社Ｄ支店へ異動した時期と重なる昭和 39年 11月１

日から 40 年３月１日までの４か月が厚生年金保険の未加入期間となっている。 

昭和 39年 10月からＢ社Ｄ支店に異動し、申立期間中も継続して勤務してお

り、当然に給与から厚生年金保険料を控除されていたので厚生年金保険被保険

者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由   

申立人は、オンライン記録では、Ａ社において昭和 36 年２月１日に厚生年

金保険の資格を取得し、39年 11月１日に資格を喪失後、40年３月１日に同社

において資格を再取得しており、39 年 11 月１日から 40 年３月１日までの申

立期間の被保険者記録が無い。 

しかしながら、雇用保険の記録により、申立人が申立期間を含めＡ社に継続

して勤務していたことが認められる。 

また、当時の上司から、申立人はＡ社の社員としてＢ社Ｄ支店が開店した昭

和 39年 10月ごろにＢ社Ｃ支店から異動した旨の陳述が得られたほか、Ａ社に

係る厚生年金保険被保険者名簿によると、申立人と同時期にＢ社Ｄ支店に異動



し、同質の業務に従事していた同僚の厚生年金保険加入記録に空白期間は生じ

ていないことが確認できる。 

さらに、当時、Ａ社の社会保険事務担当者から、申立人の申立期間に係る厚

生年金保険料は引き続き給与から控除していた旨の陳述が得られた。 

これら含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間において、厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたものと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における申立期間

前後の社会保険事務所の記録から、２万 8,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人の申立期間に係る保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は納付したとしているものの、事業主から申立人に係る被保険者

資格の喪失届及び取得届が提出されていないにもかかわらず、社会保険事務所

がこれを記録することは考え難いことから、事業主は社会保険事務所の記録ど

おりの資格の喪失及び取得の届出を行い、その結果、社会保険事務所は、申立

人に係る昭和 39 年 11 月から 40 年２月までの保険料についての納入の告知を

行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付さ

れるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、

申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



大阪厚生年金 事案 5268 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社。）における資格

喪失日に係る記録を昭和 45年 10月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を

５万 2,000円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 18年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 45年９月 30日から同年 10月１日まで 

私は、昭和 41年４月１日にＣ社に入社し、関連会社への転籍はあったが、

現在のＢ社を平成 12年６月 20日に退職するまで継続して勤務した。しかし

ながら、社会保険事務所（当時）の記録では、関連会社であるＡ社からＤ社

への転籍の際に１か月の空白期間がある。厚生年金保険料も継続して控除さ

れていたので、申立期間を厚生年金保険料の被保険者期間として認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社発行の「企業年金給付額概算書」及び複数の同僚の陳述により、申立人

は、申立期間もＡ社に継続して勤務（昭和 45年 10月１日にＡ社からＤ社に転

籍。）していたことが認められる。 

また、商業登記簿及びＢ社提出の「Ｂ社の沿革」の記載内容から判断すると、

Ａ社、Ｄ社及びＣ社はそれぞれ関連会社であったことが推認される。 

さらに、Ｂ社は、「当時の資料が無く詳細は不明であるが、申立人は申立期

間後の昭和 46年 10月１日にＤ社からＣ社へ転籍となっており、転籍後のＣ社

が保管していた同年分賃金台帳によると、当該転籍時における最初の給料（昭

和 46年 10月分）から厚生年金保険料を控除していることが確認できる。保険

料控除方式は、関連会社も含めて当時は翌月控除であり、本来、最初の給与か

らは控除しない厚生年金保険料を控除していることを踏まえると、申立期間に



おいても転籍後の事業所(Ｄ社)で転籍前の 45 年９月に係る保険料を控除して

いたと考えられる。」旨を回答しているほか、複数の同僚から「申立人は申立

期間も継続して勤務していたので、保険料も同様に控除されていたはずであ

る。」旨の陳述も得られた。 

これらを含めて総合的に判断すると、申立人は申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたものと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 45

年８月の社会保険事務所の記録から、５万 2,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、Ｂ社

は、「関連会社間の転籍において、申立人の資格の取得及び喪失の手続に過誤

があった。」と回答していることから、事業主が昭和 45 年９月 30日を資格喪

失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年９月の保険

料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行った

ものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は還付した場合を含

む。）、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認

められる。 

 



大阪厚生年金 事案 5269 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社(現在は、Ｂ社。）Ｃ事業所におけ

る資格喪失日に係る記録を昭和 40 年５月１日に訂正し、申立期間の標準報酬

月額を２万 4,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名  ：  男 

    基礎年金番号  ：   

    生 年 月 日  ：  昭和 15年生 

    住    所  ：   

 

２ 申立内容の要旨 

  申 立 期 間  ：  昭和 39年６月 10日から 40年５月１日まで 

厚生年金保険の加入状況について社会保険事務所（当時）に照会したとこ

ろ、Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間について加入記録が無いとの回答

をもらった。 

Ａ社には、昭和 38年４月１日に入社し、平成 12年 12月 31日に定年退職

するまで継続して勤務した。申立期間は、同社Ｃ事業所Ｄ室Ｅ職として勤務

していた時期である。申立期間について、厚生年金保険被保険者であったこ

とを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社の在職期間証明書、人事記録、雇用保険の記録及び同僚の厚生年金保険

加入記録等から判断して、申立人が申立期間もＡ社に継続して勤務していたこ

とが確認できる。 

一方、Ａ社Ｃ事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿を見ると、申

立人は、同事業所から同事業所Ｄ室に異動した昭和 39年６月 10日に厚生年金

保険の被保険者資格を喪失しているが、同社の複数の元従業員が、Ｄ室の給与

及び社会保険に係る事務はＣ事業所で行っていたと陳述しているところ、申立

期間にＤ室に在籍していた従業員は、Ｄ室に在籍のままＥ職としてＦ県で勤務

していた申立人を除いて、４人全員がＣ事業所において被保険者であったこと

が確認できる。 



また、Ｇ健康保険組合発行の健康保険資格喪失証明書から、申立人は申立期

間も継続して、同組合において健康保険被保険者であったことが確認できる。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間も厚生年金保険被保険者

として厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｃ事業所における

昭和 39 年５月の社会保険事務所の記録から、２万 4,000 円とすることが妥当

である。 

なお、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履

行については、事業主は、厚生年金保険料を納付したか否かについては不明と

しているが、申立期間に行われるべき事業主による被保険者報酬月額算定基礎

届及びこれに基づく定時決定及び事業主による申立てどおりの資格喪失届な

どのいずれの機会においても、社会保険事務所が記録の処理を誤るとは考え難

いことから、事業主が昭和39年６月10日を資格喪失日として届け、その結果、

社会保険事務所は、申立人に係る同年６月から 40 年４月までの保険料につい

て納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、

その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を

含む。）、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 



大阪厚生年金 事案 5270 

  

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保

険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、申立

期間の標準賞与額に係る記録を 26万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 43年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 17年７月 25日 

厚生年金保険の加入状況について社会保険事務所（当時）に照会したと

ころ、平成 17 年７月 25 日に支給された賞与について記録が無いとの回答

をもらった。賞与支払いの事実が確認できるＡ社の賃金台帳を提出するの

で、賞与から保険料が控除されていたことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間に係る厚生年金保

険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準賞与額については、賃金台帳における当該賞与に係る

厚生年金保険料控除額から、26万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立期間に係る賞与の支払いを社会保険事務所に届けておらず、保険料

も納付していないとしていることから、これを履行していないと認められる。 



大阪厚生年金 事案 5271 

  

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保

険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、申立

期間の標準賞与額に係る記録を 39万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 37年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 17年７月 25日 

厚生年金保険の加入状況について社会保険事務所（当時）に照会したと

ころ、平成 17 年７月 25 日に支給された賞与について記録が無いとの回答

をもらった。賞与支払いの事実が確認できるＡ社の賃金台帳を提出するの

で、賞与から保険料が控除されていたことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間に係る厚生年金保

険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準賞与額については、賃金台帳における当該賞与に係る

厚生年金保険料控除額から、39万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立期間に係る賞与の支払いを社会保険事務所に届けておらず、保険料

も納付していないとしていることから、これを履行していないと認められる。 



大阪厚生年金 事案 5272 

  

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保

険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、申立

期間の標準賞与額に係る記録を 18万 2,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 41年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 17年７月 25日 

厚生年金保険の加入状況について社会保険事務所（当時）に照会したと

ころ、平成 17 年７月 25 日に支給された賞与について記録が無いとの回答

をもらった。賞与支払いの事実が確認できるＡ社の賃金台帳を提出するの

で、賞与から保険料が控除されていたことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間に係る厚生年金保

険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準賞与額については、賃金台帳における当該賞与に係る

厚生年金保険料控除額から、18万 2,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立期間に係る賞与の支払いを社会保険事務所に届けておらず、保険料

も納付していないとしていることから、これを履行していないと認められる。 



大阪厚生年金 事案 5273 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を

平成 18年９月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 41万円とすることが

必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 53年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  平成 18年８月 31日から同年９月１日まで 

私は、Ａ社に平成 18年８月 31日まで勤務していたので、資格喪失日が翌

９月１日になるはずだが、社会保険庁（当時）の記録では、厚生年金保険の

資格喪失日が同年８月 31 日になっており納得がいかない。申立期間を厚生

年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が、申立期間においてＡ社に継続して勤務していたことは、同社発行

の退職証明書により確認できる。 

また、申立人から提出されたＡ社から振り込まれた給与額が記録されている

銀行通帳の写しを見ると、厚生年金保険の資格取得月である平成 18 年３月分

及び同年４月分の給与振込額は同額となっていることから、保険料は当月控除

であったと推定でき、同年７月分及び同年８月分の給与振込額も同額となって

いることから、同年８月分の給与からも同年７月と同額の保険料が控除されて

いたと考えられる。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人は、申立期間において、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたものと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における平成 18 年

７月の社会保険事務所（当時）の記録から 41万円とすることが妥当である。 



なお、事業主が申立期間に係る保険料を納付する義務を履行したか否かにつ

いては、事業主は不明としているが、事業主が資格喪失日を平成 18 年９月１

日と届け出たにもかかわらず、社会保険事務所がこれを同年８月 31 日と誤っ

て記録することは考え難いことから、事業主が同日を資格喪失届として届け、

その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年８月の保険料について納入の

告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に

納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事

業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



大阪厚生年金 事案 5274 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたと認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社。）Ｃ支店におけ

る資格取得日に係る記録を昭和 44年 11 月 26日に訂正し、申立期間の標準報

酬月額を９万 2,000円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名  ：  男 

    基礎年金番号  ：   

    生 年 月 日  ：  昭和 15年生 

    住    所  ：   

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  昭和 44年 11月 26日から同年 12月４日まで 

    私は、昭和 33年３月 18日にＡ社に入社し、平成６年 12月 31日に退職す

るまで継続して同社に勤務していた。しかし、社会保険庁（当時）の記録で

は、申立期間について厚生年金保険の加入記録が無く、納得がいかない。昭

和 44年 11月 26日付けで同社Ｄ支店から同社Ｃ支店に転勤した際の処理ミ

スと思われるので、申立期間を被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の記録及びＢ社から提出された在職証明書から判断すると、申立人

がＡ社に継続して勤務し（昭和 44年 11 月 26日にＡ社Ｄ支店から同社Ｃ支店

に異動。）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｃ支店における昭

和 44年 12月の社会保険事務所（当時）の記録から９万 2,000円とすることが

妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は不明としており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情は無いこと

から、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に対し



て行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いこ

とから、行ったとは認められない。 



大阪厚生年金 事案 5275  

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められるこ

とから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名  ：  女  

基礎年金番号  ：   

生 年 月 日  ：  昭和 16年生 

住        所  ：   

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ：  昭和 35年７月１日から 37年 10月 21日まで 

     平成 21年３月 11日に「ねんきん特別便」を持参し社会保険事務所（当時）

に出向いたところ、昭和 32 年当時２か月ほど勤めていた厚生年金保険加入

記録漏れが見つかり記録の統合をしてもらった。その後に勤務したＡ社の厚

生年金保険加入期間については脱退手当金支給済みとの回答を受けたが、私

自身、脱退手当金を受給した記憶は無い。 

    当時、脱退手当金という給付制度そのものを知らなかった。 

もし、脱退手当金を受給したのであれば、前職の分も一緒に請求してい

るはずだと思うのに、このように記録されていることが信じられないので、

調査してほしい。 

     

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間の脱退手当金は、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格の喪失

日から約７か月半後の昭和 38 年６月６日に支給されたこととなっているほか、

Ａ社の厚生年金保険被保険者名簿に記載されている女性被保険者のうち、脱退

手当金を受給している者は８名中１名（申立人を除く）と少なく、事業主が申

立人の委任を受けて代理請求したとは考え難い。 

また、脱退手当金を支給する場合、本来、過去のすべての厚生年金保険被保

険者期間をその計算の基礎とするものであるが、申立期間より前の被保険者期

間についてはその計算の基礎とされておらず、未請求となっている。しかしな

がら、２回の被保険者期間のうち、最初の被保険者期間を失念するとは考え難

い。 

さらに、申立人の厚生年金保険被保険者名簿及び厚生年金保険被保険者台帳



記号番号払出簿の氏名は変更処理がなされておらず旧姓のままであり、申立期

間の脱退手当金は昭和 38 年６月６日に支給決定されたことを踏まえると、申

立期間の脱退手当金は旧姓で請求されたものと考えられるが、申立人は 37 年

10 月＊日に婚姻し改姓していることから、申立人が脱退手当金を請求したと

は考え難い。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給したとは認められない。 



大阪厚生年金 事案 5276 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を

昭和 58年８月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 18万円とすることが

必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 30年生 

    住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 58年７月 31日から同年８月１日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入状況について照会したとこ

ろ、Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無いとの回答を受け

た。昭和 58年７月 31日は日曜日であり出社しなかったが、同日付けで同社

を退職しており、同年７月の厚生年金保険料が控除されたことが記載されて

いる給与明細書を所持しているので、申立期間について、厚生年金保険被保

険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社での申立人の元上司は、「申立人は、月末付けで退職したと思う。」と陳

述しており、また、申立期間当時の同社の社会保険事務担当者は、「申立期間

当時は、月末付け又は給与締日の 20日付けで退職する者が多かった。」と陳述

しているところ、同社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿を見ると、昭

和 50年以降に資格を喪失している 74人の元従業員のうち、月初めに資格を喪

失している者は 14人、21日に資格を喪失している者は 22人であるのに対し、

月末に資格を喪失している者は申立人を含め２人である。 

さらに、申立人が所持する昭和 58 年７月の給与明細書及び同年の源泉徴収

票により、給与から同年７月の厚生年金保険料が控除されていることが認めら

れ、また、事業主は、厚生年金保険料を当月控除していたとしている。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間もＡ社で勤務し、厚生年



金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、昭和 58 年７月の給与明細書の

保険料控除額及び申立人のＡ社における同年６月の社会保険事務所の記録か

ら、18万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立人に係る厚生年金保険被保険者資格の喪失日を社会保険事務所の記

録どおりの昭和 58年７月 31日として届け出たとしていることから、事業主が

同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同

年７月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の

告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険

料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 



大阪厚生年金 事案 5277  

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社。）Ｃ事業所にお

ける資格喪失日に係る記録を昭和 46年 11月１日に訂正し、申立期間の標準報

酬月額を 10万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 46年 10月 18日から同年 11月１日まで 

厚生年金保険の加入状況について社会保険事務所（当時）に照会したと

ころ、Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無いとの回答をも

らった。申立期間は、同社Ｃ事業所から同社Ｄ部門に異動した時期であり、

継続して勤務していたのは間違いないので、申立期間について、厚生年金保

険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３  委員会の判断の理由 

Ｂ社の人事記録、同社人事管理担当者の陳述及び雇用保険の記録から、申

立人が申立期間もＡ社に継続して勤務し（昭和 46 年 11 月１日にＡ社Ｃ事業

所から同社Ｄ部門に異動。）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたことが認められる。 

 また、申立期間の標準報酬月額については、昭和 46 年 10 月の給与明細書

の保険料控除額及び申立人のＡ社Ｃ事業所における同年９月の社会保険事務

所の記録から、10万円とすることが妥当である。 

 なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、厚生年金保険被保険者資格喪失届の記載に誤りがあったとしている

ことから、事業主が昭和 46年 10月 18日を資格喪失日として届け、その結果、

社会保険事務所は、申立人に係る同年 10月の保険料について納入の告知を行

っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付さ



れるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主

は、申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



大阪厚生年金 事案 5278 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を

平成 19年２月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 20万円とすることが

必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 56年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 19年１月 31日から同年２月１日まで 

   厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所（当時）に照会したところ、Ａ

社に勤務した期間のうち、申立期間について加入記録が無い旨の回答を受け

た。同社には平成 19年１月 31日まで勤務しており、当該期間の保険料控除

が確認できる給与明細書を提出するので、厚生年金保険被保険者であったこ

とを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の所持する給与支給明細書及び雇用保険の記録から、申立人がＡ社に

平成 19年１月 31日まで勤務し、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、平成 19 年１月の給与支給明細

書及び申立人のＡ社における 18 年 12 月のオンライン記録から、20 万円とす

ることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主の所在が不明であり、保険料を納付したか否かについては確認できないが、

事業主が申立人の資格喪失日を平成 19 年２月１日と届け出たにもかかわらず、

社会保険事務所がこれを同年１月 31 日と誤って記録することは考え難いこと

から、事業主が同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、

申立人に係る同年１月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険

事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当し

た場合又は還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。 



大阪厚生年金 事案 5279 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、Ａ社において厚生年金保険被保険者であった

と認められることから、申立期間に係る資格喪失日（昭和 51 年１月７日）及

び資格取得日（昭和 51年４月１日）を取り消すことが必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、13 万 4,000 円とすることが妥

当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 51年１月７日から同年４月１日まで  

    社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入状況について照会したとこ

ろ、Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無い旨の回答を受け

た。同社には、昭和50年４月から52年１月まで継続して勤務していたので、

申立期間について、厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の記録から、申立人が申立期間においてもＡ社に継続して勤務して

いたことが認められる。 

また、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿を見ると、申立人の資

格喪失日は昭和 51 年１月７日と記録されているにもかかわらず、標準報酬月

額の変遷欄には、資格喪失後の同年４月の標準報酬月額の随時改定が行われた

記録が有る。 

さらに、オンライン記録には、申立人が昭和 51 年４月１日にＡ社において

被保険者資格を再取得した記録が有るが、前述の被保険者名簿では、申立人が

資格を再取得した記録は確認できない。 

加えて、社会保険事務所では、これらの記録の齟齬
そ ご

について、「あり得ない

不自然な処理である。」としている。 

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所において、申立人が、昭和

51 年１月７日に厚生年金保険被保険者の資格を喪失し、同年４月１日に資格

を取得した旨の処理を行う合理的理由は見当たらず、当該資格の喪失及び取得



の処理に係る記録は有効であるとは認められないことから、申立人の申立期間

に係る資格喪失日（昭和 51年１月７日）及び資格取得日（昭和 51年４月１日）

を取り消すことが必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 50

年 12月の社会保険事務所の記録から、13万 4,000円とすることが妥当である。 



大阪厚生年金 事案 5280 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者資格喪失日は、平成５年１月７

日であると認められることから、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格の

喪失日に係る記録を同日に訂正することが必要である。 

   なお、申立期間のうち、平成４年５月から同年 12 月までの標準報酬月額に

ついては、同年５月及び同年６月は 15 万円、同年７月から同年 12 月までは

20万円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 47年生 

    住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： ① 平成４年５月１日から５年１月７日まで 

 ② 平成５年１月７日から９年１月１日まで 

    厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所（当時）に照会したところ、Ａ

社に勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無い旨の回答を受けた。同

社には、平成４年４月から８年 12 月まで継続して勤務したので、申立期間

について、厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①については、申立人提出の給与支払明細書及び雇用保険の記録か

ら、申立人がＡ社に勤務し、申立期間①に係る厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたことが確認できる。 

一方、オンライン記録をみると、申立人は、平成５年１月７日付けで４年４

月 30 日までさかのぼって厚生年金保険被保険者資格を喪失しており、これに

併せて、同年 10 月の定時決定も同日付けで取り消されていることが確認でき

る。 

また、オンライン記録では、Ａ社は、平成４年４月 30 日に厚生年金保険の

適用事業所では無くなった旨の処理がされているが、同日に厚生年金保険の被

保険者資格を喪失している申立人以外の４人の従業員も、５年１月７日付けで

被保険者資格を喪失した旨の記録を４年４月 30 日に 遡
さかのぼ

って訂正されている

ことが確認できる。しかし、当該訂正処理前の記録から、少なくとも訂正処理



日（平成５年１月７日）までは、同社は適用事業所としての要件を満たしてい

たと認められることから、当該適用事業所ではなくなったとする処理を行う合

理的な理由は見当たらない。 

   これらを総合的に判断すると、申立人について、平成４年４月 30 日に資格

を喪失した旨の処理を行う合理的理由は無く、当該資格喪失処理に係る記録は

有効なものとは認められないことから、申立人の資格喪失日は、それまで勤務

の実態があったと認められる訂正処理日の５年１月７日であると認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、給与支払明細書の厚生年金保険

料控除額から、平成４年５月及び同年６月は 15 万円、同年７月から同年 12

月までは 20万円とすることが妥当である。 

   申立期間②については、申立人は、申立期間①から継続してＡ社に勤務し、

厚生年金保険に加入していたと申し立てている。 

   しかし、オンライン記録では、Ａ社は、申立人の資格の喪失が処理された平

成５年１月７日から 遡
さかのぼ

って４年４月 30 日に厚生年金保険の適用事業所では

なくなっていることから、当該資格喪失処理日以降の申立期間は適用事業所で

はない。 

   また、Ａ社の事業主は、申立人と同一日に資格を喪失しており、申立期間に

申立人と一緒に勤務したとしている同僚は、申立期間に国民年金に加入してい

ることから、申立期間について、申立人だけが厚生年金保険に加入していたと

するのは不自然である。 

   さらに、Ａ社の事業主は、申立期間当時の資料を保管しておらず、申立期間

における申立人の保険料控除は確認できない。 

   このほか、申立人の申立期間に係る保険料控除を確認できる関連資料及び周

辺事情は無い。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として申立期間②に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 5281 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額については、申立期間のうち、平成８

年 11月から９年６月までの期間及び同年 12月から 10年７月までの期間は 24

万円、11 年５月から 12 年２月までの期間は 26 万円に訂正することが必要で

ある。 

なお、事業主が平成８年 11 月から９年６月までの期間及び同年 12 月から

10 年７月までの期間に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険

料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

また、事業主は、平成 11年５月から 12年２月までの期間に係る上記訂正後

の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 42年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成８年 11月１日から９年７月 31日まで 

                          ② 平成９年 12月 11日から 11年４月 26日まで 

             ③ 平成 11年５月１日から 12年３月 11日まで 

私は、申立期間①のＡ社、申立期間②のＢ社及び申立期間③のＣ社の３社

では、ずっと同じＤ業務に従事していた。給与明細書の支給額合計と社会保

険事務所（当時）の標準報酬月額が相違しているので、正しい標準報酬月額

に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき標準報

酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるの

は、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の報酬月額の

それぞれに基づく標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月

額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 



したがって、申立人の申立期間に係る標準報酬月額については、申立人から

提出のあった給与明細書において確認できる保険料控除額から、申立期間のう

ち、平成８年 11月から９年６月までの期間及び同年 12月から 10 年７月まで

の期間は 24万円、11年５月から 12年２月までの期間は 26万円とすることが

妥当である。 

一方、申立期間②のうち、平成 10年８月から 11年３月までについては、申

立人から提出のあった当該期間に係る給与明細書上の保険料控除額から算定

される標準報酬月額は、社会保険事務所の申立人に係る標準報酬月額と一致又

は低いことが確認でき、当該期間について、申立人が主張する標準報酬月額に

基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認める

ことはできない。 

なお、申立期間のうち、平成８年 11月から９年６月までの期間及び同年 12

月から 10 年７月までの期間の申立人に係る保険料の事業主による納付義務の

履行については、当該期間当時の事業主とは連絡が取れないため不明であり、

このほかに確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと

判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの標準報酬月額に係る届出を社会保険事務所に対して行った

か否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、

行ったとは認められない。 

なお、申立期間のうち、平成 11年５月から 12年２月までの申立人に係る保

険料の事業主による納付義務の履行については、当該期間当時の事業主とは連

絡が取れないため不明であるものの、給与明細書において確認できる保険料控

除額に見合う標準報酬月額と社会保険事務所で記録されている標準報酬月額

が当該期間の全期間にわたり一致していないことから、事業主は、給与明細書

で確認できる保険料控除額に見合う報酬月額を届け出ておらず、その結果、社

会保険事務所は、当該報酬月額に見合う保険料について納入の告知を行ってお

らず、事業主は、当該保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

を除く。）を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



大阪厚生年金 事案 5282 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、平成９年７月 31日から同年 12月 11 日までの

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められるこ

とから、申立人のＡ社における資格の喪失日に係る記録を同年 12月 11日に訂

正し、同年７月から同年 11月までの標準報酬月額を 24万円とすることが必要

である。 

なお、事業主は、申立人に係る平成９年７月から同年 11 月までの厚生年金

保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

また、申立人は、申立期間のうち、平成 11年４月 26日から同年５月１日ま

での厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められ

ることから、申立人のＣ社における資格の取得日に係る記録を同年４月 26 日

に訂正し、同年４月の標準報酬月額を 26万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る平成 11 年４月の厚生年金保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 42年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成９年７月 31日から同年 12月 11日まで 

                          ② 平成 11年４月 26日から同年５月１日まで 

私は、平成８年 11 月１日にＡ社に入社してから、社名がＢ社、Ｃ社と変

わってはいるが、12年３月 11日に退職するまで途切れることなく勤務して

いたことは間違いない。申立期間①及び②について、給料から厚生年金保険

料も控除されているのに、厚生年金保険の被保険者期間とされていないのは

納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立人及び同僚から提出のあった給与明細書から判断

すると、申立人は当該期間においてＡ社に継続して勤務し、平成９年７月から

同年 11 月までの厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められる。 

一方、オンライン記録では、Ａ社は、平成９年９月 30 日に厚生年金保険の



適用事業所ではなくなっているものの、申立人及び同僚は、「従業員は、ずっ

と 20 人ぐらいいた。」と陳述している上、商業登記簿によると、同社は、10

年８月 18 日Ｂ社に合併し解散となるまでは、法人登記をしていることから、

申立期間①において、当時の厚生年金保険法に定める適用事業所としての要件

を備えていたものと認められる。 

また、申立期間①の標準報酬月額については、申立人から提出のあった給与

明細書において確認できる保険料控除額から、24 万円とすることが妥当であ

る。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、Ａ社は適用事業所に該当しなくなっており、事業主への確認もできず不

明であるものの、申立期間に行われるべき事業主による被保険者報酬月額算定

基礎届及びこれに基づく定時決定及び事業主による申立人どおりの資格喪失

届などのいずれの機会においても、社会保険事務所（当時）が記録の処理を誤

るとは考え難い上、申立期間①のうち、平成９年９月 30 日から同年 12 月 11

日までにおいて適用事業所でありながら、事業主は、社会保険事務所に適用の

届出を行っていなかったものと認められることから、その結果、社会保険事務

所は、申立人に係る同年７月から同年 11 月までの保険料について納入の告知

を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付

されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主

は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

申立期間②について、申立人提出の平成 11 年５月分のＣ社の給与明細書か

ら、申立人は、同社に勤務し、厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたものと認められる。 

また、申立期間②の標準報酬月額については、申立人から提出のあった給与

明細書において確認できる保険料控除額から、26 万円とすることが妥当であ

る。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、Ｃ社は適用事業所に該当しなくなっており、事業主への確認もできず不

明であるものの、オンライン記録における同社に係る資格取得日が雇用保険の

記録における資格取得日と同一日となっており、社会保険事務所及び公共職業

安定所の双方が誤って同じ資格取得日と記録したとは考え難いことから、事業

主が平成 11 年５月１日を資格取得日として届け、その結果、社会保険事務所

は、申立人に係る同年４月の保険料について納入の告知を行っておらず、事業

主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認め

られる。 



大阪厚生年金 事案 5283 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社。）Ｃ支店における資

格喪失日に係る記録を昭和 29 年５月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額

を 5,000円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

 住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ：  昭和 29年４月１日から同年５月１日まで                          

 厚生年金保険の加入状況について社会保険事務所（当時）に照会したとこ

ろ、申立期間について加入記録が無い旨の回答をもらった。私は、昭和 28

年４月 20日から平成 12年９月 30日までＢ社に継続して勤務しており、当

該期間について厚生年金保険料を控除されていたことが確認できる給与明

細書を提出するので、厚生年金保険の加入期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人提出の給与明細書、Ｂ社の在職期間証明書及び雇用保険の記録から判

断すると、申立人が申立期間において同社に継続して勤務し（昭和 29 年５月

１日にＡ社Ｃ支店からＢ社Ｄ支店に異動。）、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

 また、申立期間の標準報酬月額については、給与明細書の保険料控除額及び

申立人のＡ社Ｃ支店における昭和 29 年３月の社会保険事務所の記録から、

5,000円とすることが妥当である。 

 なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、Ｂ社

は、厚生年金保険料を納付したか否かについては不明としており、このほかに

確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざる

を得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所に対し

て行ったか否かについて、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いこと

から、行ったとは認められない。 



大阪厚生年金 事案 5284 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を

昭和 30 年９月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を１万円とすることが

必要である。 

なお、事業主が申立期間に係る保険料を納付する義務を履行したか否かにつ

いては、明らかではないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 30年５月 20日から同年９月１日まで 

    私は、昭和 28年３月 16日から平成６年６月 20日までＡ社に継続して勤

務していた。 

しかし、社会保険庁（当時）の記録では、申立期間が厚生年金保険の未加

入期間とされているので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険加入記録、事業主提出の資料及び複数の同僚の証言から判断すると、

申立人が申立期間を含めＡ社に継続して勤務し（昭和 30 年９月１日にＡ社か

ら同社Ｂ部門に異動。）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 30

年４月の社会保険事務所（当時）の記録から、１万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は不明としており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情は無いこと

から、明らかではないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所に対し

て行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いこ

とから、行ったとは認められない。 



大阪厚生年金 事案 5285 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記録を

平成 18 年７月 18 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 19 万円とすること

が必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 56年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 18年７月 18日から同年８月１日まで 

    私は、平成 18年７月 18日にＡ社に入社したが、社会保険庁（当時）の記

録では、同社での厚生年金保険被保険者資格の取得日が同年８月１日となっ

ている。 

    私が平成 18年７月 18日からＡ社に勤務し、申立期間に係る厚生年金保険

料が控除されていたことを証明する資料を提出するので、申立期間を厚生年

金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳等から、申立人は、平成 18年７月 18日から同

社に勤務し、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、事業所提出の賃金台帳から確認

できる保険料控除額及び報酬月額から、19万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、事務手続誤りにより申立人の資格取得日を平成 18 年８月１日と届け出

たとしていることから、事業主が同日を資格取得日として届け、その結果、社

会保険事務所（当時）は、申立人に係る同年７月の保険料について納入の告知

を行っておらず、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 



大阪厚生年金 事案 5286 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ事業所における資格喪失日に係

る記録を昭和 46 年８月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を４万 8,000

円とすることが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 46年７月１日から同年８月１日まで 

私は、昭和 42年４月にＡ社に入社し、平成 15年 10月まで継続して勤務

していた。 

しかし、社会保険庁（当時）の記録では、昭和 46年７月１日から同年８

月１日までが厚生年金保険の未加入期間とされているので、申立期間を厚

生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険加入記録、Ａ社作成の配属経歴書及び同僚の証言から判断すると、

申立人は、申立期間を含めてＡ社に継続して勤務し（昭和 46 年８月１日にＡ

社Ｂ事業所から同社本社に異動。）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ事業所における

昭和 46年６月の社会保険事務所（当時）の記録から４万 8,000円とすること

が妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、事業主は不明としており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情

は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所に対し

て行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いこ

とから、行ったとは認められない。 



大阪厚生年金 事案 5287 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記

録を平成 12年７月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 20万円とするこ

とが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 39年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 12年６月 30日から同年７月１日まで 

私は、平成３年３月１日にＡ社に入社し、その後、12 年７月１日付けで

同社を統合した関連会社のＢ社に転籍し、現在まで継続して同社に勤務して

いる。 

しかし、社会保険庁（当時）の記録では、平成 12 年６月が厚生年金保険

の未加入期間となっているので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間と

して認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険加入記録、事業主の証言及び申立人提出の平成 13 年度分市民税・

県民税申告書から判断すると、申立人は、申立期間を含めてＡ社及びＢ社に継

続して勤務し、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における平成 12

年５月の社会保険事務所（当時）の記録から、20 万円とすることが妥当であ

る。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、事業主は、申立人の資格喪失日を平成 12 年６月 30 日と届け出たため、

申立期間の保険料を納付していないとしていることから、事業主が同日を資格

喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年６月の保

険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行っ

たものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付し

た場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 



大阪厚生年金 事案 5288 

 

第１ 委員会の結論 

申立期間のうち、平成８年４月１日から 10年 10月１日までについて、事業

主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が主張する標

準報酬月額であったと認められることから、当該期間に係る標準報酬月額の記

録を８年４月から同年９月までは 36 万円、同年 10 月から９年９月までは 38

万円、同年 10月から 10年９月までは 36万円に訂正することが必要である。 

また、申立人の平成 10年 10月１日から 13 年８月１日までに係る標準報酬

月額については 36万円に訂正する必要がある。 

なお、事業主は、当該期間に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付す

る義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 33年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成８年４月１日から 13年８月１日まで 

    社会保険庁（当時）の記録によると、Ａ社における平成８年４月１日から

13 年８月１日までの標準報酬月額が９万 8,000 円となっており、当時の給

与支給額に比べて著しく低額となっているので、標準報酬月額を実際の給与

支給額に見合った金額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間のうち、平成８年４月１日から 10年 10月１日までについては、オ

ンライン記録によると、申立人の標準報酬月額は、当初、８年４月から同年９

月までは 36 万円、同年 10 月から９年９月までは 38 万円、同年 10 月から 10

年９月までは 36万円と記録されていたところ、同年５月 14日付けで、８年４

月に遡及
そきゅう

して９万 8,000円に減額訂正されていることが確認できる。 

また、当該遡及訂正について、事業主は、「平成 10年５月当時、会社の経営

状態が悪化したため、従業員には告げずに、８年４月にさかのぼって本来より

も低い標準報酬月額に変更する手続を行った。」旨陳述している。 

さらに、オンライン記録によると、申立人と同時に 11 人の従業員に係る標



準報酬月額が９万 8,000円に遡及訂正されていることが確認できる。 

以上の事実を総合的に判断すると、平成 10年５月 14日付けで行われた遡及

訂正処理は事実に即したものとは考え難く、申立人について、８年４月１日に

さかのぼって標準報酬月額の減額処理を行う合理的理由があったとは認めら

れないことから、当該減額処理に係る有効な記録訂正があったとは認められな

い。 

また、当該期間に係る標準報酬月額については、事業主が社会保険事務所に

当初届け出た、平成８年４月から同年９月までは 36万円、同年 10月から９年

９月までは 38万円、同年 10月から 10年９月までは 36万円と訂正することが

必要である。 

なお、当該遡及訂正処理を行った日以降の最初の定時決定（平成 10 年 10

月１日）で９万 8,000円と記録されているところ、当該処理については遡及訂

正処理との直接的な関係をうかがわせる事情が見当たらず、社会保険事務所の

処理が不合理であったとは言えない。 

申立期間のうち、平成 10年 10月１日から 13年８月１日までについては、

申立人は、標準報酬月額の相違について申し立てているが、厚生年金保険の保

険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき標準報酬月額を改定

又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が

源泉徴収していたと認められる保険料の額及び申立人の給与額のそれぞれに

基づく標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれ

か低い方の額を認定することとなる。 

したがって、当該期間の標準報酬月額については、Ａ社が保管する所得税源

泉徴収簿の保険料控除額から 36万円とすることが妥当である。 

なお、当該期間に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、厚生年金保険料は実際の給与支給額に見合った額を控除しながら、被

保険者報酬月額算定基礎届においては、本来届け出るべき額を引き下げて届け

出、その差額は会社の運転資金等に充当していたことを認めていることから、

事業主は所得税源泉徴収簿で確認できる報酬月額又は保険料控除額に見合う

報酬月額を届けておらず、その結果、社会保険事務所は、当該報酬月額に見合

う保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。



大阪厚生年金 事案 5289 

 

第１ 委員会の結論 

申立期間のうち、平成８年４月１日から 10年 10月１日までについて、事業

主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が主張する標

準報酬月額であったと認められることから、当該期間に係る標準報酬月額の記

録を８年４月から同年９月までは 36 万円、同年 10 月から９年９月までは 41

万円、同年 10月から 10年９月までは 38万円に訂正することが必要である。 

また、申立人の平成 10年 10月１日から 13 年８月１日までに係る標準報酬

月額については、10年 10月から同年 12月までは 34万円、11年１月は 30万

円、同年２月は 34万円、同年３月は 38万円、同年４月及び同年５月は 36万

円、同年６月から同年８月までは 32 万円、同年９月から 12 年９月までは 30

万円、同年 10月は 26 万円、同年 11月から 13年７月までは 30万円に訂正す

る必要がある。 

なお、事業主は、当該期間に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付す

る義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 29年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成８年４月１日から 13年８月１日まで 

    社会保険庁（当時）の記録によると、Ａ社における平成８年４月１日から

13 年８月１日までの標準報酬月額が９万 8,000 円となっており、当時の給

与支給額に比べて著しく低額となっているので、標準報酬月額を実際の給与

支給額に見合った金額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間のうち、平成８年４月１日から 10年 10月１日までについては、オ

ンライン記録によると、申立人の標準報酬月額は、当初、８年４月から同年９

月までは 36 万円、同年 10 月から９年９月までは 41 万円、同年 10 月から 10

年９月までは 38万円と記録されていたところ、同年５月 14日付けで、８年４

月に遡及
そきゅう

して９万 8,000円に減額訂正されていることが確認できる。 

また、当該遡及訂正について、事業主は、「平成 10年５月当時、会社の経営



状態が悪化したため、従業員には告げずに、８年４月にさかのぼって本来より

も低い標準報酬月額に変更する手続を行った。」旨陳述している。 

さらに、オンライン記録によると、申立人と同時に 11 人の従業員に係る標

準報酬月額が９万 8,000円に遡及訂正されていることが確認できる。 

以上の事実を総合的に判断すると、平成 10年５月 14日付けで行われた遡及

訂正処理は事実に即したものとは考え難く、申立人について、８年４月１日に

さかのぼって標準報酬月額の減額処理を行う合理的理由があったとは認めら

れないことから、当該減額処理に係る有効な記録訂正があったとは認められな

い。 

また、当該期間に係る標準報酬月額については、事業主が社会保険事務所に

当初届け出た、平成８年４月から同年９月までは 36万円、同年 10月から９年

９月までは 41万円、同年 10月から 10年９月までは 38万円と訂正することが

必要である。 

なお、当該遡及訂正処理を行った日以降の最初の定時決定（平成 10 年 10

月１日）で９万 8,000円と記録されているところ、当該処理については遡及訂

正処理との直接的な関係をうかがわせる事情が見当たらず、社会保険事務所の

処理が不合理であったとは言えない。 

申立期間のうち、平成 10年 10月１日から 13年８月１日までについては、

申立人は、標準報酬月額の相違について申し立てているが、厚生年金保険の保

険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき標準報酬月額を改定

又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が

源泉徴収していたと認められる保険料の額及び申立人の給与額のそれぞれに

基づく標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれ

か低い方の額を認定することとなる。 

したがって、当該期間の標準報酬月額については、Ａ社が保管する所得税源

泉徴収簿の保険料控除額から、10 年 10 月から同年 12 月までは 34 万円、11

年１月は 30万円、同年２月は 34万円、同年３月は 38万円、同年４月及び同

年５月は 36万円、同年６月から同年８月までは 32万円、同年９月から 12年

９月までは 30万円、同年 10月は 26万円、同年 11月から 13年７月までは 30

万円とすることが妥当である。 

なお、当該期間に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、厚生年金保険料は実際の給与支給額に見合った額を控除しながら、被

保険者報酬月額算定基礎届においては、本来届け出るべき額を引き下げて届け

出、その差額は会社の運転資金等に充当していたことを認めていることから、

事業主は所得税源泉徴収簿で確認できる報酬月額又は保険料控除額に見合う

報酬月額を届けておらず、その結果、社会保険事務所は、当該報酬月額に見合

う保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。 



大阪厚生年金 事案 5290 

 

第１ 委員会の結論 

申立期間のうち、平成８年４月１日から 10年 10月１日までについて、事業

主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が主張する標

準報酬月額であったと認められることから、当該期間に係る標準報酬月額の記

録を８年４月から９年９月までは 41万円、同年 10月は 50万円、同年 11月か

ら 10年９月までは 38万円に訂正することが必要である。 

また、申立人の平成 10年 10月１日から 13 年８月１日までに係る標準報酬

月額については、10年 10月から同年 12月までは 34万円、11年１月は 36万

円、同年２月は 34万円、同年３月は 38万円、同年４月及び同年５月は 32万

円、同年６月は 34万円、同年７月は 32万円、同年８月は 30万円、同年９月

は 38万円、同年 10月から 13年７月までは 30万円に訂正する必要がある。 

なお、事業主は、当該期間に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付す

る義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成８年４月１日から 13年８月１日まで 

    社会保険庁（当時）の記録によると、Ａ社における平成８年４月１日から

13 年８月１日までの標準報酬月額が９万 8,000 円となっており、当時の給

与支給額に比べて著しく低額となっているので、標準報酬月額を実際の給与

支給額に見合った金額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間のうち、平成８年４月１日から 10年 10月１日までについては、オ

ンライン記録によると、申立人の標準報酬月額は、当初、８年４月から９年９

月までは 41 万円、同年 10 月は 50 万円、同年 11 月から 10 年９月までは 38

万円と記録されていたところ、同年５月 15 日付けで、８年４月に遡及
そきゅう

して９

万 8,000円に減額訂正されていることが確認できる。 

また、当該遡及訂正について、事業主は、「平成 10年５月当時、会社の経営



状態が悪化したため、従業員には告げずに、８年４月にさかのぼって本来より

も低い標準報酬月額に変更する手続を行った。」旨陳述している。 

さらに、オンライン記録によると、申立人と同時に 11 人の従業員に係る標

準報酬月額が９万 8,000円に遡及訂正されていることが確認できる。 

以上の事実を総合的に判断すると、平成 10年５月 15日付けで行われた遡及

訂正処理は事実に即したものとは考え難く、申立人について、８年４月１日に

さかのぼって標準報酬月額の減額処理を行う合理的理由があったとは認めら

れないことから、当該減額処理に係る有効な記録訂正があったとは認められな

い。 

また、当該期間に係る標準報酬月額については、事業主が社会保険事務所に

当初届け出た、平成８年４月から９年９月までは 41万円、同年 10 月は 50万

円、同年 11月から 10年９月までは 38万円と訂正することが必要である。 

なお、当該遡及訂正処理を行った日以降の最初の定時決定（平成 10 年 10

月１日）で９万 8,000円と記録されているところ、当該処理については遡及訂

正処理との直接的な関係をうかがわせる事情が見当たらず、社会保険事務所の

処理が不合理であったとは言えない。 

申立期間のうち、平成 10年 10月１日から 13年８月１日までについては、

申立人は、標準報酬月額の相違について申し立てているが、厚生年金保険の保

険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき標準報酬月額を改定

又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が

源泉徴収していたと認められる保険料の額及び申立人の給与額のそれぞれに

基づく標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれ

か低い方の額を認定することとなる。 

したがって、当該期間の標準報酬月額については、Ａ社が保管する所得税源

泉徴収簿の保険料控除額から、平成 10年 10 月から同年 12月までは 34万円、

11年１月は 36万円、同年２月は 34万円、同年３月は 38万円、同年４月及び

同年５月は 32万円、同年６月は 34万円、同年７月は 32万円、同年８月は 30

万円、同年９月は 38万円、同年 10月から 13年７月までは 30万円とすること

が妥当である。 

なお、当該期間に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、厚生年金保険料は実際の給与支給額に見合った額を控除しながら、被

保険者報酬月額算定基礎届においては、本来届け出るべき額を引き下げて届け

出、その差額は会社の運転資金等に充当していたことを認めていることから、

事業主は所得税源泉徴収簿で確認できる報酬月額又は保険料控除額に見合う

報酬月額を届けておらず、その結果、社会保険事務所は、当該報酬月額に見合

う保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。 



大阪厚生年金 事案 5291 

 

第１ 委員会の結論 

申立期間のうち、平成８年４月１日から 10年 10月１日までについて、事業

主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が主張する標

準報酬月額であったと認められることから、当該期間に係る標準報酬月額の記

録を８年４月から同年９月までは 30 万円、同年 10 月から９年９月までは 32

万円、同年 10月から 10年９月までは 30万円に訂正することが必要である。 

また、申立人の平成 10年 10月１日から 13 年６月１日までに係る標準報酬

月額については、10年 10月から同年 12月までは 28万円、11年１月は 24万

円、同年２月は 28万円、同年３月は 30万円、同年４月は 28万円、同年５月

及び同年６月は 26万円、同年７月は 30万円、同年８月は 28万円、同年９月

から同年 12 月までは 30 万円、12 年１月は 26 万円、同年２月は 28 万円、同

年３月及び同年４月は 30万円、同年５月は 28万円、同年６月は 30万円、同

年７月は 26万円、同年８月から 12年 12月までは 30万円、13年１月は 28万

円、同年２月から 13年５月までは 30万円に訂正する必要がある。 

なお、事業主は、当該期間に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付す

る義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成８年４月１日から 13年６月１日まで 

    社会保険庁（当時）の記録によると、Ａ社における平成８年４月１日から

13 年６月１日までの標準報酬月額が９万 8,000 円となっており、当時の給

与支給額に比べて著しく低額となっているので、標準報酬月額を実際の給与

支給額に見合った金額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間のうち、平成８年４月１日から 10年 10月１日までについては、オ

ンライン記録によると、申立人の標準報酬月額は、当初、８年４月から同年９

月までは 30 万円、同年 10 月から９年９月までは 32 万円、同年 10 月から 10



年９月までは 30万円と記録されていたところ、同年５月 14日付けで、８年４

月に遡及
そきゅう

して９万 8,000円に減額訂正されていることが確認できる。 

また、当該遡及訂正について、事業主は、「平成 10年５月当時、会社の経営

状態が悪化したため、従業員には告げずに、８年４月にさかのぼって本来より

も低い標準報酬月額に変更する手続を行った。」旨陳述している。 

さらに、オンライン記録によると、申立人と同時に 11 人の従業員に係る標

準報酬月額が９万 8,000円に遡及訂正されていることが確認できる。 

以上の事実を総合的に判断すると、平成 10年５月 14日付けで行われた遡及

訂正処理は事実に即したものとは考え難く、申立人について、８年４月１日に

さかのぼって標準報酬月額の減額処理を行う合理的理由があったとは認めら

れないことから、当該減額処理に係る有効な記録訂正があったとは認められな

い。 

また、当該期間に係る標準報酬月額については、事業主が社会保険事務所に

当初届け出た、平成８年４月から同年９月までは 30万円、同年 10月から９年

９月までは 32万円、同年 10月から 10年９月までは 30万円と訂正することが

必要である。 

なお、当該遡及訂正処理を行った日以降の最初の定時決定（平成 10 年 10

月１日）で９万 8,000円と記録されているところ、当該処理については遡及訂

正処理との直接的な関係をうかがわせる事情が見当たらず、社会保険事務所の

処理が不合理であったとは言えない。 

申立期間のうち平成 10年 10月１日から 13 年６月１日までについては、申

立人は、標準報酬月額の相違について申し立てているが、厚生年金保険の保険

給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき標準報酬月額を改定又

は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源

泉徴収していたと認められる保険料の額及び申立人の給与額のそれぞれに基

づく標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか

低い方の額を認定することとなる。 

したがって、当該期間の標準報酬月額については、Ａ社が保管する所得税源

泉徴収簿の保険料控除額から、平成 10年 10 月から同年 12月までは 28万円、

11年１月は 24万円、同年２月は 28万円、同年３月は 30万円、同年４月は 28

万円、同年５月及び同年６月は 26 万円、同年７月は 30 万円、同年８月は 28

万円、同年９月から同年 12月までは 30万円、12年１月は 26万円、同年２月

は 28万円、同年３月及び同年４月は 30万円、同年５月は 28万円、同年６月

は 30万円、同年７月は 26万円、同年８月から 12年 12月までは 30万円、13

年１月は 28万円、同年２月から 13年５月までは 30万円とすることが妥当で

ある。 

なお、当該期間に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、厚生年金保険料は実際の給与支給額に見合った額を控除しながら、被



保険者報酬月額算定基礎届においては、本来届け出るべき額を引き下げて届け

出、その差額は会社の運転資金等に充当していたことを認めていることから、

事業主は所得税源泉徴収簿で確認できる報酬月額又は保険料控除額に見合う

報酬月額を届けておらず、その結果、社会保険事務所は、当該報酬月額に見合

う保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。 



大阪厚生年金 事案 5292 

 

第１ 委員会の結論 

申立期間のうち、平成８年４月１日から 10年 10月１日までについて、事業

主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が主張する標

準報酬月額であったと認められることから、当該期間に係る標準報酬月額の記

録を８年４月から同年９月までは 41 万円、同年 10 月から９年９月までは 44

万円、同年 10月から 10年９月までは 38万円に訂正することが必要である。 

また、申立人の平成 10年 10月１日から 13 年８月１日までに係る標準報酬

月額については、平成 10 年 10 月から 11 年４月までは 38 万円、同年５月は

36万円、同年６月から 13年３月までは 38万円、同年４月は 36万円、同年５

月から同年７月までは 38万円に訂正する必要がある。 

なお、事業主は、当該期間に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付す

る義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 31年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成８年４月１日から 13年８月１日まで 

    社会保険庁（当時）の記録によると、Ａ社における平成８年４月１日から

13 年８月１日までの標準報酬月額が９万 8,000 円となっており、当時の給

与支給額に比べて著しく低額となっているので、標準報酬月額を実際の給与

支給額に見合った金額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間のうち、平成８年４月１日から 10年 10月１日までについては、オ

ンライン記録によると、申立人の標準報酬月額は、当初、８年４月から同年９

月までは 41 万円、同年 10 月から９年９月までは 44 万円、同年 10 月から 10

年９月までは 38万円と記録されていたところ、同年５月 14日付けで、８年４

月に遡及
そきゅう

して９万 8,000円に減額訂正されていることが確認できる。 

また、当該遡及訂正について、事業主は、「平成 10年５月当時、会社の経営

状態が悪化したため、従業員には告げずに、８年４月にさかのぼって本来より



も低い標準報酬月額に変更する手続を行った。」旨陳述している。 

さらに、オンライン記録によると、申立人と同時に 11 人の従業員に係る標

準報酬月額が９万 8,000円に遡及訂正されていることが確認できる。 

以上の事実を総合的に判断すると、平成 10年５月 14日付けで行われた遡及

訂正処理は事実に即したものとは考え難く、申立人について、８年４月１日に

さかのぼって標準報酬月額の減額処理を行う合理的理由があったとは認めら

れないことから、当該減額処理に係る有効な記録訂正があったとは認められな

い。 

また、当該期間に係る標準報酬月額については、事業主が社会保険事務所に

当初届け出た、平成８年４月から同年９月までは 41万円、同年 10月から９年

９月までは 44万円、同年 10月から 10年９月までは 38万円と訂正することが

必要である。 

なお、当該遡及訂正処理を行った日以降の最初の定時決定（平成 10 年 10

月１日）で９万 8,000円と記録されているところ、当該処理については遡及訂

正処理との直接的な関係をうかがわせる事情が見当たらず、社会保険事務所の

処理が不合理であったとは言えない。 

申立期間のうち、平成 10年 10月１日から 13年８月１日までについては、

申立人は、標準報酬月額の相違について申し立てているが、厚生年金保険の保

険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき標準報酬月額を改定

又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が

源泉徴収していたと認められる保険料の額及び申立人の給与額のそれぞれに

基づく標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれ

か低い方の額を認定することとなる。 

したがって、当該期間の標準報酬月額については、Ａ社が保管する所得税源

泉徴収簿の保険料控除額から、平成 10年 10 月から 11年４月までは 38万円、

同年５月は 36 万円、同年６月から 13 年３月までは 38 万円、同年４月は 36

万円、同年５月から同年７月までは 38万円とすることが妥当である。 

なお、当該期間に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、厚生年金保険料は実際の給与支給額に見合った額を控除しながら、被

保険者報酬月額算定基礎届においては、本来届け出るべき額を引き下げて届け

出、その差額は会社の運転資金等に充当していたことを認めていることから、

事業主は所得税源泉徴収簿で確認できる報酬月額又は保険料控除額に見合う

報酬月額を届けておらず、その結果、社会保険事務所は、当該報酬月額に見合

う保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。 



大阪厚生年金 事案 5293 

 

第１ 委員会の結論 

申立期間のうち、平成８年４月１日から 10年 10月１日までについて、事業

主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が主張する標

準報酬月額であったと認められることから、当該期間に係る標準報酬月額の記

録を８年４月から同年９月までは 28万円、同年 10月から 10年９月までは 34

万円に訂正することが必要である。 

また、申立人の平成 10年 10月１日から 13 年８月１日までに係る標準報酬

月額については、10 年 10 月から 11 年７月までは 34 万円、同年８月は 30 万

円、同年９月から 12 年６月までは 34万円、同年７月は 30万円、同年８月は

32万円、同年９月は 34万円、同年 10月は 28万円、同年 11月は 32万円、同

年 12月から 13年５月までは 34万円、同年６月は 20万円、同年７月は 34万

円に訂正する必要がある。 

なお、事業主は、当該期間に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付す

る義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成８年４月１日から 13年８月１日まで 

    社会保険庁（当時）の記録によると、Ａ社における平成８年４月１日から

13 年８月１日までの標準報酬月額が９万 8,000 円となっており、当時の給

与支給額に比べて著しく低額となっているので、標準報酬月額を実際の給

与支給額に見合った金額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間のうち、平成８年４月１日から 10年 10月１日までについては、オ

ンライン記録によると、申立人の標準報酬月額は、当初、８年４月から同年９

月までは 28万円、同年 10月から 10年９月までは 34万円と記録されていたと

ころ、同年５月 14 日付けで、８年４月に遡及
そきゅう

して９万 8,000 円に減額訂正さ

れていることが確認できる。 



また、当該遡及訂正について、事業主は、「平成 10年５月当時、会社の経営

状態が悪化したため、従業員には告げずに、８年４月にさかのぼって本来より

も低い標準報酬月額に変更する手続を行った。」旨陳述している。 

さらに、オンライン記録によると、申立人と同時に 11 人の従業員に係る標

準報酬月額が９万 8,000円に遡及訂正されていることが確認できる。 

以上の事実を総合的に判断すると、平成 10年５月 14日付けで行われた遡及

訂正処理は事実に即したものとは考え難く、申立人について、８年４月１日に

さかのぼって標準報酬月額の減額処理を行う合理的理由があったとは認めら

れないことから、当該減額処理に係る有効な記録訂正があったとは認められな

い。 

また、当該期間に係る標準報酬月額については、事業主が社会保険事務所に

当初届け出た、平成８年４月から同年９月までは 28 万円、同年 10 月から 10

年９月までは 34万円と訂正することが必要である。 

なお、当該遡及訂正処理を行った日以降の最初の定時決定（平成 10 年 10

月１日）で９万 8,000円と記録されているところ、当該処理については遡及訂

正処理との直接的な関係をうかがわせる事情が見当たらず、社会保険事務所の

処理が不合理であったとは言えない。 

申立期間のうち、平成 10年 10月１日から 13年８月１日までについては、

申立人は、標準報酬月額の相違について申し立てているが、厚生年金保険の保

険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき標準報酬月額を改定

又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が

源泉徴収していたと認められる保険料の額及び申立人の給与額のそれぞれに

基づく標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれ

か低い方の額を認定することとなる。 

したがって、当該期間の標準報酬月額については、Ａ社が保管する所得税源

泉徴収簿の保険料控除額から、平成 10年 10 月から 11年７月までは 34万円、

同年８月は 30 万円、同年９月から 12 年６月までは 34 万円、同年７月は 30

万円、同年８月は 32 万円、同年９月は 34 万円、同年 10 月は 28 万円、同年

11月は 32万円、同年 12月から 13年５月までは 34万円、同年６月は 20万円、

同年７月は 34万円とすることが妥当である。 

なお、当該期間に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、厚生年金保険料は実際の給与支給額に見合った額を控除しながら、被

保険者報酬月額算定基礎届においては、本来届け出るべき額を引き下げて届け

出、その差額は会社の運転資金等に充当していたことを認めていることから、

事業主は所得税源泉徴収簿で確認できる報酬月額又は保険料控除額に見合う

報酬月額を届けておらず、その結果、社会保険事務所は、当該報酬月額に見合

う保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。 



大阪厚生年金 事案 5294 

 

第１ 委員会の結論 

申立期間のうち、平成８年４月１日から 10年 10月１日までについて、事業

主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が主張する標

準報酬月額であったと認められることから、当該期間に係る標準報酬月額の記

録を８年４月から同年９月までは 36 万円、同年 10 月から９年９月までは 38

万円、同年 10月から 10年９月までは 41万円に訂正することが必要である。 

また、申立人の平成 10年 10月１日から 13 年８月１日までに係る標準報酬

月額については 34万円に訂正する必要がある。 

なお、事業主は、当該期間に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付す

る義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 35年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成８年４月１日から 13年８月１日まで 

    社会保険庁（当時）の記録によると、Ａ社における平成８年４月１日から

13 年８月１日までの標準報酬月額が９万 8,000 円となっており、当時の給

与支給額に比べて著しく低額となっているので、標準報酬月額を実際の給与

支給額に見合った金額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間のうち、平成８年４月１日から 10年 10月１日までについては、オ

ンライン記録によると、申立人の標準報酬月額は、当初、８年４月から同年９

月までは 36 万円、同年 10 月から９年９月までは 38 万円、同年 10 月から 10

年９月までは 41万円と記録されていたところ、同年５月 14日付けで、８年４

月に遡及
そきゅう

して９万 8,000円に減額訂正されていることが確認できる。 

また、当該遡及訂正について、事業主は、「平成 10年５月当時、会社の経営

状態が悪化したため、従業員には告げずに、８年４月にさかのぼって本来より

も低い標準報酬月額に変更する手続を行った。」旨陳述している。 

さらに、オンライン記録によると、申立人と同時に 11 人の従業員に係る標



準報酬月額が９万 8,000円に遡及訂正されていることが確認できる。 

以上の事実を総合的に判断すると、平成 10年５月 14日付けで行われた遡及

訂正処理は事実に即したものとは考え難く、申立人について、８年４月１日に

さかのぼって標準報酬月額の減額処理を行う合理的理由があったとは認めら

れないことから、当該減額処理に係る有効な記録訂正があったとは認められな

い。 

また、当該期間に係る標準報酬月額については、事業主が社会保険事務所に

当初届け出た、平成８年４月から同年９月までは 36万円、同年 10月から９年

９月までは 38万円、同年 10月から 10年９月までは 41万円と訂正することが

必要である。 

なお、当該遡及訂正処理を行った日以降の最初の定時決定（平成 10 年 10

月１日）で９万 8,000円と記録されているところ、当該処理については遡及訂

正処理との直接的な関係をうかがわせる事情が見当たらず、社会保険事務所の

処理が不合理であったとは言えない。 

申立期間のうち、平成 10年 10月１日から 13年８月１日までについては、

申立人は、標準報酬月額の相違について申し立てているが、厚生年金保険の保

険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき標準報酬月額を改定

又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が

源泉徴収していたと認められる保険料の額及び申立人の給与額のそれぞれに

基づく標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれ

か低い方の額を認定することとなる。 

したがって、当該期間の標準報酬月額については、Ａ社が保管する所得税源

泉徴収簿の保険料控除額から、34万円とすることが妥当である。 

なお、当該期間に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、厚生年金保険料は実際の給与支給額に見合った額を控除しながら、被

保険者報酬月額算定基礎届においては、本来届け出るべき額を引き下げて届け

出、その差額は会社の運転資金等に充当していたことを認めていることから、

事業主は所得税源泉徴収簿で確認できる報酬月額又は保険料控除額に見合う

報酬月額を届けておらず、その結果、社会保険事務所は、当該報酬月額に見合

う保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。 



大阪厚生年金 事案 5295 

 

第１ 委員会の結論 

申立期間のうち、平成８年４月１日から 10年 10月１日までについて、事業

主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が主張する標

準報酬月額であったと認められることから、当該期間に係る標準報酬月額の記

録を 41万円に訂正することが必要である。 

また、申立人の平成 10年 10月１日から 13 年８月１日までに係る標準報酬

月額については、10 年 10 月から 11 年１月までは 41 万円、同年２月は 38 万

円、同年３月及び同年４月は 41万円、同年５月は 38万円、同年６月及び同年

７月は 41 万円、同年８月は 34 万円、同年９月は 38 万円、同年 10 月から 13

年３月までは 41万円、同年４月から同年７月までは 38万円に訂正する必要が

ある。 

なお、事業主は、当該期間に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付す

る義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 41年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成８年４月１日から 13年８月１日まで 

    社会保険庁（当時）の記録によると、Ａ社における平成８年４月１日から

13 年８月１日までの標準報酬月額が９万 8,000 円となっており、当時の給

与支給額に比べて著しく低額となっているので、標準報酬月額を実際の給与

支給額に見合った金額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間のうち、平成８年４月１日から 10年 10月１日までの期間について

は、オンライン記録によると、申立人の標準報酬月額は、当初、８年４月から

10 年９月までは 41 万円と記録されていたところ、同年５月 14 日付けで、８

年４月に遡及
そきゅう

して９万 8,000円に減額訂正されていることが確認できる。 

また、当該遡及訂正について、事業主は、「平成 10年５月当時、会社の経営

状態が悪化したため、従業員には告げずに、８年４月にさかのぼって本来より



も低い標準報酬月額に変更する手続を行った。」旨陳述している。 

さらに、オンライン記録によると、申立人と同時に 11 人の従業員に係る標

準報酬月額が９万 8,000円に遡及訂正されていることが確認できる。 

以上の事実を総合的に判断すると、平成 10年５月 14日付けで行われた遡及

訂正処理は事実に即したものとは考え難く、申立人について、８年４月１日に

さかのぼって標準報酬月額の減額処理を行う合理的理由があったとは認めら

れないことから、当該減額処理に係る有効な記録訂正があったとは認められな

い。 

また、当該期間に係る標準報酬月額については、事業主が社会保険事務所に

当初届け出た、41万円と訂正することが必要である。 

なお、当該遡及訂正処理を行った日以降の最初の定時決定（平成 10 年 10

月１日）で９万 8,000円と記録されているところ、当該処理については遡及訂

正処理との直接的な関係をうかがわせる事情が見当たらず、社会保険事務所の

処理が不合理であったとは言えない。 

申立期間のうち、平成 10年 10月１日から 13年８月１日までについては、

申立人は、標準報酬月額の相違について申し立てているが、厚生年金保険の保

険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき標準報酬月額を改定

又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が

源泉徴収していたと認められる保険料の額及び申立人の給与額のそれぞれに

基づく標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれ

か低い方の額を認定することとなる。 

したがって、当該期間の標準報酬月額については、Ａ社が保管する所得税源

泉徴収簿の保険料控除額から、平成 10年 10 月から 11年１月までは 41万円、

同年２月は 38万円、同年３月及び同年４月は 41万円、同年５月は 38万円、

同年６月及び同年７月は 41万円、同年８月は 34万円、同年９月は 38万円、

同年 10月から 13年３月までは 41万円、同年４月から同年７月までは 38万円

とすることが妥当である。 

なお、当該期間に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、厚生年金保険料は実際の給与支給額に見合った額を控除しながら、被

保険者報酬月額算定基礎届においては、本来届け出るべき額を引き下げて届け

出、その差額は会社の運転資金等に充当していたことを認めていることから、

事業主は所得税源泉徴収簿で確認できる報酬月額又は保険料控除額に見合う

報酬月額を届けておらず、その結果、社会保険事務所は、当該報酬月額に見合

う保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。



大阪厚生年金 事案 5296 

 

第１ 委員会の結論 

申立期間のうち、平成８年６月６日から 10年 10月１日までについて、事業

主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が主張する標

準報酬月額であったと認められることから、当該期間に係る標準報酬月額の記

録を８年６月から同年９月までは 26 万円、同年 10 月から９年９月までは 24

万円、同年 10月から 10年９月までは 34万円に訂正することが必要である。 

また、申立人の平成 10年 10月１日から 13 年８月１日までに係る標準報酬

月額については、10 年 10 月から 11 年７月までは 34 万円、同年８月は 32 万

円、同年９月から同年 12月までは 34万円、12年１月は 24万円、同年２月は

30万円、同年３月から 13年７月までは 34万円に訂正する必要がある。 

なお、事業主は、当該期間に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付す

る義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 47年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成８年６月６日から 13年８月１日まで 

    社会保険庁（当時）の記録によると、Ａ社における平成８年６月６日から

13 年８月１日までの期間の標準報酬月額が９万 8,000 円となっており、当

時の給与支給額に比べて著しく低額となっているので、標準報酬月額を実際

の給与支給額に見合った金額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間のうち、平成８年６月６日から 10年 10月１日までについては、オ

ンライン記録によると、申立人の標準報酬月額は、当初、８年６月から同年９

月までは 26 万円、同年 10 月から９年９月までは 24 万円、同年 10 月から 10

年９月までは 34万円と記録されていたところ、同年５月 14日付けで、８年６

月に遡及
そきゅう

して９万 8,000円に減額訂正されていることが確認できる。 

また、当該遡及訂正について、事業主は、「平成 10年５月当時、会社の経営

状態が悪化したため、従業員には告げずに、８年６月にさかのぼって本来より



も低い標準報酬月額に変更する手続を行った。」旨陳述している。 

さらに、オンライン記録によると、申立人と同時に 11 人の従業員に係る標

準報酬月額が９万 8,000円に遡及訂正されていることが確認できる。 

以上の事実を総合的に判断すると、平成 10年５月 14日付けで行われた遡及

訂正処理は事実に即したものとは考え難く、申立人について、８年６月６日に

さかのぼって標準報酬月額の減額処理を行う合理的理由があったとは認めら

れないことから、当該減額処理に係る有効な記録訂正があったとは認められな

い。 

また、当該期間に係る標準報酬月額については、事業主が社会保険事務所に

当初届け出た、平成８年６月から同年９月までは 26万円、同年 10月から９年

９月までは 24万円、同年 10月から 10年９月までは 34万円と訂正することが

必要である。 

なお、当該遡及訂正処理を行った日以降の最初の定時決定（平成 10 年 10

月１日）で９万 8,000円と記録されているところ、当該処理については遡及訂

正処理との直接的な関係をうかがわせる事情が見当たらず、社会保険事務所の

処理が不合理であったとは言えない。 

申立期間のうち、平成 10年 10月１日から 13年８月１日までについては、

申立人は、標準報酬月額の相違について申し立てているが、厚生年金保険の保

険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき標準報酬月額を改定

又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が

源泉徴収していたと認められる保険料の額及び申立人の給与額のそれぞれに

基づく標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれ

か低い方の額を認定することとなる。 

したがって、当該期間の標準報酬月額については、Ａ社が保管する所得税源

泉徴収簿の保険料控除額から、10年 10月から 11年７月までは 34万円、同年

８月は 32万円、同年９月から同年 12月までは 34万円、12年１月は 24万円、

同年２月は 30万円、同年３月から 13年７月までは 34万円とすることが妥当

である。 

なお、当該期間に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、厚生年金保険料は実際の給与支給額に見合った額を控除しながら、被

保険者報酬月額算定基礎届においては、本来届け出るべき額を引き下げて届け

出、その差額は会社の運転資金等に充当していたことを認めていることから、

事業主は所得税源泉徴収簿で確認できる報酬月額又は保険料控除額に見合う

報酬月額を届けておらず、その結果、社会保険事務所は、当該報酬月額に見合

う保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。 



大阪厚生年金 事案 5297 

 

第１ 委員会の結論 

申立期間のうち、平成８年４月１日から 10年 10月１日までについて、事業

主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が主張する標

準報酬月額であったと認められることから、当該期間に係る標準報酬月額の記

録を８年４月から同年９月までは 28 万円、同年 10 月から９年９月までは 36

万円、同年 10月から 10年９月までは 30万円に訂正することが必要である。 

また、申立人の平成 10年 10月１日から 12 年８月１日までに係る標準報酬

月額については、10年 10月から同年 12月までは 30万円、11年１月は 26万

円、同年２月から同年７月までは 30万円、同年８月は 28万円、同年９月から

同年 12月までは 30万円、12年１月は 28万円、同年２月から同年６月までは

30万円、同年７月は 26万円に訂正する必要がある。 

なお、事業主は、当該期間に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付す

る義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 46年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成８年４月１日から 12年８月１日まで 

    社会保険庁（当時）の記録によると、Ａ社における平成８年４月１日から

12 年８月１日までの期間の標準報酬月額が９万 8,000 円となっており、当

時の給与支給額に比べて著しく低額となっているので、標準報酬月額を実際

の給与支給額に見合った金額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間のうち、平成８年４月１日から 10年 10月１日までについては、オ

ンライン記録によると、申立人の標準報酬月額は、当初、８年４月から同年９

月までは 28 万円、同年 10 月から９年９月までは 36 万円、同年 10 月から 10

年９月までは 30万円と記録されていたところ、同年５月 14日付けで、８年４

月に遡及
そきゅう

して９万 8,000円に減額訂正されていることが確認できる。 

また、当該遡及訂正について、事業主は、「平成 10年５月当時、会社の経営



状態が悪化したため、従業員には告げずに、８年４月にさかのぼって本来より

も低い標準報酬月額に変更する手続を行った。」旨陳述している。 

さらに、オンライン記録によると、申立人と同時に 11 人の従業員に係る標

準報酬月額が９万 8,000円に遡及訂正されていることが確認できる。 

以上の事実を総合的に判断すると、平成 10年５月 14日付けで行われた遡及

訂正処理は事実に即したものとは考え難く、申立人について、８年４月１日に

さかのぼって標準報酬月額の減額処理を行う合理的理由があったとは認めら

れないことから、当該減額処理に係る有効な記録訂正があったとは認められな

い。 

また、当該期間に係る標準報酬月額については、事業主が社会保険事務所に

当初届け出た、平成８年４月から同年９月までは 28万円、同年 10月から９年

９月までは 36万円、同年 10月から 10年９月までは 30万円と訂正することが

必要である。 

なお、当該遡及訂正処理を行った日以降の最初の定時決定（平成 10 年 10

月１日）で９万 8,000円と記録されているところ、当該処理については遡及訂

正処理との直接的な関係をうかがわせる事情が見当たらず、社会保険事務所の

処理が不合理であったとは言えない。 

申立期間のうち、平成 10年 10月１日から 12年８月１日までについては、

申立人は、標準報酬月額の相違について申し立てているが、厚生年金保険の保

険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき標準報酬月額を改定

又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が

源泉徴収していたと認められる保険料の額及び申立人の給与額のそれぞれに

基づく標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれ

か低い方の額を認定することとなる。 

したがって、当該期間の標準報酬月額については、Ａ社が保管する所得税源

泉徴収簿の保険料控除額から、10 年 10 月から同年 12 月までは 30 万円、11

年１月は 26万円、同年２月から同年７月までは 30万円、同年８月は 28万円、

同年９月から同年 12月までは 30万円、12年１月は 28万円、同年２月から同

年６月までは 30万円、同年７月は 26万円とすることが妥当である。 

なお、当該期間に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、厚生年金保険料は実際の給与支給額に見合った額を控除しながら、被

保険者報酬月額算定基礎届においては、本来届け出るべき額を引き下げて届け

出、その差額は会社の運転資金等に充当していたことを認めていることから、

事業主は所得税源泉徴収簿で確認できる報酬月額又は保険料控除額に見合う

報酬月額を届けておらず、その結果、社会保険事務所は、当該報酬月額に見合

う保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。 



大阪厚生年金 事案 5298 

 

第１ 委員会の結論 

申立期間のうち、平成８年４月１日から 10年 10月１日までについて、事業

主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が主張する標

準報酬月額であったと認められることから、当該期間に係る標準報酬月額の記

録を 38万円に訂正することが必要である。 

また、申立人の平成 10年 10月１日から 11 年８月１日までに係る標準報酬

月額については、10年 10月から同年 12月までは 38万円、11年１月は 36万

円、同年２月から同年５月までは 38 万円、同年６月は 36 万円、同年７月は

38万円に訂正する必要がある。 

なお、事業主は、当該期間に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付す

る義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成８年４月１日から 11年８月１日まで 

    社会保険庁（当時）の記録によると、Ａ社における平成８年４月１日から

11 年８月１日までの標準報酬月額が９万 8,000 円となっており、当時の給

与支給額に比べて著しく低額となっているので、標準報酬月額を実際の給与

支給額に見合った金額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間のうち、平成８年４月１日から 10年 10月１日までについては、オ

ンライン記録によると、申立人の標準報酬月額は、当初、８年４月から 10 年

９月までは 38万円と記録されていたところ、同年５月 14日付けで、８年４月

に遡及
そきゅう

して９万 8,000円に減額訂正されていることが確認できる。 

また、当該遡及訂正について、事業主は、「平成 10年５月当時、会社の経営

状態が悪化したため、従業員には告げずに、８年４月にさかのぼって本来より

も低い標準報酬月額に変更する手続を行った。」旨陳述している。 

さらに、オンライン記録によると、申立人と同時に 11 人の従業員に係る標



準報酬月額が９万 8,000円に遡及訂正されていることが確認できる。 

以上の事実を総合的に判断すると、平成 10年５月 14日付けで行われた遡及

訂正処理は事実に即したものとは考え難く、申立人について、８年４月１日に

さかのぼって標準報酬月額の減額処理を行う合理的理由があったとは認めら

れないことから、当該減額処理に係る有効な記録訂正があったとは認められな

い。 

また、当該期間に係る標準報酬月額については、事業主が社会保険事務所に

当初届け出た、38万円と訂正することが必要である。 

なお、当該遡及訂正処理を行った日以降の最初の定時決定（平成 10 年 10

月１日）で９万 8,000円と記録されているところ、当該処理については遡及訂

正処理との直接的な関係をうかがわせる事情が見当たらず、社会保険事務所の

処理が不合理であったとは言えない。 

申立期間のうち、平成 10年 10月１日から 11年８月１日までについては、

申立人は、標準報酬月額の相違について申し立てているが、厚生年金保険の保

険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき標準報酬月額を改定

又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が

源泉徴収していたと認められる保険料の額及び申立人の給与額のそれぞれに

基づく標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれ

か低い方の額を認定することとなる。 

したがって、当該期間の標準報酬月額については、Ａ社が保管する所得税源

泉徴収簿の保険料控除額から、平成 10年 10 月から同年 12月までは 38万円、

11年１月は 36万円、同年２月から同年５月までは 38万円、同年６月は 36万

円、同年７月は 38万円とすることが妥当である。 

なお、当該期間に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、厚生年金保険料は実際の給与支給額に見合った額を控除しながら、被

保険者報酬月額算定基礎届においては、本来届け出るべき額を引き下げて届け

出、その差額は会社の運転資金等に充当していたことを認めていることから、

事業主は所得税源泉徴収簿で確認できる報酬月額又は保険料控除額に見合う

報酬月額を届けておらず、その結果、社会保険事務所は、当該報酬月額に見合

う保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。 



大阪厚生年金 事案 5299 

 

第１ 委員会の結論 

申立期間のうち、平成 10年２月１日から同年 10月１日までについて、事業

主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が主張する標

準報酬月額であったと認められることから、当該期間に係る標準報酬月額の記

録を 24万円に訂正することが必要である。 

また、申立人の平成 10年 10月１日から 11年 10月１日までに係る標準報酬

月額については、10年 10月から同年 12月までは 24万円、11年１月は 19万

円、同年２月から同年９月までは 24万円に訂正する必要がある。 

なお、事業主は、当該期間に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付す

る義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 10年２月１日から 11年 10月１日まで 

    社会保険庁（当時）の記録によると、Ａ社における平成 10 年２月１日か

ら 11年 10月１日までの標準報酬月額が９万 8,000円となっており、当時の

給与支給額に比べて著しく低額となっているので、標準報酬月額を実際の給

与支給額に見合った金額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間のうち、平成 10年２月１日から同年 10月１日までについては、オ

ンライン記録によると、申立人の標準報酬月額は、当初、同年２月から同年９

月までは 24 万円と記録されていたところ、同年５月 14 日付けで、10 年２月

に遡及
そきゅう

して９万 8,000円に減額訂正されていることが確認できる。 

また、当該遡及訂正について、事業主は、「平成 10年５月当時、会社の経営

状態が悪化したため、従業員には告げずに、同年２月にさかのぼって本来より

も低い標準報酬月額に変更する手続を行った。」旨陳述している。 

さらに、オンライン記録によると、申立人と同時に 11 人の従業員に係る標

準報酬月額が９万 8,000円に遡及訂正されていることが確認できる。 



以上の事実を総合的に判断すると、平成 10年５月 14日付けで行われた遡及

訂正処理は事実に即したものとは考え難く、申立人について、同年２月１日に

さかのぼって標準報酬月額の減額処理を行う合理的理由があったとは認めら

れないことから、当該減額処理に係る有効な記録訂正があったとは認められな

い。 

また、当該期間に係る標準報酬月額については、事業主が社会保険事務所に

当初届け出た、24万円と訂正することが必要である。 

なお、当該遡及訂正処理を行った日以降の最初の定時決定（平成 10 年 10

月１日）で９万 8,000円と記録されているところ、当該処理については遡及訂

正処理との直接的な関係をうかがわせる事情が見当たらず、社会保険事務所の

処理が不合理であったとは言えない。 

申立期間のうち、平成 10年 10月１日から 11年 10月１日までについては、

申立人は、標準報酬月額の相違について申し立てているが、厚生年金保険の保

険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき標準報酬月額を改定

又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が

源泉徴収していたと認められる保険料の額及び申立人の給与額のそれぞれに

基づく標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれ

か低い方の額を認定することとなる。 

したがって、当該期間の標準報酬月額については、Ａ社が保管する所得税源

泉徴収簿の保険料控除額から、平成 10年 10 月から同年 12月までは 24万円、

11 年１月は 19 万円、同年２月から同年９月までは 24 万円とすることが妥当

である。 

なお、当該期間に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、厚生年金保険料は実際の給与支給額に見合った額を控除しながら、標

被保険者報酬月額算定基礎届においては、本来届け出るべき額を引き下げて届

け出、その差額は会社の運転資金等に充当していたことを認めていることから、

事業主は所得税源泉徴収簿で確認できる報酬月額又は保険料控除額に見合う

報酬月額を届けておらず、その結果、社会保険事務所は、当該報酬月額に見合

う保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。 

 



大阪国民年金 事案 3766 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成 13 年３月から同年５月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 52年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 13年３月から同年５月まで 

私が会社を退社するたびに、私又は父が厚生年金保険から国民年金への切

替手続をしていたと思うが、手続時期など詳しいことは分からない。  

申立期間について、私は就職活動で忙しく、父に保険料の納付を依頼し、

父がＡ市役所又はＢ銀行Ｃ支店で納付してくれていた。 

当時、就職活動の面接の際、私は、国民年金保険料をきちんと納付してい

ますと答えたことを覚えている。 

申立期間の保険料は納付しているので、納付済期間として認めてほしい。 

                                      

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、自身又は父が国民年金資格の再取得の手続を行い、父が申立期間

の国民年金保険料を納付してくれていたと申し立てている。 

そこで、申立人に係るオンライン記録をみると、平成13年５月24日付けで、

申立人が同年３月に厚生年金被保険者資格を喪失したことに伴い、社会保険事

務所（当時）から国民年金の加入勧奨が行われたことが確認できる。この記録

から、申立人の国民年金の資格取得日手続はその後に行われたことが推認され、

納付記録のとおり同年６月から保険料が納付されていることに不自然さは無

い上、申立人が国民年金の資格を再取得した時点において、申立期間のうち、

同年３月の保険料は過年度保険料となり現年度納付はできない。 

また、申立期間後の平成 13 年８月から同年 12 月までの保険料については、

15 年７月に過年度納付したことが確認できるところ、この過年度納付が行わ

れた時点で申立期間の保険料は、制度上、時効により納付することはできない。 

さらに、申立期間は、基礎年金番号が導入された平成９年１月以降の期間で

あり、基礎年金番号に統合されない記録が生じる可能性が低い上、Ａ市及び社



会保険事務所においても、申立期間当時、既に領収済通知書の被保険者情報、

納付金額などについては、光学文字読取機（ＯＣＲ）による処理が行われてい

たとしている。申立期間については、Ａ市及び社会保険事務所の複数の機関に

おいてそれぞれ収納処理が必要であるが、連続する期間に複数の機関において

記録が全部又は一部について漏れるなどの記録誤りがあったものとは考え難

い。 

加えて、申立人又はその父が、申立期間の保険料を納付していたことを示す

関連資料（家計簿、確定申告書（控）等）は無く、申立期間の保険料が納付さ

れていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 3767 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 50年７月から 54年３月までの期間、平成元年 11 月及び２年

３月から３年３月までの期間の国民年金保険料については、納付していたもの

と認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和６年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間       ： ① 昭和 50年７月から 54年３月まで 

             ② 平成元年 11月 

             ③ 平成２年３月から３年３月まで 

時期は定かでないが、Ａ市に居住していたころに、私が夫婦二人分の国民

年金加入手続を行い、夫婦二人分の国民年金保険料は、ずっと妻が集金人に

定期的に納付していた。 

申立期間①、②及び③の保険料も、Ａ市及びＢ市で妻が同様に集金人に納

付していた。 

私は妻に、年金は大事だからきちんと納付するようにずっと言って聞かせ

ていたので、未納は無いものと思っていた。 

私の納付記録をみると、申立期間①、②及び③の保険料が未納と記録され

ており納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立人が夫婦二人分の国民年金の加入手続を行い、申立人の妻が

夫婦二人分の国民年金加入期間中の国民年金保険料を、定期的に集金人に納付

していたので、申立期間①、②及び③の保険料も同様に納付していたと申し立

てている。 

そこで、申立人に係る特殊台帳を見ると、申立期間①のうち、昭和 50 年７

月から 51年３月までの期間、昭和 51年度及び 52年度欄に催告を行ったこと

を示す押印が確認できるところ、その後、同期間の保険料が納付された事蹟
じ せ き

は

見当たらない。 

また、申立期間①について、申立人夫婦の保険料を納付していたとする申立



人の妻も未納である。 

申立期間②及び③について、申立人に係るオンライン記録をみると、申立期

間②直前の平成元年11月から申立人が60歳に到達した３年＊月の前月までの

保険料は、60歳到達時には未納であったことが確認できる。 

その後、申立期間②を含む平成元年 11 月から２年１月までの保険料につい

て、４年１月 17日に過年度納付されたが、納付日時点では、元年 11月（申立

期間②）の保険料は時効により納付できないため、保険料の収納後の同年 11

月 22 日付で、社会保険事務所（当時）で当時未納であった申立人の２年２月

の保険料に充当されたことが確認できる。 

また、申立人夫婦の保険料を納付していたとする申立人の妻も申立期間②及

び③のうち、平成２年５月から３年３月までの保険料は未納である。 

さらに、上述のオンライン記録をみると、申立人が 60 歳に到達した時には

年金受給権を得るための必要な保険料の納付月数を満たしておらず、申立人の

年金受給権を確保するのに必要な月数の保険料として、上述の申立期間②及び

③の保険料を納付したものと推認できるところ、当該期間の保険料が納付され

た当時、申立期間③の保険料が同時に納付された事蹟
じ せ き

は見当たらない。 

加えて、申立人は、申立期間①、②及び③の保険料納付に直接関与しておら

ず、保険料を納付していたとする申立人の妻は高齢等のため当時の記憶は定か

で無く、保険料を集金人に納付していたと陳述するのみで、申立人の妻から申

立期間①、②及び③の保険料納付をめぐる事情等を酌み取ろうとしても、納付

をしたことをうかがわせる周辺事情は見いだせなかった。 

このほか、申立人の妻が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書（控）等）は無く、申立期間の保険料が納付されてい

たことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 3768 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 50年７月から 54年３月までの期間、平成元年 11 月、２年５

月から３年３月までの期間及び４年４月から５年３月までの期間の国民年金

保険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間       ： ① 昭和 50年７月から 54年３月まで 

             ② 平成元年 11月 

             ③ 平成２年５月から３年３月まで 

             ④ 平成４年４月から５年３月まで 

Ａ市に居住していたころに、夫が夫婦二人分の国民年金の加入手続を行い、

そのころから私が、夫婦二人分の国民年金保険料をずっと集金人に定期的に

納付していた。 

申立期間①、②、③及び④の保険料も、Ａ市及びＢ市で私が同様に集金人

に納付していた。 

私は夫から、年金は大事だからきちんと納付するようにずっと言って聞か

せられていたので、未納は無いものと思っていた。 

私の納付記録をみると、申立期間①、②、③及び④の保険料が未納と記録

されており納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立人の夫が夫婦二人分の国民年金の加入手続を行い、申立人が

夫婦二人分の国民年金加入期間中の国民年金保険料を、定期的に集金人に納付

していたので、申立期間①、②、③及び④の保険料も同様に納付していたと申

し立てている。 

そこで、申立人に係る特殊台帳を見ると、申立期間①のうち、昭和 50 年７

月から 51年３月までの期間、昭和 51年度及び 52年度欄に催告を行ったこと

を示す押印が確認できるところ、その後、同期間の保険料が納付された事蹟
じ せ き

は

見当たらない。 



また、申立期間①について、申立人が一緒に保険料を納付していたとする申

立人の夫も未納である。 

申立期間②及び③について、申立人に係るオンライン記録をみると、申立期

間②直前の平成元年11月から申立人の夫が60歳に到達した３年＊月の前月ま

での保険料は、その当時未納であったことが確認できる。 

その後、申立期間②直後の平成元年 12 月から２年３月までの保険料につい

て、４年１月 31 日に過年度納付されたが、この時点において、申立期間②の

保険料は時効により納付することができない。 

また、申立人の夫も申立期間②及び③を含む平成２年３月から３年３月まで

の保険料は未納である。 

申立期間④について、申立人に係るＢ市の国民年金保険料収滞納一覧表を見

ると、同期間の保険料は現年度納付されておらず、また、上述のオンライン記

録をみると、申立人に対して平成５年 11 月に過年度納付書が発行されて申立

期間④の保険料の催告が行われたことが記録されているところ、当該期間の保

険料が過年度納付された事蹟
じ せ き

は見当たらない。 

また、申立人の夫は、申立期間①、②、③及び④の保険料納付に直接関与し

ておらず、保険料を納付していたとする申立人は高齢等のため当時の記憶は定

かで無く、保険料を集金人に納付していたと陳述するのみで、申立人から申立

期間①、②、③及び④の保険料納付をめぐる事情等を酌み取ろうとしても、納

付をしたことをうかがわせる周辺事情は見いだせなかった。 

さらに、申立人が申立期間①、②、③及び④の保険料を納付していたことを

示す関連資料（家計簿、確定申告書（控）等）は無く、申立期間①、②、③及

び④の保険料が納付されていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 3769 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 51年９月から 56年１月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 51年９月から 56年１月まで 

    私は、昭和 51 年９月ごろに、会社を退職したが、その際、会社の担当者

から厚生年金保険から国民年金への切替手続の説明を受けたので、すぐに国

民年金の任意加入手続をしたと思う。 

加入後は、申立期間の国民年金保険料を私が、毎月、市役所又は銀行で納

付していたと思う。 

社会保険事務所（当時）で私の国民年金の納付記録を確認したところ、昭

和 56 年２月に任意加入していることが記録されているが、その当時は、私

が 30歳ぐらいでありこのような時期に加入した記憶は無い。 

申立期間の保険料は納付していたはずなので、納付記録が無いかもう一

度よく調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 51年９月ごろに、国民年金の任意加入手続を行い、その後、

申立期間の国民年金保険料を自身で毎月納付していたと申し立てている。 

しかし、申立人に係る国民年金記録をみると、申立人が国民年金の任意加入

被保険者資格を取得したのは昭和 56年２月 16日であることが、申立人に係る

特殊台帳及び申立人が所持する年金手帳に記載されており、このころ申立人の

国民年金任意加入手続が行われたことが確認できる。国民年金の任意加入被保

険者は、加入日に国民年金の被保険者資格を取得するため、申立期間は国民年

金の未加入期間となり、制度上、申立人は保険料を納付することができない。 

また、申立人に係る旧姓を含む複数の氏名別読みによる検索及び申立期間当

時に申立人が居住していたとする住所地を管轄する社会保険事務所が保管す

る国民年金手帳記号番号払出簿の調査、確認をしたが、申立人に対して別の国



民年金手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

さらに、Ａ市では、昭和 54 年度までの保険料収納につき、３か月納付の納

付書を発行していたとしており、申立人の陳述と符合しないなど、申立期間当

時の保険料の納付状況などに関する記憶は定かで無い。 

加えて、申立人が、申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家

計簿、確定申告書（控）等）は無く、ほかに申立期間の保険料が納付されてい

たことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 3770 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 45年７月から 55年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 45年７月から 55年３月まで 

    私は、昭和 44年 11月に、夫婦でＡ市からＢ市Ｃ町（現在は、Ｄ市。）に

転入した際、同市役所で国民年金への加入勧奨を受け、夫婦で加入した。夫

が保険料納付を担当し、当初は集金人に、その後は納付書で夫婦二人分の保

険料を納付していた。Ｄ市Ｅ町に 46年 12月に転居してからも、夫婦一緒に

夫婦二人分の保険料を納付していたはずであるのに、申立期間について、妻

の私のみ未納の記録とされているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 44年 11月に申立人の夫がＢ市Ｃ町で夫婦二人分の国民年金

の加入手続をし、以後、申立人の夫が夫婦二人分の保険料を一緒に納付して

いたと申し立てている。 

そこで、申立人及びその夫のＤ市の国民年金被保険者台帳を見ると、昭和

44年 11月に国民年金の加入手続をし、夫婦連番で国民年金手帳記号番号が払

い出され、同年 11 月から 45 年６月までの保険料を夫婦共に納付しているこ

とが確認できる。しかし、戸籍の附票から申立人とその夫の住所を確認する

と、申立人の夫は、昭和 46年２月に「Ｄ市Ｃ町」からいったん「Ｆ市」に転

入した後、同年 12 月に「Ｄ市Ｅ町」に移転しているが、申立人は、同年 12

月に「Ｄ市Ｃ町」から直接「Ｄ市Ｅ町」に移転しており、同年２月から同年

12月までの間は夫婦で住所地が異なっていたことが確認できる。 

また、申立人の国民年金の住所移転手続について、特殊台帳及びＤ市の国民

年金被保険者台帳を確認したところ、「Ｂ市Ｃ町Ｇ番」と住所記録がされてい

るが、その後に移転した「Ｄ市Ｅ町」の住所記録はされておらず、昭和 54 年

４月４日に移転した「Ｈ市」の住所記録がされていることから、申立人につい



ては、国民年金に関して「Ｄ市Ｅ町」への住所移転の届が同市にされていなか

ったものと推定できる。 

さらに、特殊台帳の欄外には「不在・判明」のスタンプが押されている。ま

た、Ｄ市の国民年金被保険者台帳の備考欄を見ると、「46不在」と記載されて

いることから、同市も昭和 46 年以降の申立人の所在が分からなかったものと

考えられる。この場合、申立人に対して、Ｄ市Ｅ町の住所宛の国民年金保険料

の納付書は発行されず、同住所での保険料納付は制度上できない。 

加えて、一緒に夫婦二人分の保険料納付をしていたとされる申立人の夫の国

民年金の住所移転手続について、特殊台帳によると、昭和 47年２月８日に「Ｂ

市Ｃ町Ｇ番」から「Ｄ市Ｅ町」へ移転し、54 年４月４日に「Ｈ市」に移転し

た記録がされている。また、申立人の夫の所持する年金手帳の検認欄及び貼付
ちょうふ

された領収証をみると、加入手続をした 44 年 11月から 45年６月までを「Ｂ

市・Ｄ市」で納付、同年７月から 46 年 12 月までを「Ｆ市」で納付、47 年１

月から同年３月までを「Ｄ市」で納付した検認印が押されており、以後は「Ｄ

市Ｅ町」の住所宛の納付書で納付していることから、夫婦一緒に夫婦二人分の

保険料を納付したとする陳述とは符合しない。 

そのほか、別の国民年金手帳記号番号による納付の可能性について、別の読

み方による氏名検索を行ったほか、当時の住所地を管轄する社会保険事務所

（当時）で国民年金手帳記号番号払出簿を縦覧調査したが、その形跡は見当た

らず、申立人に対して別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをう

かがわせる事情は見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



大阪国民年金 事案 3771 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 38年８月から 44年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 38年８月から 44年３月まで 

私は、会社を退職した後、自営業を始めた。取引先に教えてもらって国民

年金の加入手続を行った。保険料をどのように納付したか、保険料額がいく

らぐらいであったかの記憶は定かでないが、当時、自営業の経営がうまくい

っていたので保険料を納められなかったはずがない。市町村及び国（社会保

険庁（当時））は、私の年金記録に関する資料を保管しておくべきなのにこ

れを廃棄し、その記録を調査できなくなっていることはおかしい。 

申立期間が未納とされているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、会社を退職した後、国民年金の加入手続を行い、申立期間の保険

料を納付したと申し立てている。 

そこで、申立人の国民年金の加入手続時期をみると、国民年金手帳記号番号

払出簿から、昭和 61 年２月であることが確認できる。この時点において、申

立期間の保険料は時効の成立により納付できない。 

また、申立人は、申立期間の保険料納付状況について、納付方法及び納付金

額の記憶が定かでないと陳述しており、保険料を納付したことをうかがわせる

事情を酌み取ることができなかった。 

さらに、別の国民年金手帳記号番号の払出しの可能性について、氏名検索を

行ったほか、当時の住所地を管轄する社会保険事務所（当時）で手帳記号番号

払出簿を縦覧調査したが、その形跡は見当たらず、ほかに申立人が申立期間の

保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらなかった。 

なお、申立人が申立期間当時居住していたＡ市Ｂ区においては、国民年金保

険料の収納事務を国が一元管理することに伴い、国民年金被保険者名簿が廃棄



されたため、申立人の国民年金に関する記録を確認することはできなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 3772 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 50年４月から 56年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

住        所 ：  

                 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ：  昭和 50年４月から 56年３月まで 

昭和 56 年６月に離婚した後、母から、将来生活が困らないように、さか

のぼって納付ができる特例納付制度でまとめて７年分を納付しておいたと

年金手帳を渡された。 

母が平成９年１月に、また、父が 14 年８月に亡くなったので納付した話

を聞けないが、両親が一人娘のために申立期間の保険料を納付したと思うの

で、未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間について、昭和 56年６月に離婚した後、母から、将来 

生活が困らないように特例納付制度でまとめて７年分の保険料を納付してお

いたと年金手帳を渡されたので、保険料は納付していたと申し立てている。 

そこで、申立人の国民年金加入時期をみると、国民年金手帳記号番号払出

簿から、申立人に対して、国民年金手帳記号番号が昭和 57年４月７日に払い

出されていることが確認できる。しかし、この時点においては、特例納付は

実施されておらず、これ以降も、特例納付が実施されていないことから、申

立人の両親が、申立期間の保険料を特例納付することはできない。 

また、手帳記号番号が払い出された昭和 57年４月７日時点では、申立期間

のうち、50 年４月から 54 年 12 月までの保険料は時効により制度上納付する

ことができない。 

さらに、昭和 55 年１月から 56 年３月までは過年度納付が可能であるが、

申立人は加入手続及び保険料の納付に直接関与しておらず、保険料を納付し

たとする両親は既に死亡しており、当時の状況は不明である。 

加えて、別の国民年金手帳記号番号による納付の可能性について、別の読み



方による氏名検索を行ったほか、当時の住所地を管轄する社会保険事務所（当

時）で国民年金手帳記号番号払出簿を縦覧調査したが、その形跡は見当たらず、

ほかに申立人が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事

情も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 3773 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成３年 10 月の国民年金保険料については、納付していたものと

認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

住        所 ：  

                 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成３年 10月 

申立期間前の平成３年 10月 22日に会社を退職し、その後、同年 11月１

日に銀行に就職したので申立期間の１か月が厚生年金保険の切れ目になっ

た。市役所から妻と夫婦二人分の国民年金の保険料の納付書が届き、市役所

に納付するのかを確認をして銀行から納付した。 

しかし、国民年金の加入は、厚生年金保険被保険者資格を喪失したら自動

的に国民年金に加入できるものと思っていたので加入手続はしていない。ま

た、妻も私が厚生年金保険被保険者資格を喪失したことに伴い、第３号被保

険者資格を喪失したが、国民年金の資格変更手続はしていないと言っている。 

夫婦二人分を一緒に納付したのに私の分だけが未納とされていることに

は納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間について、保険料を納付したと申し立てている。 

そこで、申立人の資格に関する記録をみると、オンライン記録から、申立期

間については、平成３年 10月 22日に厚生年金保険被保険者資格を喪失し、同

年 11月１日に厚生年金保険被保険者資格を再取得しているが、この間の申立

期間に国民年金手帳記号番号が払い出された形跡が見当たらないことから、申

立人は国民年金には未加入であり、保険料を納付することができない。 

また、申立人が居住していたＡ市役所にも申立人の国民年金に関する記録は

見当たらない。 

さらに、申立人の妻の資格に関する記録をみると、オンライン記録から、平

成３年10月22日の第３号被保険者から第１号被保険者への変更処理が４年３

月 23日に行われていることが確認できる。申立人の妻は国民年金の資格変更



手続を行っていないと陳述しているが、２年３月 25日に第３号被保険者の資

格を取得しており、３年 10月 22日の第１号被保険者への資格変更は職権によ

る変更処理と推定され、申立人の妻にのみ、保険料納付書が発行されたものと

考えられる。 

加えて、別の国民年金手帳記号番号による納付の可能性について、別の読み

方による氏名検索を行ったが、その形跡は見当たらず、ほかに申立人が申立期

間の国民年金保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たら

なかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 3774 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 36年４月から 39年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年４月から 39年３月まで 

    私は、昭和 38年４月に結婚しＡ区で生活を始めた。夫が結婚前から国民

年金に加入していたので、夫に勧められ、Ｂ区に転居した 39年 11月ごろ、

二人で区役所に行き加入手続をした。夫が、３年間分の保険料 3,600円を区

役所窓口でさかのぼって納付し、36年４月１日に資格の取得となったこと

が国民年金手帳に記入されている。３年間分の年金手帳の右半分は、保険料

を納付したとき窓口の人がこちらにもらいますと言って切り取ったことを

記憶している。 

    区役所からの帰り、夫婦二人共に昭和 36年４月から加入したことになり、

同じ加入日になってよかったと二人で話しながら帰ったのを覚えているの

で、未納とされていることには納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、夫に勧められ、昭和 39年 11月ごろ区役所の窓口で、国民年金の

加入手続と同時に 36 年４月までさかのぼって保険料を納付したと申し立てて

いる。 

   そこで、申立人の所持する国民年金手帳を見ると、昭和 39 年 11月 26日に

発行されていることが確認でき、この時点で、36年４月から 37年９月までの

保険料は、時効の成立により、制度上納付することができない。 

また、昭和 37 年 10 月から 39 年３月までの保険料は過年度納付が可能であ

るが、Ｃ市では過年度保険料を取り扱っておらず、窓口で３年間の保険料をさ

かのぼって納付したとする陳述と符合しない。 

   さらに、仮に過年度納付が可能な昭和 37年 10月から 39 年３月までの保険

料を納付した場合の保険料額は 1,800 円となり、申立人が納付したとする



3,600円とも符合しない。 

   なお、国民年金手帳に記入された資格取得日は、国民年金制度が発足した昭

和 36 年４月１日付けで申立人が国民年金の被保険者となったことを表すもの

であり、国民年金保険料を納付したことを表すものではない。 

加えて、別の国民年金手帳記号番号による納付の可能性について各種氏名検

索を行ったがその形跡は見当たらず、ほかに申立人が、申立期間の保険料を納

付したことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。   

   その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 

 



大阪国民年金  事案 3775 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 48年１月から 56年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 48年１月から 56年３月まで 

私は、昭和 48 年に婚姻届を市役所に提出した際、国民年金の加入を勧め

られたので、妻と一緒に加入し私が夫婦二人分の保険料を継続して納めてき

た。それなのに申立期間が未納とされているのは納得できない。 

当初は３か月ごとに集金人に納め、保険料は一人分か二人分か分からない

が、3,200円から 3,600円ぐらいだったように思う。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 48 年ごろに加入手続を行い、以降の保険料については、申

立人が夫婦二人分を３か月ごとに、当初は集金人に納めていたはずであると申

し立てている。 

そこで、申立人の加入手続時期をみると、申立人の国民年金手帳記号番号は、

昭和 56年 10 月 15日に夫婦連番で払い出されていることが手帳記号番号払出

簿から確認できる。この場合、払出時点では、申立期間の保険料のうち、54

年６月以前の期間は時効の成立により、既に納付できない期間になっているほ

か、婚姻した 48年ごろに加入したとする申立人の陳述とは符合しない。 

また、一緒に夫婦二人分を納付したとする妻の納付記録をみると、厚生年金

保険被保険者期間を除き同じく未納（一部未加入）となっている。 

さらに、申立期間は９年度、99 か月に及び、これほど長期間、行政側が継

続的に事務処理を誤るとは考え難い。 

加えて、別の国民年金手帳記号番号による納付の可能性を検証するため、オ

ンライン記録により、別読みによる申立人の氏名の確認を行ったほか、当時の

住所地を管轄する社会保険事務所（当時）において同払出簿の内容をすべて確

認したが、別の手帳記号番号の存在はうかがえず、また、申立期間の保険料納

付をうかがわせる周辺事情等も見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 3776 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 50年３月から 51年２月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 50年３月から 51年２月まで 

私は、私の年金手帳の「初めて被保険者となった日」欄に記載があるよう

に、昭和 50年３月 19日に市役所で国民年金への加入手続を行い、同年３月

から保険料を納付してきた。申立期間が未納とされているのは納得できない

ので、詳しく調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、所持する年金手帳の「初めて被保険者となった日」欄に昭和 50

年３月 19 日との記載があることから、同年３月に国民年金に加入し、保険料

を納付してきたと申し立てている。 

そこで、申立人の国民年金加入手続時期をみると、昭和 51年４月 20日に国

民年金手帳記号番号の払出しを受けていることが手帳記号番号払出簿から確

認できるとともに、同一日に払い出されている申立人の前後８名の資格取得日

についてみると、同年２月（強制加入）から同年４月（任意加入）の間で取得

していることがオンライン記録から確認できることから、同年３月又は同年４

月に申立人の加入手続がなされたものと推定できる。 

また、申立人が所持する年金手帳及びＡ市の被保険者名簿を見ると、資格取

得日を誤って管理していた形跡が認められるものの、加入資格は、正しく任意

加入として認識していることが同様に確認できる。任意加入の場合、制度上、

さかのぼって保険料を納付することができないことから、行政側が任意加入と

して認識している限りにおいて、申立期間について納付勧奨はなされなかった

と考えるのが自然である。 

さらに、Ａ市の被保険者名簿の納付検認欄には、昭和 51 年２月まで未加入

期間を意味する「不要」印が押され、同年３月から現年度納付印が押されてい



ることが確認できるとともに、特殊台帳にも同年３月からの現年度納付印が確

認でき、これらの検認記録に不自然な点は見当たらない。 

加えて、申立人が所持するＡ市発行の昭和 52年５月 12日付け「国民年金保

険料納付記録票」の備考欄には、「51 年３月 31 日加入」と記載されているほ

か、Ｂ市の被保険者名簿の資格取得欄には、「50 年３月 19 日、任意加入」の

記載が横線により抹消され、その下に「51年３月 31日、任意加入」と訂正記

載されていることが確認できることを踏まえると、申立人の陳述にある 50 年

３月 19日は、行政側の誤記入であるものと考えられる。 

そのほか、別の国民年金手帳記号番号による納付の可能性を検証するため、

オンライン記録により、旧姓を含めた別読みによる申立人の氏名の確認を行っ

たほか、当時の住所地を管轄する社会保険事務所（当時）において手帳記号番

号払出簿の内容をすべて確認したが、申立人に対し別の手帳記号番号の存在は

うかがえず、ほかに申立期間の保険料納付をうかがわせる周辺事情等も見当た

らなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 3777 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 41年７月から 47年８月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 41年７月から 47年８月まで 

私は、昭和 41年に結婚し、同年６月又は同年７月ごろからＡ市にある社

宅に住んでいたが、この時に国民年金への加入勧誘があり加入した。加入時

期は覚えていないが、同じ社宅にいた人に確認して、その人と同じだろうと

思い、同年７月からの申立てとした。保険料は、集金に来た人に納め、印紙

をもらって手帳に貼
は

っていた。手帳は２冊もらったと思うが、古い分は処分

したらしく、今持っているのは昭和 47年度からの手帳だ。社宅時代は間違

いなく保険料を納めていたので、未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 41年６月又は同年７月ごろからＡ市にある社宅に住み始め、

同時に国民年金に加入して、保険料を納付してきたと申し立てている。 

そこで、申立人の国民年金加入手続時期をみると、昭和 47年 10月にＢ市に

おいて国民年金手帳記号番号の払い出しを受けていることが手帳記号番号払

出簿から確認できるとともに、その際、配偶者が厚生年金保険被保険者であっ

たことから、同年９月を資格取得月として任意加入していることが、申立人が

所持する年金手帳及び社会保険庁（当時）いずれの記録においても確認できる。

この場合、申立期間は未加入期間となるため、制度上、この手帳記号番号によ

っては申立期間の保険料を納付することはできない。 

また、申立人がＢ市で任意加入したことは、前住地のＡ市で国民年金に加入

したとする申立人の陳述と符合しない上、Ａ市において加入手続を行った場合

に存在すべき同市の被保険者名簿が不存在である状況と整合している。 

さらに、申立人が所持する年金手帳を見ると、加入手続年度である昭和 47

年度分から印紙検認記録欄が作成され、昭和 47 年４月から同年８月までの欄



には未加入期間を意味する「不要」の押印が確認できるとともに、同年９月か

ら納付を開始していることが検認印から確認でき、これらの記録に不自然な点

は見当たらない。 

加えて、申立期間は 74 か月と長く、これだけ長期にわたり行政側が事務処

理の誤りを継続するとは考え難い。 

そのほか、別の国民年金手帳記号番号による納付の可能性を検証するため、

オンライン記録により、旧姓を含めた別読みによる申立人の氏名の確認を行っ

たほか、当時の住所地を管轄する社会保険事務所（当時）において手帳記号番

号払出簿の内容をすべて確認したが、申立人に対し別の手帳記号番号の存在は

うかがえず、ほかに申立期間の保険料納付をうかがわせる周辺事情等も見当た

らなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 3778 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 42年１月から 47年６月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42年１月から 47年６月まで 

    私は、Ａ市で会社勤めをしていたが、昭和 41年 10月に会社を退職し、実

家であるＢ県Ｃ市に帰った。その時、母が私の国民年金の加入手続を行い、

以前から加入していた母自身の国民年金保険料と一緒に私の保険料を集金

人に納付してくれていた。 

私が昭和 42年 11月に結婚し、Ａ市Ｄ区に転居した後も、母が実家で私の

保険料を納付してくれていたが、47年 10月ごろ自宅に集金人が訪れ、「Ａ

市に住んでいるのだからＡ市で保険料を納付してほしい。」と言われたので、

それ以降は、私が保険料を納付するようになった。 

それまで、母が納付していた申立期間の保険料が未納とされているのは納

得できない。 

また、私が所持する国民年金手帳の昭和 42年度のページに、昭和 45年１

月ごろのＣ市の検認印で割り印され、右側のページが切り取られているのは、

結婚後も母が実家で私の保険料を納付していた証拠であると思う。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和41年10月に会社を退職し、実家であるＢ県Ｃ市に帰った時、

申立人の母親が申立人の国民年金の加入手続を行い、結婚してＡ市Ｄ区に転居

後も、申立人が 47年 10月ごろから自身で保険料を納付するようになるまで、

母親が実家で申立人の保険料を母親の保険料と一緒に集金人に納付してくれ

ていたと申し立てていることから、国民年金の加入手続及び申立期間の保険料

納付に直接関与していない上、これらを行ったとする母親も既に亡くなってい

るため、当時の具体的な納付状況等は不明である。 

   また、申立期間当時のＢ県Ｃ市における国民年金保険料の徴収方法は、印紙

による手帳検認方式であり、保険料を納付すると、その都度、国民年金手帳右



側の印紙検認台紙に印紙を貼付
ちょうふ

し、左側の印紙検認記録欄の該当月にそれぞれ

納付日の入った検認印を押すものとされ、当該年度の現年度保険料の納付期限

が過ぎたものについては、市町村が保険料を徴収することができないため、納

付の有無にかかわらず、集金人又は市町村の窓口において、基本的に右側の印

紙検認台紙を切り取るものとされている。 

そこで、申立人の所持する１冊目の国民年金手帳を見ると、申立人が結婚し

Ｄ区に転居する昭和 42年 11月の前月である同年 10月 10日にＢ県Ｃ市におい

て発行されているが、申立期間のうち、昭和 42年度から 46年度までの印紙検

認記録欄すべてにおいて保険料を納付したことを示す検認印が無い上、Ｄ区で

発行された 47 年度から始まる２冊目の国民年金手帳の印紙検認記録欄を見る

と、申立期間直後の昭和 47 年７月から同年９月までの欄に、申立人が自身で

保険料の納付を開始したとする時期である同年10月26日付けのＤ区の検認印

が確認できるが、申立期間の一部である同年４月から同年６月までの欄には同

様に検認印が無い。したがって、実家で申立人の保険料を納付していたとする

申立人の母親が、これらの手帳によって、申立期間の保険料を集金人に現年度

納付していたものとみるのは困難である。 

さらに、申立人の母親が、申立てどおり、申立期間の保険料を現年度納付す

るためには、申立人に別の国民年金手帳記号番号の払出しが必要であるが、Ｂ

県Ｃ市を管轄するＥ社会保険事務所（当時）及びＤ区を管轄するＦ社会保険事

務所（当時）において、申立期間に係る手帳記号番号払出簿の内容をすべて確

認し、旧姓を含めた各種の氏名検索を行ったが、申立人に対し、別の手帳記号

番号が払い出されていたことをうかがわせる事情は見当たらなかった。 

さらに、申立期間は５年６か月におよび、このような長期間にわたり、納付

記録が毎回連続して欠落することは考え難い上、申立人の母親が申立期間の保

険料を納付していたことを示す関連資料(家計簿、確定申告書（控）等)は無く、

ほかに申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当

たらなかった。 

なお、申立人は、国民年金手帳の昭和 42 年度の印紙検認台紙が、昭和 45

年１月ごろのＢ県Ｃ市の検認印で割り印されて切り取られていることが、結婚

後も申立人の母親が実家で保険料を納付していた証拠であるとしているが、前

述のとおり、保険料が納付された場合には、国民年金手帳左側の印紙検認記録

欄の該当月にそれぞれ納付日の入った検認印が押されるものであり、同年１月

ごろの検認印の割り印は、申立人の母親が、そのころに何らかの事情により集

金人又は当時のＣ市役所の窓口に申立人の国民年金手帳を提示し、納付期限の

過ぎた昭和 42 年度の印紙検認台紙に割り印の上、切り取られたものとみるの

が自然である。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 3779 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 53 年２月から平成元年５月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 53年２月から平成元年５月まで 

    私と妻は、それまで国民年金に加入していなかったので、平成元年５月ご

ろ、私が区役所で夫婦二人分の国民年金の加入手続を行った。その時、職員

から、私は昭和 53年２月まで、妻は 58年７月まで、それぞれさかのぼって

国民年金保険料を納付すれば、厚生年金保険に国民年金が上乗せできると言

われ、金額は大金であったが、転居前の自宅を火災で失った際の保険金があ

ったので、後日、私が妻の分と一緒に夫婦二人分の保険料をまとめて納付し

た。 

申立期間が未納とされているのでよく調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、平成元年５月ごろ、区役所で夫婦二人分の国民年金の加入手続を

行い、申立人及びその妻のそれぞれ申立期間の保険料をまとめて納付したと申

し立てている。 

   そこで、申立人夫婦に係る国民年金の加入時期を調査すると、夫婦二人分の

国民年金手帳記号番号前後の被保険者の状況から、平成３年７月ごろ一緒に加

入手続が行われたものと推定され、この時点において、申立期間の保険料は、

時効により納付することができなかったものと考えられる。 

また、申立人が、申立てどおり、申立期間の保険料をさかのぼって納付する

ためには、別の国民年金手帳記号番号の払出しが必要であるところ、申立期間

に係る手帳記号番号払出簿の内容をすべて確認し、各種の氏名検索を行ったが、

申立人夫婦に対し、別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる

事情は見当たらなかった。 

さらに、申立人夫婦に係るオンライン記録をみると、ともに平成３年７月



22 日に国庫金(過年度保険料)納付書が作成されたことが確認できるとともに、

その時点で時効にかからず納付が可能であった申立期間直後の元年６月まで

さかのぼって保険料を納付していることが確認できることから、国民年金に加

入した当時、申立人が、さかのぼって一括納付したとする夫婦二人分の保険料

は、当該保険料であった可能性も否定できない。 

   加えて、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家

計簿、確定申告書（控）等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していた

ことをうかがわせる周辺事情も見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 3780 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 58 年７月から平成元年５月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 58年７月から平成元年５月まで 

    夫と私は、それまで国民年金に加入していなかったので、平成元年５月ご

ろ、夫が区役所で夫婦二人分の国民年金の加入手続を行った。その時、職員

から、夫は昭和 53年２月まで、私は 58年７月まで、それぞれさかのぼって

国民年金保険料を納付すれば、厚生年金保険に国民年金が上乗せできると言

われ、金額は大金であったが、転居前の自宅を火災で失った際の保険金があ

ったので、後日、夫が私の分と一緒に夫婦二人分の保険料をまとめて納付し

た。 

申立期間が未納とされているのでよく調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、平成元年５月ごろ、申立人の夫が区役所で夫婦二人分の国民年金

の加入手続を行い、申立人及びその夫のそれぞれ申立期間の保険料をまとめて

納付したと申し立てている。 

   そこで、申立人夫婦に係る国民年金の加入時期を調査すると、夫婦二人分の

国民年金手帳記号番号前後の被保険者の状況から、平成３年７月ごろ一緒に加

入手続が行われたものと推定され、この時点において、申立期間の保険料は、

時効により納付することができなかったものと考えられる。 

また、申立人の夫が、申立てどおり、申立期間の保険料をさかのぼって納付

するためには、別の国民年金手帳記号番号の払出しが必要であるところ、申立

期間に係る手帳記号番号払出簿の内容をすべて確認し、各種の氏名検索を行っ

たが、申立人夫婦に対し、別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかが

わせる事情は見当たらなかった。 

さらに、申立人夫婦に係るオンライン記録をみると、ともに平成３年７月



22 日に国庫金(過年度保険料)納付書が作成されたことが確認できるとともに、

その時点で時効にかからず納付が可能であった申立期間直後の元年６月まで

さかのぼって保険料を納付していることが確認できることから、国民年金に加

入した当時、申立人の夫が、さかのぼって一括納付したとする夫婦二人分の保

険料は、当該保険料であった可能性も否定できない。 

   加えて、申立人の夫が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書（控）等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付して

いたことをうかがわせる周辺事情も見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 3781 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 46年１月から 47年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 46年１月から 47年３月まで 

    私は、祖父が経営する会社に両親と一緒に勤務していたが、昭和 46 年１

月から個人商店に勤めることになったので、祖父の会社の人又は私の母のど

ちらかが私の国民年金の加入手続を行い、保険料については、私が母にお金

を渡し、母が納付してくれていた。 

    当時、国民年金は強制加入であり、母は税金等の納付にはきっちりした人

であったので、申立期間が未納とされているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 46 年１月から個人商店に勤めることになったので、祖父の

会社の人又は申立人の母親が、申立人の国民年金の加入手続を行ってくれたと

申し立てているところ、申立人に係る区の被保険者名簿を見ると、その約１年

後の47年４月13日に国民年金の被保険者として適用したことを示すゴム印が

確認できる上、手帳記号番号払出簿における申立人の国民年金手帳記号番号の

払出時期とも一致していることから、この日に申立人に係る国民年金の加入手

続が行われたものと推定され、申立人が祖父の会社を退職し、厚生年金保険の

資格を喪失した 46年１月 1日までさかのぼって国民年金の資格を取得してい

ることが分かる。したがって、申立人の保険料を納付してくれていたとする申

立人の母親が、申立期間の保険料を納付するためには、加入日時点からさかの

ぼって保険料を納付する必要があるが、申立人は、当時の保険料納付に直接関

与しておらず、母親も既に亡くなっているため、当時の具体的な納付状況は不

明である。 

   また、上記被保険者名簿の納付記録をみると、加入手続が行われた年度の開

始月であり、かつ、申立期間直後の昭和 47 年４月から同年６月までの保険料



を同年７月６日に、同年７月から同年９月までの保険料を同年 10 月 14日に、

同年 10 月から同年 12 月までの保険料を同年 11 月 22 日に、48 年１月から同

年３月までの保険料を同年４月 23 日に、それぞれ納付していることが具体的

に記載されているなど、この納付記録自体に特段不自然な点はうかがえない上、

特殊台帳等の各記録とも矛盾しない。 

さらに、申立人に係る別の国民年金手帳記号番号の払出しの可能性について、

申立期間に係る手帳記号番号払出簿の内容をすべて確認し、各種の氏名検索を

行ったが、申立人に対し、別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかが

わせる事情は見当たらなかった。 

加えて、申立人は、申立期間は強制加入期間であり、税金等の納付にはきっ

ちりしていた母親が申立期間の保険料も納付しないはずがないと陳述するの

みであり、ほかに申立人の母親が申立期間の保険料を納付していたことを示す

関連資料(家計簿、確定申告書（控）等)は無く、申立期間の保険料を納付して

いたことをうかがわせる周辺事情も見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 3782 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 43年 12月から 44年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

      生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨  

        申 立 期 間 ： 昭和 43年 12月から 44年３月まで 

        大学生であった昭和 43年 12月ごろ、母が、私に代わって区役所で国民年

金の加入手続をしてくれたと思う。 

また、申立期間の保険料についても、母が納付してくれて、その時に受け

取った領収証は、年金手帳に貼
は

り付けていたと思う。 

しかし、昭和 53年 12 月 19日にＡ市役所で国民年金の再加入手続を行っ

た際、同市役所から、年金手帳の提出依頼があり送付したところ、その後返

送された手帳には領収証が無くなっていた。 

申立期間の保険料が未納とされているのは納得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、大学生であった昭和 43年 12月ごろに、母が、国民年金の加入手

続を行い、申立期間の国民年金保険料も納付してくれていたと申し立ててい

る。 

しかし、国民年金手帳記号番号払出簿及び申立人所持の国民年金手帳を見る

と、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 47年８月 30日を資格取得日とし

て、同年９月６日に払い出されており、申立期間は、国民年金の未加入期間と

なっているため、制度上、国民年金保険料を納付することができない。 

また、申立期間当時の住所地であるＢ市Ｄ区保存の国民年金被保険者名簿を

見ても、申立人の国民年金被保険者資格の取得日は、昭和 47年８月 30日と記

録されており、申立期間の国民年金保険料納付をうかがわせる事蹟
じ せ き

は見当たら

ない。 

さらに、申立期間の国民年金保険料を納付することが可能な別の国民年金手

帳記号番号の払出しについて、国民年金手帳記号番号払出簿の縦覧調査及び氏



名の別読み検索などを行ったが、申立人に別の手帳記号番号が払い出されたこ

とをうかがわせる事情等は見当たらなかった。 

加えて、申立人は、申立期間に係る国民年金の加入手続について直接関与し

ておらず、申立人の国民年金加入手続及び申立期間の国民年金保険料納付を行

ったとする申立人の母も申立期間当時の記憶は不明確であり、新たな周辺事情

等を見いだすことはできなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 3783 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 39年６月から 47年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号  ：  

生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

住 所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 : 昭和 39年６月から 47年３月まで 

国民年金の加入については、昭和 47年ごろ、妻が区役所に出向いて手続

をしたはずである。 

また、申立期間の保険料については、昭和 48年ごろ、妻が区役所で、20

歳までさかのぼって保険料が納付できることを確認した後、銀行から金を

引き出して、一括して区役所で納付したはずである。 

申立期間の保険料が未納とされているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 47 年ごろに妻が国民年金の加入手続を行い、申立期間の国

民年金保険料については、48 年ごろに区役所で一括して納付したはずである

と申し立てている。 

しかし、国民年金手帳記号番号払出簿を見ると、申立人の国民年金手帳記号

番号は昭和 48年４月 24日に払い出されており、この手帳記号番号払出時点に

おいて、申立期間のうち、39年６月から 45年 12月までの国民年金保険料は、

制度上、納付することができず、46年１月から 47年３月までの保険料は過年

度保険料となり、区役所で納付することはできない。 

また、当時は、特例納付実施期間には当たっていないことから、申立期間の

国民年金保険料を特例納付することもできない。 

さらに、一括納付したとする国民年金保険料額等についての申立人の妻の記

憶も明確でない。 

加えて、申立期間の国民年金保険料を納付することが可能な別の国民年金手

帳記号番号の払出しについて、国民年金手帳記号番号払出簿の縦覧調査及び氏

名の別読み検索などを行ったが、申立人に別の手帳記号番号が払い出されたこ



とをうかがわせる事情等は見当たらなかった。 

このほか、申立人及び申立人の妻から、申立期間の国民年金保険料納付をめ

ぐる事情を酌み取ろうとしたが、新たな周辺事情を見いだすことはできなかっ

た。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 3784 

 

第１ 委員会の結論 

      申立人の平成３年８月から５年９月までの国民年金保険料については、免除

されていたものと認めることはできない。 

 

第２  申立の要旨等 

    １  申立人の氏名等 

        氏    名  ：  男 

        基礎年金番号  ：   

        生 年 月 日        ：  昭和 30年生 

        住    所  ：   

 

    ２  申立内容の要旨 

         申 立 期 間 ：  平成３年８月から５年９月まで 

    申立期間当時は大学院生で、アルバイトと奨学金で生活していたため、経

済的に苦しくなり、保険料の免除申請手続をした。 

手続した場所はＡ社会保険事務所（当時）であったのか、Ｂ市Ｃ区役所

であったのかは定かではないが、申立期間の保険料が未納とされているこ

とは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の国民年金保険料について、免除申請手続をしたはずで

あるのに、未納の記録とされているのは納得できないとしている。 

そこで、申立人が所持する領収証書を見ると、年度途中に当たる申立期間直

後の平成５年 10月から６年３月までの国民年金保険料について、７年 11月に

過年度納付していることが確認できる。 

一方、国民年金保険料の免除を受けるためには、毎年度申請する必要があり、

当時、保険料を納付することが経済的に困難な場合には、申請した月の前月か

らその年度の末日までの承認が通例であったところ、仮に申立期間について免

除承認されていたとした場合、申立期間は３年度分にわたることになるが、２

年目の平成４年度は１年間分であるものの、３年目の５年度は４月から９月ま

での６か月のみであり、申立人主張のように経済的に苦しいにもかかわらず、

年度の前半分のみ免除承認を受けたとは考え難い。 

これらのことから判断すると、申立期間及びその直後の期間の国民年金保険

料は、免除ではなく未納となっていたものと考えられ、平成７年 11 月の時点

において、制度上、納付可能な期間についてのみ過年度納付したものの、申立

期間の保険料については、時効により納付できなかったと考えるのが自然であ



る。 

また、昭和 59 年度以降の社会保険オンラインシステムの導入により人的過

誤の発生する恐れが減少したとされる時期において、行政庁が申立期間中に３

回にわたり誤った事務処理を繰り返したとも考え難い。 

さらに、申立期間の国民年金保険料について、免除申請手続をすることが可

能な別の国民年金手帳記号番号の払出しについて、氏名の別読み検索などを行

ったが、申立人に別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情等

は見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を免除されていたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 3785 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 61 年８月から同年 12 月までの期間、63 年４月から平成元年

８月までの期間、同年 10 月から２年 1 月までの期間並びに同年３月及び同年

４月の国民年金保険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等   

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 41年生 

住        所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 61年８月から同年 12月まで 

          ② 昭和 63年４月から平成元年８月まで 

          ③ 平成元年 10月から２年１月まで 

          ④ 平成２年３月及び同年４月 

時期は覚えていないが、父親が私の国民年金の加入手続をしてくれたと思

う。 

申立期間①については昭和 62 年 1 月に、申立期間②については平成元年

９月に、申立期間③については２年２月及び申立期間④については同年５月

に、父親がそれぞれさかのぼって納付してくれたと思う。 

昭和 62年１月から 63年３月までの保険料、また、申立期間②、③及び④

に挟まれた１か月の保険料はそれぞれ納付済みであり、申立期間の保険料が

未納とされているのは納得できない。 

また、平成２年５月以降は完納していることや、17年 12月５日以降は国

民年金基金に加入していることも判断材料にしてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、父が、申立期間①については昭和 62 年１月に、申立期間②につ

いては平成元年 9月に、申立期間③については２年２月及び申立期間④につい

ては同年５月に、それぞれさかのぼって納付したと申し立てている。 

しかし、国民年金手帳記号番号払出簿を見ると、申立人の国民年金手帳記号

番号は平成元年４月 10 日に払い出されており、この手帳記号番号払出時点に

おいて、申立期間①の国民年金保険料については、制度上、納付することがで

きない。 



また、納付記録をみると、申立期間②直後の平成元年９月の国民年金保険料

については３年 10月 29日に過年度納付し、また、申立期間③直後の２年２月

の保険料については４年４月１日に過年度納付していることが確認でき、それ

ぞれの過年度納付の時点において、申立期間②及び③の保険料は時効により納

付できなかったと考えるのが自然である。 

さらに、申立人の国民年金保険料の納付を担っていたとする申立人の父の納

付記録をみても、申立期間②、③及び④の保険料は未納と記録されている。 

加えて、申立人は、申立期間①、②、③及び④の国民年金保険料として合計

で約 10 数万円を納付したはずであるとも陳述しているものの、申立期間の保

険料合計額は 21万 6,300円であり、金額が大幅に相違する。 

このほか、申立期間の国民年金保険料納付が可能な別の国民年金手帳記号番

号の払出しについて、国民年金手帳記号番号払出簿の縦覧調査及び氏名の別読

み検索を行ったが、申立人に別の手帳記号番号が払い出されていたことをうか

がわせる事情等は見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 

 



                    

  

大阪国民年金 事案 3791 

 

第１ 委員会の結論 

      申立人の昭和 63 年４月及び同年５月の国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２  申立の要旨等 

    １  申立人の氏名等 

        氏    名 ： 男 

        基礎年金番号 ：  

生 年 月 日       ： 昭和 38 年生 

        住    所 ：  

 

    ２  申立内容の要旨 

        申 立 期 間       ： 昭和 63 年４月及び同年５月 

        私は、大学卒業後の昭和 62 年４月に就職した会社が厚生年金保険に

加入していなかったため、約１年後の 63 年４月又は同年５月ごろ、Ａ

市役所で国民年金の加入手続を行い、その際、私が同市役所で申立期間

の保険料を納付したと思うが、どのように納付したのか定かでなく、保

険料額も覚えていない。 

私は、自身の所持する年金手帳に記載されている「初めて国民年金の

被保険者となった日」が昭和 63 年４月１日とされているため、このこ

ろ加入手続をしたと信じており、保険料を納付する意思があったので加

入手続をしたと思っている。 

申立期間について、納付済期間に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 63 年４月又は同年５月ごろ国民年金の加入手続を行い、

そのころ申立期間の国民年金保険料を、市役所で納付したと申し立ててい

る。 

 しかし、申立人に係る国民年金記録をみると、申立人の国民年金手帳記

号番号は、その前後の手帳記号番号で払い出された被保険者の資格取得手

続日から平成５年 10 月ごろに払い出されたことが推認される。 

また、払出日ごろに、昭和 63 年４月１日付けで申立人の国民年金の資

格の取得、同年６月１日付けで資格の喪失及び平成５年９月１日付けで資

格の再取得がオンライン記録に入力されたことが確認できる。これらのこ

とから、申立期間は、当該入力処理により生じた国民年金の未納期間であ

ることが確認でき、これらの加入手続又は入力処理の時点において、申立



                    

  

期間の保険料は、制度上、時効により納付することができない上、申立期

間は当該入力処理が行われるまでの間、国民年金の未加入期間であったこ

とが推認される。 

さらに、申立人に係る複数の氏名別読みによる検索を行ったが、申立人

に対して別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情は

見当たらない。 

加えて、申立人が、申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書（控）等）は無く、申立期間の保険料が納付され

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年

金保険料を納付したものと認めることはできない。 



                    

  

大阪国民年金 事案 3792 

 

第１ 委員会の結論 

      申立人の昭和 51 年 10 月から 53 年８月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２  申立の要旨等 

    １  申立人の氏名等 

        氏    名 ： 女 

        基礎年金番号 ：  

生 年 月 日       ： 昭和 25 年生 

        住    所 ：  

 

    ２  申立内容の要旨 

        申 立 期 間       ： 昭和 51 年 10 月から 53 年８月まで 

        私は、会社を退職後２年以内に厚生年金保険から国民年金への切替手

続をしなければ、厚生年金保険が無効になると聞いていたため昭和 53

年の夏ごろ、Ａ市役所で国民年金の加入手続を行い、当日又はそれから

間もない時期に、同市役所でそれまで未納となっていた申立期間の国民

年金保険料を一括して納付したと思う。 

さかのぼって保険料を納付したのはこの１回限りで、納付した保険料

額は、８万円から 10 万円程度であったと思う。 

申立期間について、納付記録が無く、未納とされていることに納得で

きない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 53 年の夏ごろに国民年金の加入手続を行い、そのころ

市役所において申立期間の国民年金保険料を納付したと申し立てている。 

そこで、申立人に係る国民年金記録をみると、申立人の国民年金手帳記

号番号は、昭和 53 年９月ごろに払い出されているところ、同年９月から

の保険料が納付され、同年 10 月からの保険料が口座振替により納付され

たことが、申立人に係る特殊台帳及びＡ市の被保険者台帳から確認できる。

この手帳記号番号の払出日からみると、申立期間のうち、同年３月以前の

保険料は過年度保険料となり、市役所で納付することはできない。 

また、申立人は上述のとおり納付済みの昭和 53 年９月の保険料は、納

付書で納付されたことが推認されるところ、申立期間の保険料を納付する

ためには、このほか現年度保険料及び過年度保険料の計２枚の納付書が必

要であるが、当時、申立人が受領した納付書は１枚であったとしており、

申立人の陳述と符合しない。 

さらに、申立人は、申立期間の保険料としてさかのぼって納付した額は

８万円から 10 万円程度であったと記憶しているところ、申立期間の納付



                    

  

に必要な保険料額とかい離しており、陳述と符合しない。 

加えて、申立人が、申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書（控）等）は無く、申立人の申立期間の保険料が

納付されていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年

金保険料を納付したものと認めることはできない。 



                    

  

大阪国民年金 事案 3793 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 36 年４月から 40 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和８年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 36 年４月から 40 年３月まで 

私は、昭和 39 年５月に結婚するまでの間、自宅で家事手伝いをして

いたが、そのころに両親又は長兄が私の国民年金加入手続をした上、申

立期間のうち、36 年４月から私が結婚した 39 年５月ごろまでの国民年

金保険料を自宅に来た集金人に納付してくれたと思う。 

加入当時、長兄はＡ職をしていたので、両親に家族の国民年金への加

入及び納付を勧めていたことを覚えている。 

また、結婚後は夫が、私の国民年金の氏名変更手続等を行って、申立

期間のうち、結婚後の昭和 39 年６月ごろ以降の保険料を納付してくれ

たと思うので、夫が夫婦二人分の保険料を納付していたのに、私だけが

未納と記録されていることに納得できない。 

申立期間の保険料は納めているので、納付済期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 36 年ごろに両親又は長兄が申立人の国民年金加入手続

を行い、申立期間のうち、同年４月から結婚した 39 年５月ごろまでの国

民年金保険料は両親又は長兄が、結婚後の同年６月ごろ以降の保険料を夫

がそれぞれ納付してくれていたと申し立てている。 

しかし、申立人の国民年金記録をみると、国民年金手帳記号番号は、昭

和 40 年５月ごろに払い出されている上、同年４月１日付けで国民年金被

保険者の資格を取得していることが、申立人に係る特殊台帳及びＢ市の被

保険者名簿に記載されており、記録上、申立期間当時、国民年金の未加入

者であったことが確認できる。国民年金の未加入者は、未加入期間の国民

年金保険料を納付することができないため、制度上、申立人は申立期間の

保険料を納付することができない。 

また、申立人は申立期間の保険料納付に直接関与しておらず、申立期間

のうち、昭和 36 年４月から 39 年５月ごろまでの保険料を納付したとする



                    

  

両親及び長兄は既に死亡しており、当時の国民年金への加入状況及び申立

期間のうち、36 年４月から 39 年５月ごろまでの保険料納付状況等の詳細

は不明である上、申立期間のうち、同年６月ごろ以降の保険料を納付して

いたとする夫から、申立期間当時の保険料納付をめぐる事情等を酌み取ろ

うとしても、納付をしたことをうかがわせる周辺事情は見いだせなかった。 

さらに、申立人に係る複数の氏名別読みによる検索及び申立期間に申立

人が居住していたとする住所地を管轄する社会保険事務所（当時）が保管

する国民年金手帳記号番号払出簿の内容の調査、確認をしたが、申立人に

対して別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情は見

当たらない。 

加えて、申立人の両親、長兄又は夫が申立期間の保険料を納付していた

ことを示す関連資料（家計簿、確定申告書（控）等）は無く、申立期間の

保険料が納付されていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                    

  

大阪国民年金 事案 3794 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 42 年 12 月から 46 年３月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42 年 12 月から 46 年３月まで 

私が 20 歳になったころ、国民年金に加入することは義務だと思い、

場所などの記憶は定かでないが、自分で加入手続をしたと思う。 

私は、加入当初に 400 円ぐらいの国民年金保険料を納付した記憶があ

るが、何か月の保険料であったかは覚えていない。 

20 歳の時から保険料を納付してきたにもかかわらず、申立期間の保

険料が未納と記録されていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、20 歳に到達したころ、自身で国民年金の加入手続を行い、

申立期間の国民年金保険料を納付していたと申し立てている。 

しかし、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 47 年９月ごろに払い

出されていることが確認でき、この手帳記号番号を使用して申立期間の保

険料は現年度納付できず、一部期間の保険料は、制度上、時効により納付

することができない。 

また、申立人に係る氏名別読み検索及び申立期間に申立人が居住してい

た住所地を管轄する社会保険事務所（当時）が保管する手帳記号番号払出

簿の内容の調査、確認をしたが、申立人に対して別の国民年金手帳記号番

号が払い出されていたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

さらに、申立人は、20 歳のころに自身で国民年金加入手続を行い、申

立期間の保険料を納付してきたと陳述するのみで、申立人から当該期間の

保険料納付をめぐる事情等を酌み取ろうとしても、納付をしたことをうか

がわせる周辺事情は見いだせなかった。 

加えて、申立人が、申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書（控）等）は無く、申立期間の保険料が納付され

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                    

  

大阪国民年金 事案 3795 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 44 年６月から 45 年５月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44 年６月から 45 年５月まで 

 私が所持する年金手帳は、申立期間当時に勤務していたＡ業務店の

店主の先生から受け取ったものだと思う。その手帳には国民年金の資

格取得日が昭和 44 年＊月＊日と記載されており、私が 20 歳になった

ころ、先生が私の国民年金の加入手続をしてくれたものと思う。 

私は、申立期間の国民年金保険料を定期的に職場のＡ業務店に来る

自治会又は婦人会の集金人に納付していた。 

しかし、ねんきん特別便を見ると、申立期間の保険料が未納と記録

されていた。 

申立期間の保険料が未納と記録されていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 44 年＊月ごろに、勤務先の店主が申立人の国民年金加

入手続を行い、自身で申立期間の保険料を定期的に集金人に納付していた

と申し立てている。 

そこで、申立人に係る国民年金記録をみると、申立人の所持する国民年

金手帳の手帳発行日欄に昭和 45 年８月 24 日の日付印が押されている上、

申立人の国民年金手帳記号番号は、同年９月ごろに払い出されており、申

立人の国民年金加入手続は、同年８月ごろに行われたものと推認される。 

しかし、この手帳記号番号を使用して申立期間のうち、昭和 45 年３月

以前の保険料は過年度保険料となり、基本的に現年度保険料しか取り扱わ

ない集金人に納付することはできず、申立人の陳述と符合しない。 

また、申立期間当時の現年度保険料の収納は印紙検認方式であったとこ

ろ、申立人が所持する国民年金手帳の昭和 45 年度国民年金印紙検認記録

欄には、申立期間直後の昭和 45 年６月から同年 12 月までの検認印は押さ

れているものの、申立期間のうち、同年４月及び同年５月の欄に検認印は

押されていない。 



                    

  

さらに、申立人に係る複数の氏名別読みによる検索及び申立期間に申立

人が居住していたとするＢ市を管轄する社会保険事務所（当時）が保管す

る国民年金手帳記号番号払出簿の内容の調査、確認をしたが、申立人に対

して別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情は見当

たらない。 

加えて、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書（控）等）は無く、保険料が納付されていたことを

うかがわせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                    

  

大阪国民年金 事案 3796 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 59 年 12 月から平成元年５月までの国民年金保険料につい

ては、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 37 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 59 年 12 月から平成元年５月まで 

 私は、市役所から国民年金に加入するようにとのはがきを受け取っ

たことから、平成元年４月又は同年５月ごろに市役所に出向き、国民

年金の加入手続をしたと思う。 

 加入手続の際、職員から未納期間の保険料をさかのぼって納付すれ

ば、将来、もらえる年金額が増えると聞き、後日、金融機関から 30 万

円前後又は 20 万円前後の預金を引き出して、市役所又は金融機関の窓

口で申立期間の保険料をまとめて納付した。 

 申立期間の保険料は納付していると思うので、記録をよく調べてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、平成元年４月又は同年５月ごろ、国民年金の加入手続を行い、

後日、申立期間の保険料を市役所又は金融機関で納付したと申し立ててい

る。 

そこで、申立人に係る国民年金記録をみると、申立人の国民年金手帳記

号番号は平成３年７月ごろに払い出されている上、申立人に係るＡ市の国

民年金被保険者記録の国民年金資格取得届欄に同年６月 11 日と記録され

ていることが確認でき、申立人は、早くても同年６月ごろに国民年金の加

入手続を行ったことが推認される。このことから、申立人が国民年金の加

入手続を行った時点において、申立期間のうち、元年４月以前の保険料は、

制度上、時効により納付することができない。 

また、オンライン記録から、申立人は申立期間直後の平成元年６月から

３年３月までの保険料を、同年７月８日に過年度納付していることが確認

できるところ、この時点において、申立期間のうち、元年５月以前の保険

料は、制度上、時効により納付することができない。 

さらに、申立人に係る複数の氏名別読みによる検索を行ったが、申立人



                    

  

に対して別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情は

見当たらない。 

加えて、申立人が、平成３年７月に過年度納付した保険料の合計は、18

万 800 円であり、申立人が記憶する一括納付した 20 万円前後の保険料に

ついては、その時点で納付可能な期間の過年度保険料であった可能性も否

定できない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                    

  

大阪国民年金 事案 3797 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 57 年８月から 59 年９月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 37 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 57 年８月から 59 年９月まで 

 私が結婚する時、父から年金手帳を渡してもらい、学生の私に代わ

り国民年金の加入手続を行い、私が 20 歳の時から国民年金保険料を納

付してくれていたということを聞いた。 

当時、父は収入が多く税率が高かったので、税金の控除のために毎

月月末に自宅に来る銀行員を通じて、私の保険料を納付してくれてい

たそうだ。 

 申立期間の保険料は、父親が納付してくれていると思うので、もう

一度よく調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立人が 20 歳になったころ、父が申立人の国民年金加入手

続を行い、申立期間の国民年金保険料を納付してくれていたと申し立てて

いる。 

そこで、申立人の国民年金記録をみると、申立人の国民年金手帳記号番

号は、その前後の手帳記号番号で払い出された任意加入被保険者の国民年

金資格の取得日から昭和 60 年７月 15 日ごろに、その弟と連番で払い出さ

れていることが推認される。この手帳記号番号を使用して申立期間の保険

料は、現年度納付することはできず、一部期間の保険料は、制度上、時効

により納付することができない。 

また、上述のとおり、申立期間の保険料は現年度納付することができな

いため、父が、毎月自宅に来る銀行員に定期的に保険料を納付したとする

申立人の陳述と符合しない。 

さらに、申立人に係る複数の氏名別読みによる検索及び申立期間に申立

人が居住していたＡ市を管轄する社会保険事務所（当時）が保管する国民

年金手帳記号番号払出簿の内容の調査、確認をしたが、申立人に対して別

の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情は見当たらな



                    

  

い。 

加えて、申立人は申立期間の保険料納付に直接関与していない上、保険

料を納付したとする申立人の父から申立期間の具体的な納付状況等につい

ての陳述が得られず、当時の国民年金への加入状況、申立期間の納付状況

などの詳細は不明である。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                    

  

大阪国民年金 事案 3798 

 

第１ 委員会の結論 

      申立人の昭和 47 年 11 月から 50 年 11 月までの期間及び 51 年４月から

52 年３月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと

認めることはできない。 

 

第２  申立の要旨等 

    １  申立人の氏名等 

        氏    名 ： 女 

        基礎年金番号 ：  

生 年 月 日       ： 昭和 27 年生 

        住    所 ：  

 

    ２  申立内容の要旨 

        申 立 期 間       ： ① 昭和 47 年 11 月から 50 年 11 月まで 

                 ② 昭和 51 年４月から 52 年３月まで 

私は、自宅近くのＡ市内にあったＢ業務店に昭和 49 年１月ごろから

勤め始め、時期などの詳しいことは覚えていないが、店舗に来る集金

人に夫婦二人の国民年金加入手続を行い、その後、私は、Ｂ業務店の

オーナー及び同僚と一緒に、毎月店舗に来る集金人に申立期間①の夫

婦二人分の保険料を納付していたと思う。 

その後、いったん、Ｂ業務店を退職したが、昭和 51 年５月又は同年

６月ごろから、再び同じＢ業務店に勤務し、申立期間①と同様に申立

期間②の保険料の納付を再開したと思う。 

私は、申立期間①及び②の保険料について、さかのぼってまとめて

納付したことは無く、毎月、保険料を納付してきたと思うのでもう一

度よく調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 49 年１月ごろからＢ業務店勤務を始め、その後、集金

人を通じて夫婦二人の国民年金加入手続を行い、夫婦二人分の申立期間①

及び②の国民年金保険料を、自身が毎月、集金人に納付していたと申し立

てている。 

しかし、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 52 年３月ごろ、その

夫と連番で払い出されていることが確認でき、この手帳記号番号を使用し

て申立期間①の保険料は現年度納付できない上、一部期間の保険料は、制

度上、時効により納付することはできない。 

また、申立期間①のうち、時効により納付できない期間以外の保険料は、

過年度保険料となるため集金人に納付することができない上、申立人が一

緒に夫婦二人分の保険料を納付していたとする申立人の夫についても、申



                    

  

立期間①のうち、厚生年金保険被保険者期間を除く昭和 49 年 12 月から

50 年 11 月までの期間及び申立期間②の保険料は未納であるなど、申立人

の陳述と符合しない。 

さらに、申立期間②について、申立人は、毎月、集金人に現年度納付し、

まとめてさかのぼって保険料を納付したことは無いとしている。 

加えて、申立人に係る旧姓を含む複数の氏名別読みによる検索及び申立

期間当時に申立人が居住していた住所地を管轄する社会保険事務所（当

時）が保管する国民年金手帳記号番号払出簿の内容の調査、確認をしたが、

申立人に対して別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる

事情は見当たらなかった。 

このほか、申立人が、申立期間①及び②の保険料を納付していたことを

示す関連資料（家計簿、確定申告書（控）等）は無く、申立期間①及び②

の保険料が納付されていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年

金保険料を納付したものと認めることはできない。 



                    

  

大阪国民年金 事案 3799 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 39 年 12 月から 47 年８月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 39 年 12 月から 47 年８月まで 

時期は定かではないが、実兄に勧められたこともあり、Ａ市に転居

後、私が自宅に来る集金人を通じて自身の国民年金加入手続をした。

３か月ごとに自宅に来る集金人に私が国民年金保険料を納付し、その

際、国民年金手帳に検認印を押してもらっていた。 

加入当初の保険料は月額 300 円（３か月で 900 円）だった。 

昭和 42 年４月ごろ、Ａ市内で転居したが、引き続き同じ集金人が自

宅に集金に来ていた。 

申立期間については、保険料を納付していた記憶があるので、納付済

期間と認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 38 年９月ごろにＡ市に転居後、時期は定かではないが、

国民年金加入手続を行い、申立期間の国民年金保険料を自宅に来る集金人

に納付していたと申し立てている。 

しかし、申立人の国民年金記録をみると、申立人が国民年金の任意加入

被保険者資格を取得したのは、昭和 47 年９月 19 日であることが、申立人

の所持する国民年金手帳、申立人に係るＡ市の国民年金被保険者名簿及び

特殊台帳の記載により確認できる上、申立人の国民年金手帳記号番号も同

年 10 月ごろに払い出されており、申立人の国民年金加入手続は同年９月

19 日に行われたことが推認される。国民年金の任意加入被保険者は、加

入日に国民年金の被保険者資格を取得するため、申立期間は国民年金の未

加入期間となり、制度上、申立人は国民年金保険料を納付することはでき

ない。 

また、Ａ市では、申立期間当時の保険料収納は、印紙検認方式であった

としているところ、申立人の所持する国民年金手帳を見ると、昭和 47 年

度国民年金印紙検認記録欄の昭和 47 年４月から同年８月までの欄に「不



                    

  

要」と押印され、申立期間直後の同年９月から検認印が押されていること

が確認できる。 

さらに、申立人に係る複数の氏名別読みによる検索及び申立期間当時に

申立人が居住していたＡ市を管轄する社会保険事務所（当時）が保管する

国民年金手帳記号番号払出簿の調査、確認をしたが、申立人に対して別の

国民年金手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情は見当たら

ない。 

加えて、申立人が、申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資

料（家計簿、確定申告（控）等）は無く、申立期間の保険料が納付されて

いたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認めることはできない。



                    

  

大阪国民年金 事案 3800 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 42 年 12 月から 54 年３月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42 年 12 月から 54 年３月まで 

    私が会社を退職して実家の自営業を手伝うようになった昭和 42 年 12

月ごろ、父が市役所で私の国民年金の加入手続をしてくれたと思う。 

加入後、私は結婚するまでの間、市役所から送付されてきた納付書で

金融機関から国民年金保険料を納付し、結婚後は妻が、私の保険料を金

融機関から納付してくれた。 

保険料を滞納したり、さかのぼってまとめて納付したことは無く、定

期的に納付していたと思う。 

申立期間の保険料は納付したはずなのに、未納と記録されており納得

できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、厚生年金保険被保険者資格の喪失後の昭和 42 年 12 月ごろに、

父が申立人の国民年金加入手続を行い、申立期間のうち、結婚前の 47 年

12 月ごろまでは自身で、結婚後の 48 年１月ごろ以降は妻が、それぞれ国

民年金保険料を納付していたと申し立てている。 

しかし、申立人の国民年金手帳記号番号は、その前後の手帳記号番号で

払い出された任意加入被保険者の資格取得日から、昭和 55 年４月ごろに

払い出されていることが確認でき、この手帳記号番号を使用して申立期間

の保険料は、現年度納付できず、大半の期間の保険料は、制度上、時効に

より納付することができない。 

また、Ａ市では、納付書方式による保険料の収納が開始されたのは、昭

和 52 年 12 月以降であったとしており、申立人の陳述と符合しない。 

さらに、申立人に係る複数の氏名別読みによる検索及び申立期間に申立

人が居住していたＡ市を管轄する社会保険事務所（当時）が保管する国民

年金手帳記号番号払出簿の内容の調査、確認したが、申立人に対して別の

国民年金手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情は見当たら



                    

  

ない。 

加えて、申立人又はその妻が、申立期間の保険料を納付していたことを

示す関連資料（家計簿、確定申告書（控）等）は無く、ほかに申立期間に

ついて保険料が納付されていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらな

い。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認めることはできない。



                    

  

大阪国民年金 事案 3801 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 58 年１月から同年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 58 年１月から同年３月まで 

    ｢年金加入記録のお知らせ｣が届き、見てみたら全額免除月数が夫は６

か月、私は３か月になっているが、免除申請をした記憶が無く、結婚し

て以来、私が夫婦二人分の保険料を納付している。免除になっている期

間は、市役所から委託されていた集金人に保険料を納付していたはずで

あり、何かの間違いでどなたかの分と間違って処理されたのではないか

と推測している。一緒に夫婦二人分の保険料を納付しているのに、夫と

私の免除期間が違うというのもおかしい。 

    申請免除記録を納付記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の夫婦二人分の保険料は集金人に一緒に納付してい

たと申し立ている。 

そこで、申立人と一緒に夫婦二人分の保険料を納付したとする申立人の

夫の納付状況をみると、夫も申立期間を含む昭和 57 年 10 月から 58 年３

月までが申請免除の記録になっていることが、特殊台帳及びＡ市のオンラ

イン化された国民年金被保険者名簿から確認できる。 

また、申立人夫婦の特殊台帳の免除の記録について不自然さは見られず、

市と社会保険庁（当時）が同時に、夫婦共に誤って記録したとは考え難い。 

さらに、申立期間当時、Ａ市では機械処理により作成された納付書によ

る納付方式であり、また収納業務は OCR 処理を行っており、収納誤りが生

じる可能性は低かったと考えられる。 

加えて、申立人が申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（家

計簿、確定申告書（控）等）は無く、ほかに納付をうかがわせる周辺事情

も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                    

  

大阪国民年金 事案 3802 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 57 年 10 月から 58 年３月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 57 年 10 月から 58 年３月まで 

    ｢年金加入記録のお知らせ｣が届き、見てみたら全額免除月数が私は６

か月、妻は３か月になっているが、免除申請をした記憶が無く、結婚し

て以来、妻が夫婦二人分の保険料を納付している。免除になっている期

間は、市役所から委託されていた集金人に保険料を納付していたはずで

あり、何かの間違いでどなたかの分と間違って処理されたのではないか

と推測している。一緒に夫婦二人分の保険料を納付しているのに、私と

妻の免除期間が違うというのもおかしい。 

    申請免除記録を納付記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の夫婦二人分の保険料は集金人に一緒に納付してい

たと申し立ている。 

そこで、申立人と一緒に夫婦二人分の保険料を納付したとする申立人の

妻の納付状況をみると、妻も申立期間のうち、昭和 58 年１月から同年３

月までが申請免除の記録になっていることが、特殊台帳及びＡ市のオンラ

イン化された国民年金被保険者名簿から確認できる。 

また、申立人夫婦の特殊台帳の免除の記録について不自然さは見られず、

市と社会保険庁（当時）が同時に、夫婦共に誤って記録したとは考え難い。 

さらに、申立期間当時、Ａ市では機械処理により作成された納付書によ

る納付方式であり、また収納業務は OCR 処理を行っており、収納誤りが生

じる可能性は低かったと考えられる。 

加えて、申立人が申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（家

計簿、確定申告書（控）等）は無く、ほかに納付をうかがわせる周辺事情

も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                    

  

大阪国民年金 事案 3803 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 57 年７月から 59 年７月までの国民年金保険料については、

免除されていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 35 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 57 年７月から 59 年７月まで 

    私は、会社を退職した直後の昭和 57 年７月ごろに国民年金の加入手

続を行い、保険料については免除申請の手続を行った。58 年３月に結

婚した後も夫の収入が安定していなかったので、保険料の免除申請を

行った。Ｂ職であった父からは、国民の義務は果たすよういつも言わ

れていたこともあり、手続は欠かしたことはない。私の保険料の記録

が免除とされていないのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、会社を退職した直後の昭和 57 年７月ごろに国民年金の加入

手続を行うとともに、保険料については免除申請の手続を行い、結婚した

58 年３月から 59 年７月までの保険料についても免除申請を行ったと申し

立てている。 

そこで、申立人の国民年金加入手続時期をみると、申立人の国民年金手

帳記号番号は、昭和 59 年 11 月１日に夫婦連番で払い出されていることが

同手帳記号番号払出簿から確認でき、国民年金被保険者資格の取得日につ

いては、申立期間後の同年８月 26 日となっていることがＡ市の被保険者

名簿から確認できる。このことから、申立期間は国民年金未加入期間であ

り、免除申請はできない。 

また、申立人が所持する国民年金手帳を見ても、結婚前の姓の記載が無

く、記載されている住所は結婚後の住所地である上、昭和 59 年８月 26 日

に被保険者となったことが確認できる。 

さらに、申立人に別の手帳記号番号が払い出された可能性について手帳

記号番号払出簿を調査するとともに、各種氏名検索を行ったが、申立人に

別の手帳記号番号が払い出された形跡は見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年

金保険料を免除されていたものと認めることはできない。 



                    

  

大阪国民年金 事案 3804 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 38 年４月から 41 年７月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 38 年４月から 41 年７月まで 

私の国民年金は、20 歳になった昭和 38 年＊月ごろに、母が加入手続

をし、保険料も納付していたと母から聞いている。当時の保険料は納め

ていたはずなので未納とされているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、20 歳になった昭和 38 年＊月ごろに、母親が加入手続をし、

保険料も母親が納付していたと申し立てている。 

   そこで、申立人の国民年金手帳記号番号払出時期をみると、昭和 41 年

６月３日に申立人の母親と連番で払い出されていることが、手帳記号番号

払出簿から確認でき、20 歳になった時に母親が国民年金の加入手続を行

ったとの申立てに符合しない。 

また、申立人の母親は、手帳記号番号の払出時点で 49 歳であり、国民

年金の受給権を確保するには 11 年以上の保険料の納付が必要となること

から、特別適用によって払い出されたものと推定でき、母親の手続時に申

立人の加入手続も一緒に行われたものとみられる。 

さらに、申立人の母親の納付記録をみると、昭和 36 年４月から 51 年

11 月までの保険料が納付されていることが確認できるが、手帳記号番号

の払出時点で時効となっている 39 年３月までの保険料は、45 年７月から

47 年６月までの期間若しくは 49 年１月から 50 年 12 月までの期間のいず

れかの特例納付の時期に納付されたものとみられるところ、いずれの時期

も申立人は厚生年金保険被保険者期間であったことから、申立期間の保険

料を母親が納付したとは考え難い。 

加えて、申立人は、国民年金の加入手続及び保険料納付に直接関与して



                    

  

おらず、納付していたとする母親からも、高齢のため、当時の状況等につ

いて、具体的な陳述を得ることはできなかった。 

そのほか、別の国民年金手帳記号番号による納付の可能性について、別

の読み方による氏名検索を行ったが、その記録は見当たらず、申立人が申

立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情等も見当たら

なかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                    

  

大阪国民年金 事案 3805 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 45 年 12 月から 47 年３月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 45 年 12 月から 47 年３月まで 

    昭和 53 年に会社を退職したときに、母親が国民年金の加入手続をし

てくれ、その際、過去の未納分の保険料をさかのぼって納付できると言

われ、申立期間の保険料も納付してくれたように思う。 

私の年金手帳には、「被保険者となった日」として昭和 45 年＊月＊

日、「被保険者でなくなった日」として 47 年４月１日の記載がある。

被保険者となった日だけが記載されているのならば、保険料を納付して

いないことも考えられるが、被保険者で無くなった日まで記載されてい

るのは保険料を納付していたからではないか。仮に納付していない場合

も期間だけは記載するのならば、社会人となった 48 年４月１日となる

と思う。 

申立期間の保険料が未納とされているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 53 年に会社を退職した直後、母親が、申立人の国民年

金加入手続を行い、その際、未納となっていた申立期間の保険料をさかの

ぼって納付したと申し立てている。 

そこで、申立人の国民年金加入手続時期をみると、申立人の国民年金手

帳記号番号が昭和 53 年５月 11 日に払い出されていることが、同手帳記号

番号払出簿より確認でき、払出時点において、申立期間の保険料は第３回

特例納付による納付を除き、制度上納付できない。 

また、昭和 53 年７月から 55 年６月の第３回特例納付期間には申立期間

の保険料の納付が可能であるが、申立人は、当時、まだ 20 代であり、特

例納付により年金受給資格を満たす必要性がなかった上、国民年金加入手



                    

  

続及び保険料納付に直接関与しておらず、故人である申立人の母親が行っ

ていたと陳述している。このため、納付状況などを明らかにする陳述を得

ることができなかったほか、申立期間の保険料を納付したことをうかがわ

せる周辺事情等も見当たらなかった。 

さらに、別の国民年金手帳記号番号による納付の可能性について、別の

読み方による氏名検索を行ったほか、当時の住所地を管轄する社会保険事

務所（当時）で国民年金手帳記号番号払出簿を縦覧調査したが、その形跡

は見当たらず、申立人に対して別の国民年金手帳記号番号が払い出されて

いたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                    

  

大阪国民年金 事案 3806 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成８年４月から 10 年 11 月までの保険料については、免除さ

れていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 42 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成８年４月から 10 年 11 月まで 

私は、平成５年５月に来日して、国民年金に加入した。７年４月から

Ａ大学に在学しており、大学の学生課から教えられて学生免除の申請を

行っていた。最初の年は学生課を通して申請し、２年目からは免除申請

の用紙が自宅に郵送され、その用紙に住所及び氏名を記入し、押印した

後、同封されていた封筒で送り返したのを覚えている。それにもかかわ

らず、申立期間が未納とされている。申立期間が免除期間であると認め

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、平成５年５月に国民年金に加入し、Ａ大学に在学していた申

立期間は保険料免除の申請を行ったと申し立てている。 

そこで、申立期間についてオンライン記録をみると、申立人が申立期間

の保険料を申請免除された形跡は見当たらない。申立期間当時の保険料の

免除申請手続は、申請受付後の事務処理を機械化により行っており、オン

ライン記録に登録されないまま免除が承認されるとは考え難い。 

また、申立期間直後の平成 10 年 12 月から 11 年３月までの免除申請は、

オンライン記録から同年１月 29 日に申請されていることが確認できる。

仮に申立期間が申請免除であった場合、平成９年度に続く 10 年度の免除

申請は、平成 10 年４月から 11 年３月までとなっているはずであり、同年

１月 29 日に 10 年 12 月から 11 年３月までの免除申請をしているのは不自

然である。 

さらに、機械化による事務処理では、記録が変更された場合にはその履

歴が記録されるが、申立人については記録を変更した形跡は見当たらない。 



                    

  

加えて、別の国民年金手帳記号番号による免除申請の可能性について、

類似した氏名を含む氏名検索を行ったが、その形跡は見当たらず、申立人

に対して別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせ

る事情は見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年

金保険料を免除されていたものと認めることはできない。 



                    

  

大阪国民年金 事案 3807 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 48 年１月から同年 12 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

住 所 ：  

  

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 48 年１月から同年 12 月まで 

    昭和 48 年１月にＡ市に転居したため、妻が市役所の出張所の国民年

金課で住所変更の手続をした際に、市役所の人に私も国民年金に加入す

るようにと勧められたことから、妻が加入手続をした。 

    以降は、妻が市役所の出張所で定期的に夫婦二人分の国民年金保険料

を納付していた。 

    申立期間は、妻の保険料が納付済みとされているのに、私の分が未納

とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 48 年１月にＡ市Ｂ出張所において、妻が国民年金の加

入手続をして、以降はその妻が同出張所において定期的に夫婦二人分の保

険料を現年度納付していたと申し立てている。 

そこで、申立人の加入手続時期をみると、申立人の手帳記号番号は、夫

婦が昭和 49 年１月にＡ市から転居したＣ市（現在は、Ａ市。）において、

同年１月に払い出されていることが同払出簿の記録から確認できる。この

場合、前住所地のＡ市Ｂ出張所において 48 年１月に加入したとする申立

人の陳述とは符合しないほか、制度上、居住地ではなかったＡ市に現年度

保険料を納付することはできない。 

また、申立人の妻の所持する年金手帳を見ると、申立期間のうち、昭和

48 年４月から同年 12 月までの保険料は、夫の国民年金手帳記号番号払出

日以前に、Ａ市において現年度納付していることが検認印から確認でき、

妻が夫婦二人分の保険料を一緒に納付していたとする陳述とは符合しない。 

さらに、申立人は、国民年金の加入手続及び保険料の納付については、



                    

  

すべて妻に任せていたとしており、非関与であった。 

加えて、別の手帳記号番号による納付の可能性を検証するため、オンラ

イン記録により別読みによる申立人の氏名確認を行ったほか、当時の住所

地を管轄する社会保険事務所（当時）において同払出簿の内容をすべて確

認したが､別の手帳記号番号の存在はうかがえず、また、申立期間の保険

料納付をうかがわせる周辺事情等も見当たらなかった｡ 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認めることはできない。



                    

  

大阪国民年金 事案 3808 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 54 年７月から同年９月までの期間、55 年１月から同年３

月までの期間、57 年１月から同年３月までの期間、59 年１月から同年３

月までの期間及び 61 年１月から同年３月までの期間の国民年金保険料に

ついては、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 54 年７月から同年９月まで 

② 昭和 55 年１月から同年３月まで 

③  昭和 57 年１月から同年３月まで 

④  昭和 59 年１月から同年３月まで 

⑤  昭和 61 年１月から同年３月まで 

友人に勧められ昭和 53 年 12 月に国民年金に加入した。以後、定期

的に集金人に納付した。催告を受けたことは無く、また、さかのぼっ

て納付したことも無い。しかし、年金記録を確認すると、申立期間が

未納とされていることが分かり納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 53 年 12 月ごろに国民年金に加入し、以後の保険料は定

期的に集金人に納付し、催告を受けたことも無いので納付しているはずで

あると申し立てている。 

そこで、申立人の記録をみると、昭和 53 年 12 月６日に任意加入により

国民年金に加入した直後の 54 年１月に、同年１月の保険料からＡ銀行Ｂ

支店を利用した口座振替による納付方法に、変更の申し出をしていること

が、市の被保険者名簿の記録から確認できる。この場合、定期的に集金人

に納付したとする申立人の陳述とは符合しないほか、申立期間当時の住所

地においては、既に集金人による収納はなされていないことが市の記録か

ら確認できる。 

また、申立人の納付記録をみると、申立期間①及び②は、「振替不能」



                    

  

と明確に記載されていることが市の被保険者名簿から確認できるほか、市

では、振替不能時に再振替を行わず納付書を発行していたとしている。ま

た、申立期間①、②、③及び④の、いずれについても、催告されている形

跡が社会保険庁（当時）の特殊台帳から確認できる。一方で、申立人は、

催告を含め当時の納付方法ついての記憶は定かではない。 

さらに、申立期間は延べ５回に及ぶことから行政側が繰り返して事務処

理を誤るとは考え難い上、申立期間①を除く、いずれの期間についても、

４期分の保険料であるほか、昭和 55 年度及び 59 年度の４期分についても、

口座振替日以外の納付日にて納付していることが市の記録から確認できる。 

これらの点を踏まえると、申立人は、基本的には口座振替による納付を

行っていたものの、残高不足等の理由から振替不能に陥る何らかの事情が

介在し、納付できる期間のみ対応したと考えるのが自然である。 

加えて、申立期間について、保険料納付をうかがわせる周辺事情等も見

当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認めることはできない。



                    

  

大阪国民年金 事案 3809 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 46 年１月から 48 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 46 年１月から 48 年３月まで 

昭和 46 年２月の婚姻を契機にＡ市に転居した。以後、地域の自治会

の集金にて、毎月の保険料を定期的に納付した。48 年にＢ市に転居後、

保険料を納付したか記憶は定かではないが、55 年４月にＣ市に転居後

からは定期的に納付した。年金記録を確認すると、私がＡ市で納付して

いた期間が、納付されていないと分かり納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 46 年２月の婚姻を契機にＡ市に転居し、48 年に転居す

るまでの間、自治会の集金により国民年金保険料を納付したはずであると

申し立てている。 

そこで、申立人の加入記録をみると、昭和 55 年４月 12 日付け任意加入

により、現在の基礎年金番号に当たる手帳記号番号の払出しを受けている

ことが、社会保険庁（当時）及び申立人が所持する年金手帳双方において

確認できる。この場合、申立期間は未加入期間となるため、制度上、保険

料を納付することはできない。 

また、任意加入はさかのぼっての加入はできないことから、加入手続は

資格取得日である昭和 55 年４月 12 日になされたものと推定できる。 

さらに、別の手帳記号番号による納付の可能性を検証するため、別読み

による氏名検索を行ったところ、申立人には、Ｄ県Ｅ市在住時の昭和 42

年＊月に 20 歳到達日を資格取得日として、別の手帳記号番号が払い出さ

れていたことが確認できたものの、この手帳記号番号は、申立人が共済年

金被保険者となったことに伴い、同年 11 月１日に資格を喪失した後、再

取得した形跡は認められない。この場合、この手帳記号番号においても、



                    

  

申立期間は未加入期間となり、制度上、保険料を納付することはできない。

なお、この手帳記号番号については、既に現在の基礎年金番号に統合済み

である。 

加えて、申立期間の保険料納付をうかがわせる周辺事情等も見当たらな

かった。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認めることはできない。



                    

  

大阪国民年金 事案 3810 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 44 年４月から 48 年 12 月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 44 年４月から 48 年 12 月まで 

    姉たちが 20 歳になった時に、父が国民年金の加入手続をし、保険料

を納付してくれていたと、私は姉及び母から聞いている。当然、私につ

いても姉たちと同様、父は加入手続をして保険料を納付してくれていた

はずである。父は既に亡くなっているが、当時は集金人が来ており、年

配の女性だったと姉及び母から聞いている。初めのころは、年金手帳に

領収書を貼付
ちょうふ

させられた記憶もある。父は病を患っている中で商売をし

ながら、苦労して保険料を納めてくれていたので、２年前に急に未納が

あると言われたが、何をどう調査したかの説明も無く、不信が募るばか

りで納得できない。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、20 歳になった時に、父親が姉たちと同様に国民年金の加入

手続をしてくれて、保険料を集金人に納付してくれていたと申し立ててい

る。 

そこで、申立人の国民年金手帳記号番号の払出日をみると、昭和 48 年

11 月 13 日であることが、国民年金手帳記号番号払出簿から確認できる。

この場合、払出時点においては、申立期間のうち、46 年９月以前の保険

料は、時効の成立により、既に納付できない期間となっている。 

また、申立人と３歳違いの姉について、加入手続時期をみると、その姉

が 23 歳であった昭和 44 年５月 24 日に手帳記号番号の払い出しを受けて

いることが同払出簿から確認でき、父は姉たちが 20 歳になった時に国民

年金に加入し保険料を集金人に納付してくれていたとする申立人の陳述と

は符合しない。 



                    

  

さらに、申立人の納付記録をみると、昭和 46 年度から 48 年度までの未

納期間について、49 年度に催告されていることが、特殊台帳から確認で

き、集金人に納付してくれていたとする陳述とは符合しない。 

加えて、別の手帳記号番号による納付の可能性を検証するため、オンラ

イン記録により、旧姓を含めた別読みによる申立人の氏名の確認を行った

ほか、当時の住所地を管轄する社会保険事務所（当時）において同払出簿

の内容をすべて確認したが、申立人に対して別の手帳記号番号の存在はう

かがえず、また、申立期間の保険料納付をうかがわせる周辺事情等も見当

たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認めることはできない。



                    

  

大阪国民年金 事案 3811 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 36 年４月から 40 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正 12 年生 

住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 36 年４月から 40 年３月まで 

国民年金には昭和 36 年４月から夫婦一緒に強制加入したものと長年

思っていた。加入手続については役所が職権で事務処理していたのか

もしれないが、加入後の保険料は、私が夫の分も一緒に、当初は役所

で、その後は長年、毎月来訪してくる同じ町内の女性集金人に納付し

ていたことを覚えている。しかし、今では高齢のため当時の保険料納

付の詳細について記憶は定かでなく、年金を受給して 20 年も経ってい

るので年金手帳もかなり昔に処分してしまったが、同年４月に強制加

入となっているので、その時以来、夫婦二人分の保険料は常に欠かさ

ず納付してきたものと信じてきた。同じＡ市在住時期でも 40 年４月か

ら同年 11 月までは納付済みとされているのに、36 年４月から 40 年３

月までの４年間が未納とされているのは納得できず、調査及び記録の

訂正を求めたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 36 年４月に強制加入したという記録になっているので、

その時以来申立期間の夫婦二人分の保険料を市役所又は集金人に継続して

納付していたはずであると申し立てている。 

そこで、申立人の国民年金手帳記号番号払出時期をみると、昭和 40 年

６月 11 日に夫婦連番で払い出されていることが同記号番号払出簿から確

認できる。この場合、払出時点では、申立期間のうち、38 年３月以前に

ついては、時効の成立により、既に保険料を納付することはできない期間

になっている。また、申立期間のうち、同年４月以降については過年度納

付は可能であったものの、その場合、申立期間の保険料を市役所又は集金



                    

  

人（いずれも過年度保険料は取り扱わない。）に納付していたとする申立

人の陳述とは符合しない。 

また、申立人夫婦の納付記録をみると、そろって加入手続年度となる昭

和 40 年４月から納付を開始し、各々、60 歳に達するまで、申立人は 214

か月、その夫は 170 か月の納付済期間が確保されていることがオンライン

記録から確認できる。この点については、大正生まれであった申立人夫婦

が旧国民年金法の適用対象者として、それぞれ受給要件を充足する期間と

近似している。 

これらの点を勘案すると、申立人夫婦は、受給権確保の観点からなされ

た市の特別適用対策及び納付勧奨を受け、申立期間を除き、そろって受給

権確保に必要となる昭和 40 年４月から保険料納付を開始したと考えるの

が自然である。 

さらに、別の手帳記号番号による納付の可能性を検証するため、オンラ

イン記録により、旧姓を含めた別読みによる申立人の氏名検索を行ったほ

か、当時の住所地を管轄する社会保険事務所（当時）において国民年金手

帳記号番号払出簿の内容をすべて調査したが、申立人について別の手帳記

号番号の存在はうかがえなかった。 

加えて、申立期間の保険料納付をうかがわせる周辺事情等も見当たらな

かった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認めることはできない。



                    

  

大阪国民年金 事案 3812 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 36 年４月から 40 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正８年生 

住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 36 年４月から 40 年３月まで 

国民年金の加入及び保険料納付については妻に任せていたので、私自

身はほとんど記憶は無いが、妻によると、加入手続については役所が

職権で事務処理していたようであるが、昭和 36 年４月に強制加入して

以来、保険料は当初は役所で、その後は長年、毎月来訪してくる同じ

町内の女性集金人に納付していた。しかし、妻も今では高齢のため当

時の保険料納付の詳細については記憶が定かでなく、年金を受給して

20 年も経っているので年金手帳もかなり昔に処分してしまったが、同

年４月に強制加入となっているので、その時以来、妻が夫婦二人分の

保険料を常に欠かさず納付してきたと信じてきた。同じＡ市在住時期

でも 40 年４月から同年 11 月までは納付済みとされているのに、36 年

４月から 40 年３月までの４年間が未納とされているのは納得できず、

調査及び記録の訂正を求めたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 36 年４月に強制加入したという記録になっているので、

その時以来、国民年金に関する事務一切を任せていた妻が、申立期間の夫

婦二人分の保険料を市役所又は集金人に継続して納付していたはずである

と申し立てている。 

そこで、申立人の国民年金手帳記号番号払出時期をみると、昭和 40 年

６月 11 日に夫婦連番で払い出されていることが同記号番号払出簿から確

認できる。この場合、払出時点では、申立期間のうち、38 年３月以前に

ついては、時効の成立により、既に保険料を納付することはできない期間

になっている。また、申立期間のうち、同年４月以降については過年度納



                    

  

付は可能であったものの、その場合、妻が申立期間の保険料を市役所又は

集金人（いずれも過年度保険料は取り扱わない。）に納付していたとする

申立人の陳述とは符合しない。 

また、申立人夫婦の納付記録をみると、そろって加入手続年度となる昭

和 40 年４月から納付を開始し、各々、60 歳に達するまで、申立人は 170

か月、その妻は 214 か月の納付済期間が確保されていることがオンライン

記録から確認できる。この点については、大正生まれであった申立人夫婦

が旧国民年金法の適用対象者として、それぞれ受給要件を充足する期間と

近似している。 

これらの点を勘案すると、申立人夫婦は、受給権確保の観点からなされ

た市の特別適用対策及び納付勧奨を受け、申立期間を除き、そろって受給

権確保に必要となる昭和 40 年４月から保険料納付を開始したと考えるの

が自然である。 

さらに、別の手帳記号番号による納付の可能性を検証するため、オンラ

イン記録により、旧姓を含めた別読みによる申立人の氏名検索を行ったほ

か、当時の住所地を管轄する社会保険事務所（当時）において国民年金手

帳記号番号払出簿の内容をすべて調査したが、申立人について別の手帳記

号番号の存在はうかがえなかった。 

加えて、申立期間の保険料納付をうかがわせる周辺事情等も見当たらな

かった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認めることはできない。 

 



大阪厚生年金 事案 5233 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

    住    所 ：  

                           

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42年６月 26日から 45年４月 17日まで 

    Ａ社を退職後、同社における厚生年金保険加入期間については脱退手当金

を受給したが、社会保険庁（当時）の記録によれば、Ｂ社を退社後、同社に

おける加入期間とＡ社における加入期間を合わせた期間について脱退手当

金を受給したことになっている。 

Ａ社を退職後に脱退手当金を資金として購入したミシンで服を作り、その

服を着てＢ社に通勤していたので、同社を退職後に脱退手当金を受給したこ

とは考えられない。 

Ｂ社の厚生年金保険加入期間については、脱退手当金を請求も受給もして

いないので、厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、社会保険庁の記録上、申立期間と合算して脱退手当金が支給さ

れたこととなっているＡ社における厚生年金保険加入期間については、同社

退職後、社会保険事務所（当時）の職員から説明を受けて脱退手当金を受給

したと主張しているところ、申立期間以前に脱退手当金の支給記録は無いほ

か、Ａ社の厚生年金保険被保険者名簿には脱退手当金の支給を意味する「脱」

が記されていない。 

また、申立人はＡ社の被保険者資格を喪失した約３か月後にはＢ社で被保

険者資格を短期間で再取得していることを踏まえると、この時期に脱退手当

金を受給していたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

さらに、Ｂ社の厚生年金保険被保険者名簿の申立人の欄には脱退手当金の

支給を意味する「脱」の表示が記されているとともに、Ａ社における加入期

間と申立期間とを合算して支給されたこととなっている脱退手当金の支給額



に計算上の誤りは無いなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえず、この

ほかに申立期間を含む脱退手当金を受給したことを疑わせる事情は見当たら

ない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 5234 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和４年生 

住 所 ：  

    

申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 23年７月１日から 26年 11月 24日まで 

             ② 昭和 27年６月１日から 30年１月 26日まで 

   社会保険事務所（当時）から届いた厚生年金保険被保険者記録照会票によ

ると、Ａ社Ｂ支店Ｃ事業所及びＤ社における厚生年金保険加入期間について、

脱退手当金支給済みとされている。 

脱退手当金を請求した記憶は無く、受給していないので、申立期間を厚生

年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を請求した記憶は無く、受給していな 

いとしている。 

   オンライン記録によれば、申立人の脱退手当金は申立期間の最終事業所であ

るＤ社の厚生年金保険被保険者資格喪失日から約２か月後の昭和 30年３月 23

日に支給決定されていることが確認できる。 

そこで、申立人の厚生年金保険被保険者台帳を見ると、脱退手当金を支給し

たことを示す表示が記されているほか、給付記録欄には支給金額、資格期間及

び支給年月日等が記載されており、その内容はオンライン記録と一致している

上、申立人の脱退手当金の支給額に計算上の誤りは無いなど、一連の事務処理

に不自然さはうかがえない。 

また、申立人に係る厚生年金保険被保険者名簿を見ると、申立人のＤ社に係

る被保険者台帳記号番号は、同社における被保険者資格喪失月である昭和 30

年１月にＡ社Ｂ支店Ｃ事業所に係る記号番号と重複取消処理が行われている

ところ、申立人の脱退手当金はその約２か月後に支給決定されていることを踏

まえると、脱退手当金の請求手続に併せて行われたと考えるのが自然である。 



さらに、当時は、通算年金制度創設前であり、20 年以上の厚生年金保険被

保険者期間がなければ年金は支給できなかったのであるから、Ｄ社を退職後、

厚生年金保険への加入歴が無い申立人が脱退手当金を受給することに不自然

さはうかがえない上、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに

脱退手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 5235 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 37年９月 18日から同年 12月 11日まで 

             ② 昭和 48年５月 23日から同年 11月 10日まで 

             ③ 昭和 49年１月５日から 51年 11月５日まで 

    社会保険庁（当時）からの被保険者記録照会回答票によると、昭和 33 年

３月 24日から 51年 11月５日までの間に勤務していた６社のうち、４社の

厚生年金保険被保険者期間について脱退手当金支給済みとされている。 

    ４社のうち、Ａ社における厚生年金保険被保険者期間については、同社退

職後脱退手当金を受給したが、Ｂ社、Ｃ社及びＤ社における被保険者期間に

ついては、脱退手当金を請求したことも受給した記憶も無い。 

申立期間が脱退手当金支給済みとなっていることに納得できないので、厚

生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、社会保険庁の記録上、申立期間と合算して脱退手当金が支給され

たことになっているＡ社における厚生年金保険被保険者期間については、「退

職後、脱退手当金を請求し、約 3,000 円もらった。」旨主張しているところ、

申立期間以前に脱退手当金の支給記録は無いほか、同社の厚生年金保険被保険

者名簿の申立人の欄には脱退手当金の支給を意味する「脱」が記されていない。 

また、Ａ社における厚生年金保険被保険者資格を喪失した約２か月後にはＢ

社で被保険者資格を短期間で再取得しているなど、この時期に脱退手当金を受

給していたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   さらに、申立人の脱退手当金裁定請求書を見ると、署名及び押印がなされた

上、昭和 52年３月 31 日付けでＥ社会保険事務所（当時）に提出されており、

脱退手当金が住所地に近いＦ銀行Ｇ支店で支給されていることが確認できる



ほか、Ａ社における厚生年金保険被保険者期間と申立期間とを合算して支給さ

れたことになっている脱退手当金の支給額に計算上の誤りは無いなど、一連の

事務処理に不自然さはうかがえない。 

加えて、申立期間の最終事業所であるＤ社の厚生年金保険被保険者名簿の申

立人の欄には、脱退手当金の支給を意味する「脱」の表示があるほか、「52.

４.３」と併記されているところ、脱退手当金が昭和 52 年５月 20日に支給決

定されていることを踏まえると、併記された数字は同年４月３日を意味すると

考えられ、脱退手当金請求に係る事務処理の際に記載されたものと考えられる。 

このほかに、申立期間を含む脱退手当金を受給したことを疑わせる事情は見

当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 5236 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

   また、申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認める

ことはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 24年４月１日から 28年 11月１日まで 

             ② 昭和 28年 11月１日から 29年３月１日まで 

             ③ 昭和 29年５月 29日から 32年１月 20日まで 

    私は、昭和 24 年４月にＡ社に入社し、29 年２月末まで勤務していたが、

社会保険庁（当時）の記録によると、同社勤務期間のうち、24 年４月１日

から 28年 11月１日までが厚生年金保険に未加入とされている。同社におけ

る厚生年金保険被保険者期間が４か月ということは考えられず、申立期間に

おいて同社に勤務していたことは間違いないので、申立期間を厚生年金保険

被保険者期間として認めてほしい（申立期間①）。 

    社会保険庁の記録によると、Ａ社及びＢ社における厚生年金保険加入期間

について、昭和32年５月16日に脱退手当金を受給したことになっているが、

手続を行ったことも受給した記憶も無い。 

    脱退手当金を受給していないので、申立期間を厚生年金保険被保険者期間

として認めてほしい（申立期間②及び③）。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、 Ａ社に係る厚生年金保険被保険者名簿において、

申立期間中の昭和26年３月21日に被保険者資格を取得していることが確認で

きる同僚（資格喪失日は昭和 34年２月 21日。）から、｢私は昭和 26年３月ご

ろにＡ社に入社しているが、その時、申立人はいなかった。申立人が入社した

のは、私が入社してから１年から２年後で、勤務期間も短かったように思う。｣

旨の陳述が得られた。また、同年９月に同社に入社した旨陳述している同僚（厚



生年金保険被保険者期間は昭和 27年１月 27日から 31年３月 27日まで。）か

らも、｢申立人のことは覚えているが、入社時期は私より１年から２年後であ

ったように思う。｣旨の陳述が得られた。 

さらに、申立人が、当時の同僚と申し立てている者の氏名が、 Ａ社に係る

厚生年金保険被保険者名簿において確認できるところ、当該同僚の被保険者資

格取得日は、申立人が同社において被保険者資格を取得した後の昭和 28年 12

月１日であることが認められ、このほか、申立人の陳述以外に、申立人が申立

期間において、同社に勤務していたことをうかがわせる事情は確認できない。   

  このほか、申立人が申立期間において事業主により給与から厚生年金保険料

を控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらない。 

   その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者

として、申立期間①に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたと認めることはできない。 

   申立期間②及び③については、申立人は、Ｂ社を退職した際、脱退手当金を

請求した記憶は無く、受給していないとしている。 

   オンライン記録によると、申立人の脱退手当金は厚生年金保険被保険者資格

の喪失日から約４か月後の昭和32年５月16日に支給決定されていることが確

認できる。 

   そこで、申立人に係る厚生年金保険被保険者台帳を見ると、脱退手当金を支

給したことを示す表示が記されているほか、保険給付の記録欄に脱退手当金の

支給金額、資格期間及び支給年月日等が記載されており、その支給額に計算上

の誤りは無いなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

   また、申立人は、脱退手当金の支給決定の約３か月前に婚姻し、翌年、夫と

ともに海外に移住しているところ、当時は、通算年金制度創設前であり、20

年以上の厚生年金保険被保険者期間が無ければ老齢年金は受給できなかった

のであるから、申立期間の事業所を退職後、我が国での年金制度への加入歴が

短い申立人が脱退手当金を受給することに不自然さはうかがえない上、申立人

から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当金を受給していな

いことをうかがわせる事情は見当たらない。 

  これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間②及び③に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 5237 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 38年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成９年８月 21日から同年９月３日まで 

    私は、平成９年５月 19 日からＡ事務所に勤務していた。同事務所は、Ｂ

市とＣ市に事務所があり、私はＣ市の事務所に勤務していたところ、同年８

月になって当該事務所の場所に新たにＤ事務所が設立されることとなった。 

当時、Ａ事務所の事業主から、「平成９年８月 21 日から事務所名がＤ事

務所に変更になるが、勤務場所及び勤務条件は変わらないので、そのまま継

続して勤務してほしい。」旨の説明があり、平成９年 12月 21日まで継続し

て勤務した。 

社会保険庁（当時）の記録によると、事務所がＤ事務所に変わった平成９

年８月 21日から同年９月３日までが、厚生年金保険に未加入とされている。 

申立期間について、Ｄ事務所で勤務していたことは間違いないので、厚生

年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の記録によると、申立人は、Ｄ事務所において平成９年８月 21 日

に被保険者資格を取得し、同年 12月 20日に離職していることが確認でき、ま

た、同事務所の元事業主から、「申立人は、Ａ事務所から平成９年８月 21 日

にＤ事務所に移り、その後、退職するまで１日の空白もなく、勤務していた。」

旨の陳述が得られたことから、申立人が申立期間において同事務所に勤務して

いたことは確認できる。 

さらに、Ｄ事務所の元事業主から提出された給与支払い資料によると、申立

人を含む当時の従業員（二人）について、平成９年９月分の給与から厚生年金

保険料を控除されていることが確認でき、元事業主は、「社会保険料は翌月控

除であった。」旨陳述していること、及び申立人は、退職月である同年 12 月



分の給与からも厚生年金保険料が控除されていることが確認できることから、

同年９月分の給与から控除された厚生年金保険料は同年８月分であったと認

められる。 

一方、Ｅ業は厚生年金保険法上の強制適用対象業種から除外されており、ま

た、Ｄ事務所は、個人事業所、かつ被保険者となるべき従業員数が５人未満で

あることから、申立期間当時は厚生年金保険の強制適用事業所ではなかったと

ころ、同事務所の元事業主が保管する健康保険及び厚生年金保険に係る適用関

係資料によると、同事務所は、平成９年９月３日に健康保険任意包括被保険者

認可及び厚生年金保険任意適用の申請を行い、同日付けで認可を受けているこ

とが確認できる。 

以上の事情から、申立期間は、Ｄ事務所が厚生年金保険の任意適用事業所と

なる前の期間に該当し、厚生年金保険法上、同保険の被保険者は適用事業所に

使用される者に限られていることを踏まえると、任意適用前の平成９年８月分

の保険料控除は有効なものとは認められない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者

として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 5238  

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44年８月から同年 12月まで 

    厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所（当時）に照会したところ、

申立期間の加入記録が無いとの回答をもらった。申立期間については、Ａ

社（現在は、Ｂ社。）で事務職の正社員として勤務していたので、厚生年

金保険被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間にＡ社で勤務し、厚生年金保険に加入していたと申し立

てている。 

しかし、Ｂ社は、申立期間当時の関係資料を保管しておらず、申立人の勤務

実態及び厚生年金保険料控除の状況は不明であるとしている。 

また、申立人が記憶している同僚及びＡ社に係る健康保険厚生年金保険被保

険者名簿において申立期間に被保険者記録のある元従業員に照会したが、申立

人の勤務を推認できる回答は得られなかった。 

さらに、複数の元従業員が、「Ａ社には試用期間があった。」と陳述しており、

そのうちの一人で申立人と同じ職種であったとする者は、「入社時に、すぐに

辞める人もいるので、しばらくは社会保険には加入させていないと会社から説

明を受けた。実際、自分の厚生年金保険への加入時期も入社の５か月から６か

月後である。」と陳述している。 

加えて、申立人が自分より後で同じ職種の事務員として入社してきたと記憶

している同僚は、前述の被保険者名簿において、厚生年金保険被保険者として

の記録は見当たらない。 

また、雇用保険の記録及びＡ社が加入していたＣ厚生年金基金の記録をみて

も、申立人の被保険者記録又は加入員記録は無い。 



このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料控除を確認できる関連資

料及び周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 5239 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 33年２月ごろから同年９月まで 

② 昭和 34年２月ごろから 36年２月ごろまで 

③ 昭和 36年２月ごろから 38年３月 31日まで 

厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所（当時）に照会したところ、申

立期間の加入記録が無いとの回答があった。 

申立期間①については、Ｅ学校を卒業する少し前から、Ａ社に勤務した。 

申立期間②については、Ｂ社で２年ぐらいＣ業務に従事していた。 

申立期間③については、Ｄ社で、Ｅ業務に従事していた。 

これらの会社に勤務していたことは間違いないので、申立期間について厚

生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、元従業員の陳述から判断して、時期は特定できない

ものの、申立人が申立期間当時にＡ社に勤務していたことが推認できる。 

しかし、オンライン記録及び健康保険厚生年金保険被保険者名簿では、Ａ社

が厚生年金保険の適用事業所となったのは、昭和 37年 10月１日であり、申立

期間は適用事業所ではない。 

また、前述の元従業員は、「申立期間当時、Ａ社はまだ法人ではなく、厚生

年金保険にも加入していなかった。このため、昭和 36 年４月から、会社が法

人化されその後厚生年金保険に加入するまでは、妻と共に国民年金に加入して

いた。」と陳述しているところ、同人の国民年金記録をみると、昭和 36年４月

から 37年９月まで、国民年金保険料を納付していることが確認できる。 

さらに、Ａ社は、昭和 40 年に厚生年金保険の適用事業所では無くなってお

り、申立期間当時の事業主も連絡先不明であるため、申立期間における申立人



の勤務実態及び保険料控除の状況は確認できない。 

 申立期間②については、申立人は、Ｂ社に勤務し、厚生年金保険に加入して

いたと申し立てている。 

しかし、Ｂ社は、既に他社に合併されて申立期間当時の関係資料は保存され

ておらず、申立期間当時の事業主も連絡先不明であるため、申立期間における

申立人の勤務実態及び保険料控除の状況は確認できない。 

また、申立人は、同僚の名前をほとんど記憶しておらず、Ｂ社に係る健康保

険厚生年金保険被保険者名簿において申立期間に被保険者記録のある元従業

員に照会しても、申立人を記憶している者はいない。 

さらに、当該被保険者名簿において、申立期間を含む昭和 34年１月から 38

年３月までの健康保険整理番号に欠番は無く、同名簿の内容に不自然な点も見

られない。 

 申立期間③については、申立人は、Ｄ社に勤務し、厚生年金保険に加入して

いたと申し立てている。 

しかし、Ｄ社は平成 14 年に破産終結しており、申立期間当時の事業主及び

役員の氏名等も不明であるため、申立期間における申立人の勤務実態及び保険

料控除の状況は確認できない。 

また、申立人が記憶している同僚は申立人を記憶しておらず、Ｄ社に係る健

康保険厚生年金保険被保険者名簿において申立期間に被保険者記録のある元

従業員に照会しても、申立人を記憶している者はいない。 

さらに、当該被保険者名簿において、申立期間を含む昭和 35年７月から 38

年４月までの健康保険整理番号に欠番は無く、同名簿の内容に不自然な点も見

られない。 

 このほか、申立人の申立期間①、②及び③に係る厚生年金保険料の控除を確

認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 5240 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 46年５月 21日から 47年２月 21日まで 

亡夫の厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所（当時）に照会したとこ

ろ、Ａ社から下請として仕事を受注していた期間のうち、申立期間の加入記

録が無いとの回答をもらった。前後の期間は下請であっても同社で厚生年金

保険に加入していたので、申立期間についても厚生年金保険被保険者であっ

たことを認めてほしい。 

(注)申立ては、申立人の妻が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求めて

行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社の元下請業者の陳述から判断して、申立人が同社の下請として仕事を請

け負っていた期間が有ったことが推認できる。 

また、 Ａ社の事業主は、「当社が仕事を発注している期間は、下請業者につ

いても厚生年金保険に加入させていた。」と陳述している。 

しかし、Ａ社が作成し保管する被保険者名簿を見ると、申立人の同社におけ

る厚生年金保険被保険者資格の取得及び喪失の記録は、Ａ社に係る健康保険厚

生年金保険被保険者名簿の記録と一致しており、同社の申立期間当時の人事担

当者は、「当社の被保険者名簿は、創業当時から自分が記録してきたものであ

り、申立期間当時の記録に間違いは無い。申立人は申立期間において厚生年金

保険被保険者では無かったはずである。」と陳述している。 

また、事業主は、「申立人は、申立期間当時は当社の仕事を受注していなか

ったので、厚生年金保険に加入させていなかったのではないかと思う。」とし

ているところ、申立人と同様にＡ社の下請業者であった者の一人は、「昭和 46

年ごろ、Ａ社からの受注が少なくなったので、申立人と一緒に同社の仕事を辞



めたことを記憶している。」と陳述しており、Ａ社に係る健康保険厚生年金保

険被保険者名簿を見ると、同人も、申立人が資格を喪失した翌日の昭和 46 年

５月 22日に、同社における被保険者資格を喪失していることが確認できる。 

さらに、当該被保険者名簿を見ると、申立人の昭和 46年５月 21日の資格の

喪失に併せて健康保険証が社会保険事務所に返納されたことを表す「証返」の

記載が確認できる上、47年２月 21日の資格の再取得時には、申立人は、喪失

時とは異なる別の厚生年金保険被保険者の手帳記号番号を取得している。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除を確認できる関連

資料及び周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 5241 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

    住    所 ：  

     

  ２ 申立内容の要旨 

  申 立 期 間 ：  昭和 37年４月 29日から 38年３月１日まで 

    社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入状況について照会したとこ

ろ、Ａ社で勤務していた期間のうち、申立期間の加入記録が無いとの回答を

もらった。当該期間についても同社に継続して勤務していたので、厚生年金

保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間もＡ社で勤務し、厚生年金保険の被保険者であったと申

し立てている。 

しかし、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において申立期間に

厚生年金保険の加入記録が確認できる同僚の一人（昭和 37年３月 12日に資格

を取得。）は、「期間は不明であるが、私が入社した２か月ぐらい後に、申立人

はいったん退職した記憶がある。」と陳述している。 

 また、前述の被保険者名簿を見ると、申立人の昭和 37年４月 29日の資格の

喪失に伴い、健康保険証を返納できないときに事業所が社会保険事務所に提出

する紛失届が提出されていることが確認できる上、38 年３月１日に資格を再

取得する際には、喪失時とは異なる別の厚生年金保険被保険者の手帳記号番号

が交付されていることが確認でき（昭和 58年 11 月７日重複取消）、厚生年金

保険手帳記号番号払出簿を見ると、当該手帳記号番号は、同年３月 22 日付け

で払い出されていることが確認できる。 

 さらに、Ａ社は、昭和 39年３月 21日に厚生年金保険の適用事業所では無く

なっており、当時の事業主は所在不明であるため、申立人の申立期間における

勤務実態及び厚生年金保険料控除の状況について確認することはできない。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料控除を確認できる関連資



料及び周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 5242 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 36年３月 28日から 38年４月１日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入状況を照会したところ、申

立期間の加入記録が無いとの回答をもらった。申立期間も、父が事業主であ

ったＡ社のＢ支店で厚生年金保険に加入していたはずなので、厚生年金保険

被保険者期間として認めてほしい。  

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「申立期間当時、Ａ社Ｂ支店には勤務していなかった。」と陳述し

ているところ、Ａ社Ｂ支店に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、

申立期間当時に被保険者であったことが確認できる元従業員（申立人の兄）も、

「申立期間当時、申立人はＡ社に勤務していなかった。」旨陳述している。 

また、申立人は、「母もＡ社Ｂ支店に勤務していなかったが、同社Ｂ支店に

おいて厚生年金保険の加入記録が有るので、私自身も申立期間について厚生年

金保険に加入しているはずである。」と主張しているところ、Ａ社Ｂ支店の元

従業員である申立人の兄は、「母はＡ社の取締役であったことから、厚生年金

保険の適用事業所の要件を満たすために厚生年金保険の加入手続を行ってい

たようだが、申立人が同社の取締役であったかどうかは分からない。」と陳述

している上、前述の被保険者名簿を見ると、申立人の母親の同社Ｂ支店におけ

る被保険者資格の取得日は、申立期間後の昭和 38年 11 月 25日であり、さら

に、同社Ｂ支店は、申立期間も厚生年金保険の適用事業所の要件を満たしてい

ることが確認できることから、同社Ｂ支店が、申立人についても、申立人の母

親と同様に厚生年金保険の加入手続を行っていたとまでは推認できない。 

加えて、前述の被保険者名簿を見ると、昭和 36年３月 28日の資格の喪失に

伴い、同年３月 30日に申立人の健康保険証が返納されていることを表す「36.



３.30証返」の記載が確認できるほか、同名簿の記録に不自然な点も見当たら

ない。 

このほか、申立人の申立期間に係る保険料控除を確認できる関連資料及び周

辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 5243 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 39年 12月 30日から 40年１月１日 

    私は、昭和 39年３月 20日からＡ社に正社員として就職し、同年 12月 29

日まで勤務した。空白期間ができるのが嫌だったので、同社には同年 12 月

末で退職し、翌年の 40 年１月１日から次の職場で勤務すると伝えていた。

同年 12月 31日までは籍があったと思うので調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ社で昭和 39年 12月 29日まで勤務し、同年 12月 30日から年

末年始休暇に入ったと申し立てているが、同社に係る厚生年金保険被保険者名

簿から抽出調査した複数の同僚からも、申立人の在籍期間等について具体的な

陳述は得られなかった。 

また、Ａ社提出の健康保険厚生年金保険被保険者資格喪失確認通知書を見る

と、同社は昭和 39年 12月 30日付けで申立人の資格を喪失させていたことが

確認できる。 

さらに、Ａ社は、「当社では、自己都合により中途退職した者については、

特に申し出が無い限り最終勤務日の翌日を資格喪失日として届け出ていたと

考えられる。また、申立人の資格喪失日を昭和 39年 12 月 30日として届け出

ていることを踏まえると、当時、申立期間に係る厚生年金保険料を給与から控

除していたとは考え難い。」旨陳述しており、このほか、申立期間に係る厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたことをうかがわせる事情

等は見当たらなかった。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 5244 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名  ：  男 

    基礎年金番号  ：  

    生 年 月 日  ： 昭和４年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 41年１月１日から 60年５月 10日まで 

    Ａ社では、昭和 38年８月から 60年５月までＢ部に所属して勤務をしてお

り、同社を退社して２年後の 62年 11月に独立をした。 

Ａ社在職中に成績が良好であったため、会社から賞品をもらっている。申

立期間を被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間について、Ａ社に役員として継続して勤務していたと

申し立てている。 

しかし、昭和 45 年からＡ社に勤務している現在の事業主は、申立人を記

憶しておらず、また、申立人と共に同社に入社し、41年７月 31日付けで同

社に係る被保険者資格を喪失している同僚一人は、「自分が退社したときに

は申立人は既に退社していた。」と陳述している。 

さらに、Ａ社に係る法人登記簿謄本をみると、申立人は昭和 39 年３月５

日に取締役就任、41 年３月５日に退任と記載されており、申立内容と符合

しない。 

このほか、申立人が申立期間において、事業主により給与から厚生年金保

険料を控除されていたことを確認できる関連資料は無く、周辺事情も見当た

らない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険

者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたと認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 5245 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者であったことを認める

ことはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名  ：  女 

    基礎年金番号  ：   

    生 年 月 日  ：  昭和 15年生 

    住    所  ：   

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  平成２年５月 31日から同年６月１日まで 

    私は、平成２年５月 31日までＡ社に 14か月間在籍し、厚生年金保険料も

各月の給与から控除されていたが、社会保険事務所（当時）に照会したとこ

ろ、申立期間について加入記録が無いとの回答であった。当該期間について

厚生年金保険料を控除されていたことが確認できる給与明細書を提出する

ので、被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立人は、Ａ社に平成２年５月 31 日まで勤務していたため、同年６月１日

が正しい資格喪失日であると主張している。 

 しかしながら、雇用保険の記録、Ａ社が保管している労働者名簿及びタイム

カードの記録から、申立人が同社を退職した日は平成２年５月 30 日であるこ

とが確認でき、また、同社が保管している申立人に係る健康保険厚生年金保険

被保険者資格喪失確認通知書では、申立人の資格喪失日は、２年５月 31 日で

あることが確認できる。 

 一方、厚生年金保険法では、第 19 条において「被保険者期間を計算する方

法には、月によるものとし、被保険者の資格を取得した月からその資格を喪失

した月の前月までをこれに算入する」とされており、また同法第 14 条におい

ては、資格喪失の時期は、その事業所に使用されなくなった日の翌日とされて

いることから、申立人の資格喪失日は、平成２年５月 31 日であり、申立人の

主張する同年５月は、厚生年金保険の被保険者期間とはならない。 

 これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が、申立期間において厚生年金保険の被保険者であったと認めることはでき

ない。 



大阪厚生年金 事案 5246 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ：  昭和 24年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 53年７月１日から 58年ごろまで 

             ② 昭和 61年４月から平成２年９月 25日まで 

    厚生年金保険の加入状況について社会保険事務所（当時）に照会したとこ

ろ、申立期間の加入記録が無いとの回答を受けた。 

    申立期間①はＡ社に、申立期間②はＢ社に勤務したので、申立期間①及び

②について、厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、雇用保険の記録から、申立人が申立期間のうち、昭

和 53年７月１日から 56年２月 28日までＡ社に勤務していたことが確認でき

る。 

しかし、社会保険事務所の記録において、Ａ社は、厚生年金保険適用事業所

としての記録は無く、また、事業主は、「当事業所は厚生年金保険の非適用事

業所であり、従業員には国民年金に加入するよう指導していた。」と陳述して

いる。 

また、申立人は同僚の氏名を記憶しておらず、これらの者から申立人の勤務

実態及び厚生年金保険料控除の状況を確認することができない。 

申立期間②については、雇用保険の記録及び申立期間当時の経理担当者の陳

述から判断して、申立人が申立期間のうち、昭和 61年 11月ごろから平成２年

９月 25日までＢ社に勤務していたことが推認できる。 

しかし、上記の経理担当者は、「Ｂ社では、厚生年金保険への加入は、事業

主と本人との話し合いで決めており、厚生年金保険を含む社会保険に加入しな

い従業員もいた。」と陳述している。 

また、申立人が同僚として記憶している者は、自身の勤務期間について、昭



和 62 年４月から１年以上勤務したと陳述しているが、Ｂ社に係る健康保険厚

生年金保険被保険者名簿に同人の加入記録は見当たらない。 

さらに、当該被保険者名簿の健康保険整理番号に欠番は無く、同名簿の記録

に不自然な点も見当たらない。 

このほか、申立人の申立期間①及び②に係る保険料控除を確認できる関連資

料及び周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 5247 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名  ：  男 

    基礎年金番号  ：   

    生 年 月 日  ：  昭和 10年生 

    住    所  ：   

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 34年 10月１日から 35年５月１日まで 

私は、昭和 26年に中学を卒業してすぐでっち奉公しながらＡ社（現在は、

Ｂ社。）で働き、45 年１月 15 日に退職するまで継続して勤務した。34 年

10 月に同社Ｃ本社から同社Ｄ事業所（現在は、Ｅ社。）へ異動したが、同

社Ｄ事業所での給与は、顧客が無いためしばらくの間は同社Ｃ本社から支給

されていた。同社で間断無く勤務していたので、申立期間を厚生年金保険加

入期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

複数の同僚の陳述により、申立人が申立期間にＡ社Ｄ事業所で勤務していた

ことが推認できる。 

しかし、申立人と同様にＡ社Ｄ事業所で勤務した同僚５人全員にも、同社Ｄ

事業所において厚生年金保険の加入記録が無い期間が確認できる上、同社Ｄ事

業所で社会保険手続の補助をしていた同僚は、「Ａ社Ｄ事業所が開設されてか

ら、ずいぶん遅れて厚生年金保険の新規適用の届出を行った記憶がある。申立

期間当時の同社Ｄ事業所で勤務していた従業員全員に厚生年金保険の加入記

録が無い期間があるのであれば、申立期間は給与から保険料控除はされていな

かったと思う。」と陳述している。 

また、Ａ社Ｄ事業所開設時の代表者であった同僚は、「Ａ社Ｄ事業所が開設

された当初、顧客は既についていたので、同社Ｃ本社から運転資金を送っても

らうようなことは無く、同社Ｄ事業所の中で従業員の給与支払いなどのやりく

りはできていた。」と陳述している。 

さらに、Ｂ社は、「当時の社長は既に亡くなっており、申立期間当時の資料

を保存していないが、厚生年金保険に加入していない者から厚生年金保険料を



控除するようなことはしていない。」と陳述している。 

加えて、オンライン記録において、申立人の氏名の読み方の違い等による検

索を行ったが、申立期間に係る厚生年金保険被保険者としての記録は無い。 

このほか、申立人が申立期間において事業主により給与から厚生年金保険料

を控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 5248 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として、その主張する

標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 43年８月 31日から 46年３月１日まで 

                 ② 昭和 61年７月 10日から平成８年 12月２日まで 

社会保険庁（当時）の記録では、私がＡ社に勤務していた申立期間①及び

②において、厚生年金保険の標準報酬月額が実際の給与支給額より低くなっ

ている。申立期間②では月給 40万円もらっており納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、Ａ社に係るオンライン記録によると、申立人と同年代

の複数の同僚の標準報酬月額は、申立人と同額あるいはほぼ同額であることが

確認でき、申立人の標準報酬月額のみがほかの同僚の取扱いと異なり低額であ

るという事情は見当たらない。 

また、申立期間①の同僚二人は、「自分の社会保険庁の記録の標準報酬月額

は当時の給料と比べて妥当である。」としている。 

申立期間②について、Ａ社に係るオンライン記録によると、申立人と同職種

の同僚の標準報酬月額は、申立人とほぼ同額であることが確認でき、申立人の

標準報酬月額が同僚の取扱いと異なり低額であるという事情は見当たらない。 

また、申立人は「月給 40万円もらっていた。」旨申し立てているところ、雇

用保険の離職時賃金日額の記録から、申立人の月給が約 38 万円であることが

確認できるが、上記同職種の同僚は、「月給の基本給は 28万円であり、別封筒

で 10万円ぐらいの手当金をもらっていた。」と陳述していることから、事業主

は基本給のみを社会保険事務所（当時）に届出ていた可能性がうかがわれる。 

申立期間①及び②において申立人に係る健康保険厚生年金保険被保険者原

票及びオンライン記録をみても、標準報酬月額が遡及
そきゅう

して訂正された形跡は認



められない。 

また、Ａ社は、平成８年 12 月２日に厚生年金保険の適用事業所で無くなっ

ており、申立期間①及び②の賃金台帳等は確認できない上、申立期間①及び②

について、同僚に対する調査においても申立人の主張する標準報酬月額に基づ

く厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当た

らない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間について、その主張する標準報

酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認

めることはできない。



大阪厚生年金 事案 5249 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として、その主張する

標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成２年８月１日から６年４月９日まで 

② 平成７年４月１日から 10年７月 28日まで 

私は、申立期間①及び②においてＡ社に勤務していた。申立期間①におい

ては実際には 40万円から 50万円の給与があったにもかかわらず、社会保険

庁（当時）の記録では 17 万円程度となっており、また、申立期間②におい

ては30万円から40万円の給与があったにもかかわらず社会保険庁の記録で

は 14 万円程度となっているので調査の上、本来の標準報酬月額に訂正して

ほしい。なお、いずれの期間においても社会保険料をいくら控除されていた

かは覚えていない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社に係るオンライン記録により、申立人と同じ職種であったとされる約

110人の同僚の標準報酬月額は、申立人と同額又はほぼ同額であることが確認

でき、申立人の標準報酬月額のみが同僚の取扱いと異なり低額であるという事

情は見当たらない。 

また、申立期間当時の事業主及び同僚３人は、「会社は歩合給であったが、

社会保険には固定給の部分で加入した。」旨陳述しているほか、オンライン記

録においても、標準報酬月額が遡及
そきゅう

して訂正された形跡は認められない。 

さらに、Ａ社は平成 14年 10月 25日に厚生年金保険の適用事業所で無くな

っており、申立期間①及び②の賃金台帳等は確認できない上、申立期間①及び

②について、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料の控除に

ついて確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申



立人が厚生年金保険被保険者として、その主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはでき

ない。



大阪厚生年金 事案 5250 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

     生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 32年４月から 34年 10月まで 

    私は、昭和 32 年３月に高校を卒業し、申立期間においてＡ社でＢ業務の

仕事をしていた。この２年６か月が厚生年金保険に未加入とされており納得

できない。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 32 年３月に高校を卒業し申立期間においてＡ社に勤務して

いたと申し立てているところ、申立人が申立期間当時の上司として名前を挙げ

た従業員が同僚の陳述と一致していることから、在職期間は特定できないもの

の、申立人が同社に勤務していたことが推認できる。 

しかし、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から抽出調査した同

僚 12 人は、いずれも申立人を覚えておらず、複数の同僚は、「当時、Ａ社の

Ｃ職は 10 人ほどしかいなかったので、申立人が２年半ほど勤務していたので

あれば記憶が無いはずがない。」と陳述している。 

また、上記同僚に対する調査結果により、申立期間当時、Ａ社では高校新卒

者に対しては入社から２か月から３か月後に厚生年金保険の加入手続を行っ

ていることが確認できるほか、申立人の申立期間についての記憶も曖昧
あいまい

である

ことから、申立人は短期間の勤務であり、厚生年金保険への加入手続前に離職

した可能性がうかがえる。 

さらに、Ａ社は既に廃業となっている上、申立期間当時の事業主は既に亡く

なっているため、同社及び事業主から申立人の申立期間における勤務実態及び

厚生年金保険料の控除について確認することはできなかった。 

加えて、上記被保険者名簿の申立期間において、健康保険の整理番号に欠番

は無く、同名簿の記載内容に不自然な点もうかがえない。 



また、オンライン記録において、申立人の氏名の読み方の違い等による検索

を行ったが、申立期間に係る厚生年金保険被保険者としての記録は無い。 

さらに、申立人は、「申立期間当時、給与から厚生年金保険料を控除されて

いたかについては分からない。健康保険被保険者証の取得及び使用について記

憶が無い。」としている。 

このほか、申立人が申立期間において事業主により給与から厚生年金保険料

を控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者

として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認めることはできない。 

 



大阪厚生年金 事案 5251 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年４月１日から 39年６月 28日まで 

社会保険庁（当時）の記録では、Ａ社Ｂ支店及び同社Ｃ支店に勤務してい

た昭和 36年４月１日から 39年６月 28日までに係る脱退手当金が支給済み

となっている。 

しかし、私は、脱退手当金を受給しておらず、請求したことも無いので、

申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金は受給しておらず、請求した記憶も無

いとしている。 

オンライン記録によれば、申立期間に係る脱退手当金は、Ａ社Ｃ支店での申

立人の厚生年金保険被保険者資格の喪失日から約２か月後の昭和 39 年９月２

日に支給決定されていることが確認できる。 

そこで、Ａ社Ｃ支店に係る厚生年金保険被保険者名簿において、申立人が記

載されたページを含む合計４ページに記載された女性のうち、申立人と同一時

期（おおむね２年以内）に受給要件を満たし資格を喪失した者 18人について、

脱退手当金の支給記録を調査したところ、受給者は申立人を含め 12人であり、

うち 11 人が資格喪失後約６か月以内に支給決定されていることを踏まえると、

申立人についてもその委任に基づき事業主による代理請求がなされた可能性

が高いものと考えられる。 

また、Ａ社Ｃ支店に係る厚生年金保険被保険者名簿を見ると、申立人の欄に

は、脱退手当金を支給したことを示す「脱」の表示が記されているほか、同名

簿の申立人欄には、「脱」表示の右側に「39.７」との記載が確認できるところ、

申立人の脱退手当金が昭和 39 年９月２日に支給決定されていることを踏まえ



ると、同表示は同年７月を意味すると考えられ、脱退手当金に係る事務処理の

際に記載されたとするのが相当である。 

さらに、申立人の脱退手当金の支給額に計算上の誤りは無いなど、一連の事

務処理に不自然さはうかがえない上、申立人から聴取しても受給した記憶が無

いというほかに脱退手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当

たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 5252 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 23年６月１日から 24年３月 15日まで 

    社会保険庁（当時）の記録では、昭和 23 年６月１日から 24 年３月 15 日

までに係る脱退手当金が支給済みとなっている。 

    しかし、私は、脱退手当金を請求しておらず、受給していないので、申立

期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を請求しておらず、受給していないと

している。 

そこで、申立人の厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）を見ると、脱退手当

金を支給したことを示す｢脱手｣と記されているほか、支給金額及び資格期間等

が記載されており、その内容は、オンライン記録と一致していることが確認で

きる。 

また、申立人の脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無い上、厚生年金保

険被保険者資格の喪失日から約３か月後の昭和 24年６月 18日に支給決定され

ているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

さらに、申立人の脱退手当金が支給決定された時期は、通算年金制度創設前

であり、20年以上の厚生年金保険被保険者期間が無ければ年金は受給できない

ことから、申立期間の事業所を退職後、昭和 40年 11月まで厚生年金保険への

加入歴が無い申立人が脱退手当金を受給することに不自然さはうかがえない

上、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当金を受給

していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 5253 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 28年８月 20日から 35年２月３日まで 

    社会保険庁（当時）の記録では、Ａ社Ｂ工場で勤務していた昭和 28 年８

月20日から35年２月３日までの厚生年金保険被保険者期間に係る脱退手当

金が支給済みとなっている。 

しかし、私は、脱退手当金の請求手続をしておらず、受給していないので、

申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金は受給しておらず、請求した記憶も無

いとしている。 

オンライン記録によれば、申立期間に係る脱退手当金は、申立人の厚生年金

保険被保険者資格の喪失日から約２か月後の昭和 35 年４月１日に支給決定さ

れていることが確認できる。 

そこで、Ａ社Ｂ工場に係る厚生年金保険被保険者名簿において、申立人が記

載されたページを含む前後計５ページに記載された女性のうち、申立人と同一

時期（おおむね２年以内）に受給要件を満たし資格を喪失した 41人について、

脱退手当金の支給記録を調査したところ、受給者は 39人であり、うち 36人が

資格喪失後約５か月以内に支給決定されていることが確認できる上、当時は、

通算年金制度創設前であったことを踏まえると、申立人についても、その委任

に基づき事業主による代理請求がなされた可能性が高いものと考えられる。 

また、申立人の厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）には、脱退手当金が支

給決定される直前の昭和 35 年３月１日付けで脱退手当金の算定のために必要

となる標準報酬月額等を厚生省（当時）から当該脱退手当金の裁定庁へ回答し

たことを示す「回答済」の表示が確認できる上、申立期間に係る脱退手当金の



支給金額に計算上の誤りは無いなど、一連の事務処理に不自然さは見られない。 

さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当金

を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 5254 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 50年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  平成 16年２月 23日から同年３月１日まで 

ねんきん特別便により、Ａ社Ｂ支店に入社した日と厚生年金保険被保険者

の資格取得日が異なっているために、１か月の空白期間が生じていることが

分かった。会社が手続を間違ったのであり、私には過失は無いので、申立期

間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の記録及びＡ社から提出された労働者名簿から、申立人が申立期間

において、同社Ｂ支店に勤務していたことが認められる。 

しかしながら、Ａ社が保管していた健康保険厚生年金保険被保険者資格取得

確認及び標準報酬決定通知書（副）には、申立人の資格取得年月日は平成 16

年３月１日と記載されており、厚生年金保険のオンライン記録と一致している

ことが確認できる。 

また、申立人がＡ社で最初に支給された平成 16年３月分の給与明細書には、

厚生年金保険料が控除されていることが確認できるが、同社は、「給与は毎月

20 日締めで厚生年金保険料を当月控除し、翌月５日に支払っている。申立人

の平成 16年２月 23日から同年３月 20日までの給与は３月分の給与として支

給しており、申立期間の保険料は控除していない。」と回答している。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 5255 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正 13年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 21年５月１日から 22年５月 31日まで 

     社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録について照会したとこ

ろ、Ａ社に勤務していた期間の加入記録が無い旨の回答をもらった。申立期

間に同社で間違いなく勤務していたので、厚生年金保険の被保険者期間とし

て認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   複数の同僚の証言から、時期は特定できないものの、申立人が申立期間にお

いてＡ社に勤務していたことが推認できる。 

しかし、Ａ社は、当時の資料を保管しておらず、申立期間当時、社会保険手

続を担当していた社員は既に死亡していることから、申立人の同社における勤

務の状況及び厚生年金保険料の控除について確認することができない。 

また、申立人は、「申立期間当時、一緒に働いていた二人の同僚には厚生年

金保険の加入記録があるにもかかわらず、自分の加入記録が無いのは納得でき

ない。」と申し立てているところ、Ａ社に係る厚生年金保険被保険者名簿では、

当該同僚二人が被保険者資格を取得した時期は、申立人が同社を退社したとす

る昭和 22 年５月 31 日より後の同年９月１日であることが確認でき、さらに、

当該同僚二人は、「昭和 21 年８月にＡ社に入社した。」としていることから、

入社から 13か月経過した後に被保険者資格を取得したことが認められる。 

加えて、上記の二人の同僚のうち一人は、申立人と同じ「Ｂ職であった。」

としているが、申立人は、「Ａ社に入社するまでは、Ｂ職の経験は無かった。」

と申し立てているところ、当該同僚も、「入社するまでＢ職の経験が無かった。」

としていることから、同社では、経験者の無い従業員については、入社後すぐ

に厚生年金保険に加入させていなかったことがうかがえる。 



また、Ａ社に係る厚生年金保険被保険者名簿で、申立期間において健康保険

の整理番号に欠番は無く、同名簿に不自然な点は見られない。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による控除につ

いては、これを確認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 5256  

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ：  昭和 41年８月 28日から 42年３月 31日 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入状況を照会したところ、

Ａ社Ｂ工場（現在は、Ｃ社Ｂ工場。）に勤務していた期間のうち、昭和 41

年８月 28日から 42年３月 31日までについて加入記録が無い旨の回答をも

らった。申立期間も厚生年金保険に加入していたはずなので、被保険者期

間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間においてＡ社Ｂ工場に継続して勤務し、厚生年金保険に

加入していたと申し立てている。 

しかし、Ｃ社Ｂ工場は、申立期間当時の従業員に関する資料等を保有してい

ないことから、申立人の同社における勤務の状況及び厚生年金保険料の控除に

ついて確認することはできない。 

また、Ａ社Ｂ工場に係る厚生年金保険被保険者名簿により、申立期間にＡ社

Ｂ工場で被保険者資格を取得したことが確認できる同僚 30 人のうち、住所の

判明した 17人に文書照会したところ 11人から回答があり、全員が「申立人を

覚えていない。」と陳述している。 

さらに、公共職業安定所における申立人のＡ社Ｂ工場での雇用保険の記録は、

厚生年金保険の加入記録と一致しており、申立期間における雇用保険の加入記

録は無い。 

加えて、Ａ社Ｂ工場に係る厚生年金保険被保険者名簿の申立人の欄には、資

格の喪失に伴い健康保険証が返納されたことを示す「証返」の記載が確認でき

る。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による控除につ



いては、これを確認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 5257 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男  

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  昭和 58年３月１日から平成５年７月 31日まで 

    私は、Ａ社を昭和 53年４月に設立し、平成５年７月 31日まで専務取締役

として勤務した。しかし、社会保険庁（当時）の記録では、申立期間の厚生

年金保険加入記録が無く、納得できない。申立期間を厚生年金保険の被保険

者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   複数の同僚の証言から、申立人が申立期間の一部にＡ社に在籍していたこと

が推認できる。 

   しかし、Ａ社は平成 13 年３月に厚生年金保険の適用事業所で無くなってお

り、同年８月＊日に破産登記されていることから、申立事実を確認できる資料

は無く、当時の事業主も、「申立期間の厚生年金保険料の控除については不明

である。」と回答しており、申立人の同社における勤務の状況及び保険料控除

について確認することができない。 

   また、Ａ社における複数の同僚は、｢申立人は専務取締役であったが、途中

からＢ社の社長になった。｣と陳述しており、Ｂ社に係る商業登記簿から、申

立人が平成３年３月から同社の取締役に就任していることが確認できる。 

さらに、Ｃ厚生年金基金の記録では、申立人のＡ社における資格取得日は平

成５年８月１日であることが確認でき、厚生年金保険の被保険者資格取得日と

一致している。 

   このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による給与から

の控除については、申立人に明確な記憶が無く、ほかに確認できる関連資料及

び周辺事情も無い。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 5258 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  昭和 53年４月 22日から 54年５月１日まで 

    私は、Ａ社に昭和 53年４月１日から 54年５月１日までＢ職として勤務し

た。しかし、社会保険庁（当時）の記録では、申立期間の厚生年金保険が未

加入とされており、納得できない。申立期間を厚生年金保険の被保険者期間

として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、退職日を記憶していないが、申立期間にＡ社にＢ職として継続し

て勤務したと申し立てている。 

しかし、Ａ社は、昭和 54 年４月１日に厚生年金保険の適用事業所で無くな

っており、当時の事業主は、申立期間当時の従業員に関する資料を保有してい

ないことから、申立人の同社における勤務状況及び厚生年金保険料の控除につ

いて確認することができない。 

また、申立人が記憶していた同僚１名の名前は、Ａ社に係る厚生年金保険被

保険者名簿で確認することはできず、同名簿から、申立期間中に被保険者資格

を取得していることが確認できる 19名の同僚に文書照会したところ、10名か

ら回答があり、このうち９名の同僚は、「申立人を知らない。」と陳述している。 

さらに、Ａ社で昭和 54 年２月に厚生年金保険被保険者資格を取得している

１名の同僚は、申立人が同社に勤務していたことを記憶していたが、「私は、

53 年当時から勤務していたが、申立人がいつごろ退職したのか覚えていな

い。」と陳述しており、申立人の同社における勤務の期間及び厚生年金保険の

適用状況について確認することはできない。 

   加えて、Ａ社に係る厚生年金保険被保険者名簿には、申立期間における健康

保険の整理番号に欠番は無く、同名簿に不自然な点は見られない。 



このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による給与から

の控除については、申立人に明確な記憶が無く、ほかに確認できる関連資料及

び周辺事情も無い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 

 



大阪厚生年金 事案 5300 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

住 所 ：  

 

   ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 34年４月１日から 39年 11月８日まで 

             ② 昭和 39年 12月１日から 42年 11月 14日まで 

   年金記録確認のため社会保険事務所（当時）に行った時、Ａ社及びＢ社に

おける厚生年金保険加入期間について脱退手当金支給済みと言われたが、そ

の時初めて脱退手当金制度について知ったので、当時請求手続をするはずが

ない。 

脱退手当金を請求も受給もしていないので、申立期間を厚生年金保険被保

険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を請求した記憶は無く、受給していな 

いとしている。 

   オンライン記録によれば、申立人の脱退手当金は申立期間の最終事業所であ

るＢ社における厚生年金保険被保険者資格の喪失日から約２か月後の昭和 43

年１月 19日に支給決定されていることが確認できる。 

そこで、Ｂ社の厚生年金保険被保険者名簿において、申立人が記載されたペ

ージを含む前後計 11 ページのうち、申立人と同一時期（おおむね２年以内）

に脱退手当金の受給要件を満たし、資格を喪失した女性 24 人について、脱退

手当金支給記録を調査したところ、受給者は申立人を含め 14 人見られ、うち

９人が資格喪失後約６か月以内に支給決定されていることを踏まえると、申立

人についてもその委任に基づき事業主による代理請求がなされた可能性が高

いものと考えられる。 

また、申立人の厚生年金保険被保険者記号番号は、申立期間である２回の被

保険者期間は同一番号で管理されているにもかかわらず、申立期間後の被保険



者期間は別の番号となっていることから、脱退手当金を受給したために異なっ

ていると考えるのが自然である。 

さらに、Ｂ社の厚生年金保険被保険者名簿の申立人の欄には、脱退手当金の

支給を意味する「脱」の表示が記されているほか、「42.12」と併記されてい

ることが確認できるところ、申立人の脱退手当金が昭和 43年１月 19日に支給

決定されていることを踏まえると、併記された数字は 42年 12月を意味すると

考えられ、脱退手当金請求に係る事務処理の際に記載されたとするのが相当で

ある。 

加えて、申立人の脱退手当金の支給額に計算上の誤りは無いなど、一連の事

務処理に不自然さはうかがえないほか、申立人から聴取しても受給した記憶が

無いというほかに脱退手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見

当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期  

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 5301 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住    所 ：  

                           

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 41年５月 10日から 45年５月ごろまで              

    私は、中学卒業後、Ａ市Ｂ区にあるＣ社に就職し、約１か月後にＣ社の代

表者の指示により、同代表者の親族が経営するＤ社に異動した。同社では、

住み込みで、Ｅ業務に従事していたが、昭和 45 年５月ごろ再びＣ社に戻っ

た。 

社会保険庁（当時）の記録によると、Ｄ社における厚生年金保険被保険者

期間が、昭和 41年４月６日から同年５月 10日までの１か月しかなく、同年

５月 10日から退職した 45年５月ごろまでの加入記録が見当たらない。申立

期間において、Ｄ社に勤務していたことは間違いないので、厚生年金保険被

保険者期間と認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ｄ社に係る厚生年金保険被保険者名簿において、申立期間中に被保険者資格

を取得していることが確認でき、同社に住み込みで働いていた旨陳述している

複数の同僚は、「申立人のことは知らない。」旨陳述している。 

また、申立人が、自身と同じ住み込み社員であったと申し立てている同僚

３人は、いずれも申立人に係る厚生年金保険被保険者記録が確認できる期間

もＤ社に勤務していることが認められる。 

さらに、Ｄ社に係る厚生年金保険被保険者名簿において、昭和 41年５月３

日に被保険者資格を取得していることが確認できる同僚から、「申立人のこと

は覚えているが、Ｄ社にはほんの短期間しか勤務していなかった。申立人が

Ｄ社を辞めた後、同社の事業主に頼まれて、Ｃ社の店主が親代わりとなって

申立人をあずかった。」旨の陳述が得られたほか、申立期間当時の事業主の次

女から、「当時、会社に住んでいたので、短期間で退職した人を除き住み込ん



でいた人のことははっきり覚えているが、申立人のことは知らない。」旨の陳

述が得られた。 

加えて、Ｄ社の元社員から、「自分は、昭和 43年又は 44年ごろからＡ市Ｅ

区のＣ社で勤務していたところ、時期ははっきり覚えていないが、申立人が

後から移って来た。申立人はＥ区のＣ社で３年から４年の間、Ｆ職の見習い

として働いた後、Ｃ社に移りＦ職となった。」旨の陳述が得られた。 

以上の事情及びＤ社における申立人に係る厚生年金保険被保険者資格の取

得日が昭和 41年４月６日となっていることを踏まえると、申立人は、中学校

卒業後、まずＤ社に就職したが、短期間しか勤務しておらず、すぐにＣ社に

移ったと考えるのが相当である。なお、Ｃ社が厚生年金保険の適用事業所と

なった記録は確認できない。 

このほか、申立人が申立期間において事業主により給与から厚生年金保険

料を控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらない。 

   その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者

として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 5302 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和８年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 33年５月１日から 34年６月 29日まで 

社会保険事務所（当時）に夫の厚生年金保険の加入状況を照会したとこ

ろ、申立期間の加入記録が無いとの回答をもらった。夫は、少なくとも申

立期間は私と一緒にＡ社に勤務していたので、厚生年金保険被保険者期間

として認めてほしい。 

（注）申立ては、申立人の妻が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求

めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の妻及びＡ社の複数の元社員の陳述から判断して、期間は特定できな

いものの、申立人が同社に勤務していたことが推認できる。 

しかし、申立人の妻及びＡ社の元社員は、「申立期間当時のＡ社の社員数は

約 30人であった。」と陳述しているところ、同社に係る健康保険厚生年金保険

被保険者名簿を見ると、申立期間における被保険者数は最大で 16 人であるこ

とが確認できる。 

また、申立人の妻は、「申立人はＢ職であり、申立期間当時、Ａ社には、Ｂ

職の長を含め男性Ｂ職が５人前後いた。」と陳述し、Ａ社の元社員も、「申立期

間当時、同社には、Ｂ職の長を含め男性Ｂ職が５人前後いた。」と陳述してい

るところ、前述の被保険者名簿で申立期間に加入記録がある男性の被保険者は

５人であるが、申立人の妻及び元社員の陳述によれば、Ｂ職の長以外にＢ職で

ある被保険者はいない。 

これらのことから、Ａ社では、申立期間当時、必ずしも全社員を厚生年金保

険に加入させていた訳ではなく、また、Ｂ職の長以外の男性Ｂ職については厚

生年金保険に加入させていなかったことがうかがえる。 



さらに、Ａ社は、昭和 35 年に厚生年金保険の適用事業所ではなくなってお

り、申立期間当時の事業主及び社会保険事務担当者も既に死亡しているため、

これらの者から申立人の同社における保険料控除等の状況を確認することは

できない。 

加えて、前述の被保険者名簿において、申立期間の健康保険整理番号に欠番

は無く、同名簿の記録に不自然な点も見当たらない。 

このほか、申立人の申立期間に係る保険料控除を確認できる関連資料及び周

辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 5303（事案 2455の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 44年生 

    住    所 ：  

   

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成７年 11月１日から８年１月１日まで     

    厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所（当時）に照会したところ、Ａ

社で勤務した申立期間の加入記録が無いとの回答を受けた。 

それで、年金記録確認第三者委員会に記録訂正を申し立てたが、申立期間

当時、Ａ社は厚生年金保険の適用事業所ではなく、また、私の同事業所にお

ける勤務実態も確認できない等の理由で申立ては認められなかった。 

    今回、Ａ社勤務時に従事した業務関係者だけに配布された記念のテレホン

カードを提出するので、申立期間について厚生年金保険被保険者期間と認め

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間に係る申立てについては、申立人のＡ社における勤務が確認できな

い、社会保険事務所においてＡ社は厚生年金保険の適用事業所となっていない、

及び申立人は申立期間において国民年金保険料を納付している等として、既に

当委員会の決定に基づき、平成 20年 10月 31日付けで年金記録の訂正は必要

でないとする通知が行われている。 

   今回、申立人は、Ａ社での勤務等を示す新たな資料として、業務関係者だけ

に配布されたとするテレホンカードを提出しているところ、当該テレホンカー

ドを配布したとされるＢ社は、「当社は当該業務に参加している。当時、Ａ社

は当社の下請事業所であった。」旨陳述していることから判断して、期間は特

定できないものの、申立人がＡ社に勤務していたことが推認できる。 

   しかし、当該テレホンカードの所持をもって申立人のＡ社における厚生年金

保険料の控除まで推認することはできず、その他に当委員会の当初の決定を変

更すべき新たな事情も見当たらないことから、申立人が厚生年金保険被保険者

として申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とを認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 5304 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 45年４月ごろから 46年３月ごろまで 

    私は、昭和 45 年４月ごろから約１年間、Ａ社でＢ職として働いていた。

同社はＣ事業をしている会社で、その当時はＤ市Ｅ区にある会社保有の寮に

入っており、給与から寮費とともに厚生年金保険料も源泉控除されていたの

で、当該期間を厚生年金保険の被保険者期間と認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人はＡ社に勤務するために、Ｆ県からＤ市に転居したと陳述していると

ころ、申立人の住民票をみると、Ｄ市への転入日は、昭和 45年４月 14日とな

っていることが確認でき、同社が厚生年金保険の適用事業所となった同年４月

17 日と同時期に当たることから判断すると、期間は特定できないものの、申

立人は、同社に勤務していたことが推認される。 

しかしながら、Ａ社及びその親会社のＧ社は既に解散している上、当時の事

業主は既に亡くなっているため、申立人の保険料控除等について確認すること

はできない。  

また、申立人は、当時、Ｂ職は交替制勤務で同職種の社員が複数名いたと陳

述しているものの、申立人は同僚の氏名について記憶していないため、Ａ社に

係る厚生年金保険被保険者名簿から申立期間当時に資格を取得している者を

抽出調査したが、Ｂ職として勤務していた者を特定することはできず、さらに、

ほかの業種に従事していた者に対してＢ職の厚生年金保険への加入状況等に

ついて照会したものの、当時の事情を明らかとする陳述を得ることはできなか

った。 

加えて、上記被保険者名簿をみると、申立期間当時の健康保険整理番号に欠

番は無く、同名簿の記録に不自然な点も見当たらない。 



また、オンライン記録において、申立人の氏名の読み方の違い等による検索

を行ったが、申立人の申立期間における被保険者記録を確認することができず、

このほか、申立人は保険料控除についての記憶も定かではなく、これを確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 5305 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ：  昭和 43年４月ごろから 50年５月ごろまで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、Ａ

社に勤務していた申立期間について、厚生年金保険の加入記録が無い旨の回

答をもらった。 

申立期間の加入記録が無いことに納得がいかないので、申立期間を厚生年

金保険被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

複数の同僚の陳述内容から判断すると、申立人は、申立期間当時、Ａ社に勤

務していたことが推認される。 

しかしながら、複数の同僚からは、「申立期間当時、給与の手取額を多くす

るために、厚生年金保険に加入することを希望しない者がおり、Ａ社では、こ

れらの者を厚生年金保険に加入させていなかったと思う。」旨の陳述が得られ

た。 

また、Ａ社に係る厚生年金保険被保険者名簿をみると、申立人が名前を挙げ

た同僚のうち、当時の上司であった者の被保険者記録も確認できない。 

これらのことから、Ａ社では、当時、すべての社員について必ずしも厚生年

金保険に加入させていた訳ではなかったことがうかがわれる。 

さらに、Ａ社は、昭和 55年１月 25日に厚生年金保険の適用事業所ではなく

なっている上、当時の事業主は既に亡くなっているほか、当時の社会保険事務

担当者からの回答も得られないため、申立人の申立期間における厚生年金保険

料の控除について確認することはできない。 

加えて、オンライン記録において、申立人の氏名の読み方の違い等による検

索を行ったが、申立人の申立期間における被保険者記録は見当たらない。 



このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による控除につ

いては、申立人に明確な記憶が無く、これを確認できる関連資料及び周辺事情

も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



大阪厚生年金 事案 5306 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 32年４月１日から 34年８月１日まで 

私は、中学校卒業後すぐにＡ社に住み込みで勤務した。 

一緒に入社した同僚の氏名も記憶しており、昭和 32 年４月１日から勤務

したので申立期間を厚生年金保険の加入期間と認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

複数の同僚の陳述内容から判断すると、申立人は、申立期間当時、Ａ社に在

職していたことが推認される。 

しかしながら、Ａ社に係る厚生年金保険被保険者名簿をみると、中学校卒業

後の昭和31年４月からＡ社に勤務していたとする同僚の資格取得日は35年４

月１日であることが確認できることから、同社では必ずしも入社と同時に厚生

年金保険に加入させていた訳ではなかったことがうかがわれる。 

一方、上記被保険者名簿によると、申立人と同時期に入社し、同年齢で同質

の業務に従事していた２名の社員の資格の取得時期はそれぞれ異なっている

ことが確認できる。 

そこで、Ａ社における厚生年金保険の加入の取扱い等について、複数の同僚

に対し照会したが、これを明らかとする陳述は得られなかったほか、事業主及

び社会保険事務を担当していた事業主の妻も既に亡くなっているため、申立人

の申立期間における保険料控除を確認することができない。 

また、申立人は、申立期間における保険料控除について記憶していないほか、

「申立期間当時に健康保険証を受け取ったかどうか覚えていない。」旨陳述し

ている。 

さらに、上記被保険者名簿をみると、申立期間当時の健康保険整理番号に欠

番は無く、同名簿の記録に不自然な点も見当たらないほか、オンライン記録に



おいて、申立人の氏名の読み方の違い等による検索を行ったが、申立人の申立

期間における被保険者記録は確認できなかった。 

このほか、申立人が申立期間において、事業主により給与から厚生年金保険

料を控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 5307 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 41年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成４年４月 30日から６年１月１日まで 

    平成３年６月 17日から６年 10 月 11日までＡ社に継続して勤務したが、

社会保険庁（当時）の記録では４年４月 30 日から６年１月１日までの記録

が抜けている。入社当時の社名は、Ｂ社であったが、すぐにＣ社に社名が変

更され、申立期間は経営状態が悪かったため、その後、Ｄ社に買収されたと

記憶している。 

    給与から厚生年金保険料を控除されていたはずであるので、申立期間につ

いて厚生年金保険被保険者期間と認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の記録及び同僚の陳述から判断すると、申立人は、申立期間当時、

Ｃ社及びＤ社に勤務していたことが推認される。 

しかしながら、社会保険庁の記録では、Ｃ社は、平成４年４月 30 日に厚生

年金保険の適用事業所ではなくなっており、その後に事業を承継したＤ社が厚

生年金保険の適用事業所となった日は５年４月１日であることから、申立期間

のうち、４年４月 30 日から５年４月１日までは、これら両社共厚生年金保険

の適用事業所とはなっていない期間に当たる。 

一方、オンライン記録によると、申立人はＣ社が厚生年金保険の適用事業所

ではなくなったことに伴い、平成４年５月 14 日に健康保険の任意継続資格の

取得手続を行い、申立期間中は任意継続被保険者期間であったことが確認でき

る上、当該期間における健康保険料は同社での資格喪失時における標準報酬月

額 28 万円として認定され、当該保険料は申立期間中に毎月納付されており、

当該記録に不自然な点もうかがえない。 

また、Ｃ社が厚生年金保険の適用事業所ではなくなった平成４年４月 30 日



に資格を喪失している被保険者は 15名みられ、このうち申立人を含む 12名が

健康保険の任意継続被保険者となっていることが確認できる。 

さらに、Ｂ社及びＣ社の当時の事業主に対して、申立期間における保険料控

除及び上記の任意継続手続等について照会を行ったものの、回答は得られなか

ったほか、複数の同僚からも当時の事情を明らかとする陳述を得ることはでき

なかった。 

加えて、オンライン記録において、申立人の氏名の読み方の違い等による検

索を行ったが、申立人の申立期間における被保険者記録を確認することはでき

ない。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による給与か

らの控除については、これを確認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 5308 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

  申 立 期 間 ： 昭和 46年１月１日から 52年１月１日まで 

私は、昭和 42年３月にＡ社Ｂ支店に入社した。同社には 10年近く勤務し

て、51年 12月ごろに退職した。その間、Ｂ事業、Ｃ事業、Ｄ事業、Ｅ事業

等のＦ業務を担当した。しかし、厚生年金保険の加入記録が 46 年１月１日

までとされており納得がいかないので、申立期間について厚生年金保険の被

保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

    申立人は、Ａ社Ｂ支店において申立期間を含め約 10 年間勤務したと申し立

てているところ、申立期間の一部と重なる昭和 46年３月から 47年４月までに

同社Ｂ支店で厚生年金保険に加入している同僚からは、「申立人の在籍期間は

不明であるが、勤務していたことを記憶している。」との陳述が得られたこと

から判断すると、期間は特定できないものの、申立人は、申立期間の一部にお

いても勤務していたことが考えられる。 

しかしながら、申立人のＡ社Ｂ支店での雇用保険の加入記録は、資格取得日

が昭和 42 年３月 21 日、離職日が 45 年 12 月 30 日となっており、厚生年金保

険の加入記録とほぼ一致していることが確認できる。 

このことについてＡ社は、「当社では、雇用保険と厚生年金保険の資格の取

得及び喪失の手続を同時に行っている。また、厚生年金保険の資格を喪失させ

るのは、退職した場合又は支店から本社への異動時のみで、勤務しているのに

本人の同意も無く資格を喪失させることはあり得ない。」と回答している。 

なお、Ａ社Ｂ支店に係る厚生年金保険被保険者名簿から複数の同僚を抽出調

査したところ、回答を得た８名全員が同社Ｂ支店での在籍期間と厚生年金保険

の加入記録は相違していないと陳述しており、同社の資格の取得及び喪失の事



務手続において特段の事務的過誤はうかがえない。 

また、Ａ社は、「当時の資料が無く、申立人の申立期間における保険料控除

等について不明である。」としているほか、上記の同僚からも申立人の申立期

間における厚生年金保険への加入状況等について具体的な陳述を得ることは

できなかった。 

さらに、上記被保険者名簿を見ると、Ａ社Ｂ支店が厚生年金保険の適用事業

所となった昭和 28年 12月 21日以降の厚生年金保険被保険者数は 88名である

ところ、同名簿の健康保険整理番号に欠番は無く、記録に不自然な点もうかが

えないほか、オンライン記録において、申立人の氏名の読み方の違い等による

検索を行っても、申立人の申立期間における被保険者記録は見当たらない。 

なお、Ａ社本社に係る厚生年金保険被保険者名簿も調査したが、申立期間に

おける申立人の被保険者記録は見当たらない。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による給与から

の控除については、これを確認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 5309 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

     

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ：  昭和 50年ごろから 61年ごろまで 

    社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入状況を照会したところ、Ａ

社に勤務していた期間の加入記録が無い旨の回答をもらった。申立期間は、

同社のＢ事業所に勤務し、Ｃ業務に従事していた。申立期間当時の事業所長

及び同僚の名前を覚えている。 

    申立期間について、厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

            

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社Ｂ事業所の元同僚の陳述から判断して、期間は特定できないものの、申

立人が同社に勤務していたことが推認できる。 

   しかし、当該グループを統括しているＤ社は、申立人のようなＣ業務担当者

は、厚生年金保険には加入させていないとしている。 

また、申立人が申立期間当時のＡ社Ｂ事業所の所長であったとする者の年金

記録をみると、厚生年金保険には加入しておらず、国民年金保険料を納付して

いることが確認できる。 

さらに、申立人が、Ａ社Ｂ事業所での同僚であったとする者は、「自身は個

人事業主であり、厚生年金保険には加入していなかった。」と陳述していると

ころ、オンライン記録をみると、同人は、Ａ社及び関係会社では被保険者とは

なっていない。 

このほか、申立人の申立期間に係る保険料控除を確認できる関連資料及び周

辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 5310 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和６年生 

    住    所 ：  

     

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ：  昭和 32年４月 27日から 36年 11月まで 

    社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入状況について照会したとこ

ろ、Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無い旨の回答をもら

った。 

しかし、私は、昭和 32 年の春にＡ社に採用され、４年程度は勤務してい

たと記憶している。採用後、試用期間を経て、１年半ぐらいは本社で、その

後はＢ事業所で勤務し、いずれも経理の仕事をしていた。 

申立期間について、厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

       

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間に、Ａ社の本社及び同社のＢ事業所で勤務し、厚生年金

保険に加入していたと申し立てている。 

   しかし、申立人は、同僚の名前を記憶しておらず、Ａ社に係る健康保険厚生

年金保険被保険者名簿において、申立期間当時に被保険者記録の有る元社員に

照会しても、本社で経理を担当していたとする者、事務関係の業務に従事して

いたとする者を含めて、申立人を記憶している者はいない。 

   また、申立期間当時、Ａ社のＢ事業所で勤務していたとする元社員３人も申

立人を記憶しておらず、そのうちの１人は、「当時、経理業務はＢ事業所では

行っておらず、本社で行っていた。」と陳述している。 

   さらに、Ａ社を統合したＣ社は、申立期間当時の資料を保存しておらず、申

立人の勤務実態及び厚生年金保険料控除の状況は不明であるとしている。 

加えて、前述の被保険者名簿において、申立期間の健康保険整理番号に欠番

は無く、同名簿の記録に不自然な点も見当たらない。 

このほか、申立人の申立期間に係る保険料控除を確認できる関連資料及び周



辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 5311 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

    

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正 11年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 16年２月 14日から 22年２月まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入状況について照会したとこ

ろ、Ａ社に勤務した期間の加入記録が無い旨の回答をもらった。勤務した期

間のうち、時期は不明であるが、同社から派遣されてＢ社で勤務した記憶も

ある。Ｃ県発行のＤ職免状及び当時の写真を提出するので、申立期間につい

て厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間について、申立人は、Ａ社（現在は、Ｅ社。）に勤務し、厚生年金

保険に加入していたと申し立てている。 

しかし、事務所整理記号簿では、Ａ社が名称をＥ社と変え厚生年金保険の適

用事業所となったのは、申立人が同社を退職したとする昭和 22 年２月より後

の 28年 11月１日であり、申立期間は適用事業所ではない。 

また、Ａ社の厚生年金保険加入記録を管理している人事部は、申立期間当時

の資料は保存していないため、申立人の勤務実態等は不明であるが、厚生年金

保険の適用前に保険料の控除は行っていないとしている。 

さらに、申立期間ごろにＡ社に勤務し、同社が適用事業所となった時に資格

を取得している者は、「保険料控除は厚生年金保険の資格を取得してからであ

った。」と陳述している。 

なお、申立人は、「Ｃ県発行のＤ職免状」及び「当時の写真」を提出してい

るものの、当該提出資料からは、申立人のＡ社における勤務実態及び保険料控

除について確認することができない。 

このほか、申立人の申立期間に係る保険料控除を確認できる関連資料及び周

辺事情は無い。 



これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 5312 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 44年３月 21日から同年５月 21日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入状況について照会したとこ

ろ、Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無い旨の回答をもら

った。 

申立期間も継続してＡ社に勤務していたので、厚生年金保険の被保険者で

あったことを認めてほしい。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間もＡ社に勤務し、厚生年金保険に加入していたと申し立

てている。 

しかし、Ａ社は、昭和 46 年に厚生年金保険の適用事業所ではなくなってい

る上、元代表取締役は、「申立期間当時の資料を保管しておらず、社会保険事

務担当者名も不明である。」としているため、申立期間における申立人の勤務

実態及び厚生年金保険料控除の状況について確認することはできない。 

また、申立期間に被保険者記録の有る元社員に照会したが、連絡の取れた５

人は申立人を記憶しておらず、申立期間における申立人の勤務実態等は確認で

きなかった。 

さらに、Ａ社に係る申立人のものとみられる雇用保険の加入記録は、昭和

44 年３月 16 日から同年５月 20 日までは未加入であり、厚生年金保険の記録

とおおむね一致している。 

加えて、前述被保険者名簿において、申立期間の健康保険整理番号に欠番は

無く、同名簿に不自然な点も見当たらない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料控除を確認できる関連

資料及び周辺事情は無い。 



これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 5313 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 37年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 59年９月 30日から同年 10月１日まで  

    厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所（当時）に照会したところ、Ａ

社における被保険者資格の喪失日が昭和59年９月30日であるとの回答を受

けた。 

しかし、私がＡ社を退職したのは昭和 59年９月 30日であり、厚生年金保

険の被保険者資格の喪失日は同年 10 月１日である。申立期間について、厚

生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 59年９月 30日までＡ社に勤務していたとしているところ、

申立人の同社における雇用保険の記録は、同年９月 29 日が離職日であり厚生

年金保険の記録と一致している上、同社の「Ｂ部門業務記録」を見ても、確認

できる申立人の勤務は、同年９月 29日までである。 

また、Ａ社が保管する健康保険厚生年金保険被保険者資格喪失確認通知書に

おける申立人の資格喪失日は、社会保険事務所の記録と一致している。 

さらに、申立人から提出された退職月である昭和 59 年９月の給与明細書に

は、１か月の厚生年金保険料の控除が確認できるが、Ａ社は、「申立期間当時

の保険料控除は翌月控除であり、退職月を被保険者期間とする場合は、退職月

の給与から２か月の保険料を控除していた。」としており、元社員の一人も翌

月控除であったと陳述している。 

加えて、別の元社員が保管していた給与明細書を見ると、資格取得月の給与

から厚生年金保険料は控除されていないことが確認できる。 

これらのことから、Ａ社では、申立期間当時、厚生年金保険料を翌月控除し

ていたと推認され、申立人の昭和 59 年９月の給与から控除されている厚生年



金保険料は、同年８月の保険料であると考えるのが相当である。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料控除を確認できる関連資

料及び周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 5314 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 55年３月 26日から 56年４月１日まで  

    厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所（当時）に照会したところ、申

立期間の加入記録が無いとの回答を受けた。 

当該期間は勤務していた会社がＡ社からＢ社へ変わった時期ではあった

ものの、就業場所は変わらずＣ社内であり、継続して勤務していたことは間

違いない。 

申立期間について、厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の記録及び同僚の陳述から判断して、申立人が申立期間にＢ社に勤

務していたことが推認できる。 

しかし、社会保険事務所の記録では、Ｂ社が厚生年金保険の適用事業所とな

ったのは、申立人の同社での被保険者資格の取得日と同一日の昭和 56 年４月

１日であり、申立期間は適用事業所ではない。 

また、申立人及び同僚は、申立期間当時にＡ社からＢ社が独立したとしてい

るところ、商業登記簿において、昭和 55 年４月７日にＢ社が設立されている

ことが確認できるほか、社会保険事務所の記録から、Ｂ社の設立時の代表取締

役及び前述の同僚ほか一人が、申立人と一緒に、同年３月 26 日に、Ａ社で被

保険者資格を喪失していること、及びこれら３人共、申立人と同様に、申立期

間の厚生年金保険加入記録が無いことが確認できる。 

さらに、Ｂ社が保管する申立期間当時の総勘定元帳を見ると、同社において

法定福利費として厚生年金保険料及び健康保険料が計上されているのは、昭和

56 年６月１日以降であり、申立期間については、労働保険料しか計上されて

いない。 



加えて、Ｂ社の現在の事業主は、会社設立時から、Ａ社とは経理を明確に区

分していたと陳述しているが、申立期間当時に同社の経理を担当していた前事

業主は既に死亡しているため、申立期間における保険料控除等の状況は確認で

きない。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除を確認できる関連

資料及び周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として申立期間の厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたことを認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 5315（事案 2436の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和５年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  ① 昭和 47年から 51年まで 

         ② 昭和 52年から 55年まで 

私は、申立期間①においてＡ社Ｂ工場でＣ業務に従事し、申立期間②にお

いてＤ社に勤務していたが、社会保険庁（当時）の記録では、厚生年金保険

の加入期間が無く納得できない。 

申立期間①及び②の同僚の名前と住所を提示するので、申立期間を厚生年

金保険被保険者と認めるよう、再度審議してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①に係る申立てについては、Ａ社は、「申立期間当時の人事記録は

保存しているが申立人の名前は見当たらない。」としており、Ｅ健康保険組合

及びＦ企業年金基金も「申立期間の記録は保存しているが申立人の名前は見当

たらない。」としていることから、また、申立期間②に係る申立てについては、

申立人が勤務していたとするＤ社は、同社に係る厚生年金保険被保険者名簿で

は、厚生年金保険の適用事業所としての記録は無く、所在地を管轄する法務局

に商業登記の記録も無いことから、厚生年金保険料が控除されていたと認めら

れる特段の事情も見当たらないとして、既に当委員会の決定に基づき、平成

20 年 10 月 21 日付けで年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われてい

る。 

申立人は、申立期間における厚生年金保険料の控除を証言できる同僚として、

新たに二人の名前と住所を提示しているが、当該同僚二人に文書で照会したも

のの回答が返送されない上、申立人に対して、「現在療養中であり、文書によ

る照会に返答するだけの能力がない。」「当時の事をよく覚えていないので文

書による照会に返答できない。」と陳述しており、申立人の申立期間における

厚生年金保険料の控除について確認できない。 

その他に当委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらないこ

とから、申立人は、厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 5316 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として、その主張する

標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名  ：  男 

    基礎年金番号  ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 54年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 14年４月１日から 19年４月１日まで 

    私は、平成 14年４月１日から 19年４月１日までＡ社で継続して勤務した

が、この期間の社会保険事務所（当時）の記録では標準報酬月額が 15 万円

から 28 万円の範囲になっており、同社から実際に支払われた給与額よりも

標準報酬月額が低く記録されている。同社勤務時の給与支払明細があるので、

申立期間について給与の実支給額に見合う標準報酬月額に訂正してもらい

たい。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき

標準報酬月額を訂正し、訂正後の標準報酬月額に基づいて保険給付が行われ

るためには、事業主が給与から控除していたと認められる保険料額に相当す

る標準報酬月額と申立人が事業主から支払われていた給与総支給額に相当す

る標準報酬月額のいずれか低い方の金額を認定することが必要である。 

Ａ社から提出された申立人に係る給与支払明細をみると、申立期間に支払

われた毎月の給与総支給額(約 22 万 4,000 円から 34 万 2,000 円)が、社会保

険庁（当時）に記録されている同期間に係る標準報酬月額(15 万円から 28 万

円)を上回っていることが確認できる。このことについて同社は、申立人に係

る標準報酬月額を誤って届け出たことを認め、平成 21 年５月 28 日に申立人

に係る資格取得届、算定基礎届及び月額変更届の訂正・取消届をＢ社会保険

事務所（当時）に提出している（ただし、保険料を徴収する権利が時効によ

って消滅しているため、厚生年金保険法第 75条により訂正後の標準報酬月額

に基づく保険給付は行われない。）。 



しかし、Ａ社から提出された給与支払明細に記載された厚生年金保険料の

控除額は、平成 21 年５月 28 日の訂正前の標準報酬月額に基づいた金額ない

しはそれよりも低額となっており、給与総支給額に応じた標準報酬月額に見

合った保険料が控除されていないことが確認できる。 

このほか、申立人が申立期間において、その主張する標準報酬月額に相当

する厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた事情は見当たら

ない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間について、

厚生年金保険被保険者として、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 5317 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 42年４月から 52年 11月まで  

    私の夫は、昭和 42年から 52年までＡ市内にあったＢ社に勤務していた。 

Ｂ社発行の給与明細書をみると厚生年金保険料が控除されているのに、社

会保険庁（当時）の記録では被保険者とされていない。 

調査の上、当該申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほし

い。 

(注) 申立ては、申立人の妻が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求

めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録から判断すると、申立人が申立期間についてＢ社で継続

して勤務していたことが認められる。 

しかし、厚生年金保険のオンライン記録において、Ｂ社は厚生年金保険の適

用事業所とはなっておらず、また、同社の元事業主は、申立期間につき同社は

個人事業所であり、厚生年金保険には加入していなかったため、申立人の給与

から厚生年金保険料の控除は行っていなかったと陳述している。 

さらに、申立人はＢ社発行の給与支払明細書（昭和 45年５月分から 48年４

月分まで）の「厚生年金控除欄」に記載された 500円が厚生年金保険料である

と申し立てているところ、当該保険料額から推定できる標準報酬月額は 1 万

6,000 円となり、同給与支払明細書に記載された支給合計額（８万から 12 万

5,250円）と比して著しく低額であることから、当該保険料額が厚生年金保険

料であったとは考え難い。 

なお、当該厚生年金控除欄に記載された 500円が何を目的とした控除であっ

たかについて、Ｂ社元事業主は不明と陳述している。 



加えて、申立期間当時の同僚二人は、連絡先不明のため申立期間当時の保険

料控除について確認することができない。 

このほか、申立人が申立期間において事業主により給与から厚生年金保険料

を控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者

として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 5318 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者としてその主張する標

準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

と認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和３年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 55年４月７日から 61年９月 27日まで 

私は、申立期間においてＡ社でＢ業務に従事していた。 

在籍期間に係る標準報酬月額が、私と妻の記憶する当時の給与額と相当の

差があり、Ａ社及び社会保険事務所（当時）において、標準報酬月額の改ざ

んが行われた疑いがあるのではないかと思っている。 

調査の上、私と妻の記憶する標準報酬月額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間に係る標準報酬月額が、申立人及びその妻の記憶する当

時の給与額と比較して低額であると申し立てている。 

しかし、Ａ社総務人事部から提出された社会保険台帳を見ると、申立人に係

る標準報酬月額の変遷が記録されており、この変遷は社会保険庁（当時）の記

録と一致している。 

また、Ａ社総務人事部は、｢社会保険台帳に記載されている標準報酬月額に

基づく保険料を控除しており、この保険料額を超えての控除は無いと思う。｣

旨陳述している。 

さらに、Ａ社に係る厚生年金保険被保険者名簿から申立人と同一日に入社し

た複数の同僚の記録をみると、資格取得日時点の標準報酬月額は、申立人と同

額であり、その後の標準報酬月額の変遷をみると、申立人と同程度の金額で推

移していることが確認でき、申立人の標準報酬月額のみが、同様の取扱いでは

なく低額であるという事情は見当たらない。 

加えて、Ａ社総務人事部は、｢当時の事務担当者に確認したところ、当時も

標準報酬月額に係る決定通知書を本人に通知していた。｣としており、同僚も、



｢保険料の控除額について、会社から連絡があったと思う。｣と陳述しているこ

とから、申立人は申立期間当時、自身の標準報酬月額について、知り得る機会

があったものと考えられる。 

このほか、申立人の記憶する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料が事業主

により給与から控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料及び周辺事情を総合的に判

断すると、申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として、その

主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたと認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 5319 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として、その主張する

標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名  ：  男 

    基礎年金番号  ：   

    生 年 月 日  ：  昭和 23年生 

    住    所  ：   

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  平成 12年 10月１日から 14年 10月 26日まで 

社会保険事務所（当時）にＡ社に勤務していた期間の標準報酬月額を照会

したところ、平成 12 年 10 月から退職するまでの期間について 34 万円であ

るという回答であった。同期間の月額給与は、37 万円であり、これに一致

する雇用保険の記録もあるので、本来の標準報酬月額に訂正してほしい。       

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の記録及びＡ社から提出された申立人に係る賃金台帳から、申立人

は、申立期間について 37万円の報酬月額を支払われていたことが認められる。 

しかし、当該賃金台帳を見ると、申立人の申立期間における厚生年金保険料

控除額（２万 7,760 円）は、標準報酬月額 32 万円に基づく金額であることが

確認できる。 

また、Ａ社の社会保険事務担当者は、申立人の実際の給与額と標準報酬月額

の記録との差異について、「社会保険料を軽減させるため交通手当を含めずに、

申立人に係る報酬月額として社会保険事務所へ届け出た。」旨陳述している。 

このほか、申立人が申立期間において、その主張する標準報酬月額に相当す

る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた事情等は見当たら

ない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料及び周辺事情を総合的に判

断すると、申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として、その

主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことを認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 5320 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 37年４月６日から 39年 12月 21日まで 

                          ② 昭和 39年 12月 26日から 43年３月 31日まで 

今迄は、厚生年金保険の加入期間が短期間のため、年金受給の期待は無か

ったが、平成 20 年７月に社会保険事務所（当時）で脱退手当金を支給済み

と聞かされた。 

Ａ社は結婚のため退職したが、結婚の費用は親及び自身の貯金で賄なった。

脱退手当金が支給されたとされる時期は、既に専業主婦であり、脱退手当金

は２万 1,719円となっているが、夫の親との同居生活であり金銭的には困っ

ておらず、一家の収入は 10 万円を超えていたので、脱退手当金を申請する

理由も無い。 

昔は、社会保険事務所の裁量で不透明な処理がされたことも聞いていたし、

それらが最近露呈して問題になっているので、脱退手当金を支給済みといわ

れても覚えも無く信じ難いので、調査をお願いしたい。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ｂ社及びＡ社に勤務していた期間に係る脱退手当金を請求した記

憶が無く、受給していないとしている。 

しかし、社会保険庁（当時）の記録によれば、申立人の脱退手当金は、厚生

年金保険被保険者資格の喪失日から約３か月後の昭和43年６月12日に支給決

定されていることが確認できる。 

また、Ａ社の厚生年金保険被保険者名簿において、申立人のページを含む前

後 13ページに記載されている女性のうち、申立人と同一時期(おおむね３年以

内)に受給要件を満たし資格を喪失した者 10 名の脱退手当金の支給記録を調

査したところ、ほかの事業所に移った２名を除く８名中、申立人を含め４名に



支給記録が確認でき、うち３名が資格喪失日から約４か月以内に支給決定がな

されていることを踏まえると、申立人についてもその委任に基づき事業主によ

る代理請求がなされた可能性が高いものと考えられる。 

さらに、申立人の被保険者名簿には、脱退手当金の支給を意味する「脱」の

表示が記されているとともに、申立期間の脱退手当金は、支給額に計算上の誤

りは無いなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

加えて、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当金

を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 5321  

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： ① 昭和 43年４月１日から同年 12月 30日まで 

② 昭和 44年２月１日から 45年７月 21日まで 

厚生年金保険加入記録について社会保険事務所（当時）に照会申出書を提

出したところ、Ａ社及びＢ社に勤務していた期間について、脱退手当金支給

済みとの回答を受けた。 

脱退手当金は請求したことも受給したことも無いので調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ社及びＢ社に勤務していた期間に係る脱退手当金を請求した記

憶が無く、脱退手当金は受給していないとしている。 

しかし、社会保険庁（当時）の記録によれば、申立人の脱退手当金は厚生年

金保険被保険者資格の喪失日から約１か月後の昭和45年８月31日に支給決定

されていることが確認できる。 

また、申立人に係るＢ社の同僚は「脱退手当金について会社の経理の人が話

してくれた。手続すればお金がもらえると聞いて脱退手当金を請求した。手続

は会社がしてくれたと思う。」と証言しているところ、申立人についても事業

主による代理請求がなされた可能性が高いと考えられる。 

さらに、申立人の厚生年金保険被保険者名簿には、脱退手当金の支給を意味

する「脱」表示が記されているとともに、申立期間の脱退手当金は支給額に計

算上の誤りは無いなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

加えて、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当金

を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 5322 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和６年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和39年ごろから44年ごろまでのうちの１年から２年 

厚生年金保険の加入状況について社会保険事務所（当時）に照会したとこ

ろ、申立期間の加入記録が無いとの回答を受けた。申立期間はＡ社Ｂ支店に

勤務していたので、厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間にＡ社Ｂ支店に勤務し、厚生年金保険に加入していたと

申し立てている。 

しかし、Ａ社の現役員は、「私は、申立期間当時から当社に勤務しているが、

Ｃ市に支店は無く倉庫を設置していた。申立人の氏名は記憶に無く、当社が

保管する申立期間当時の人事記録にも申立人の氏名は記載されていない。繁

忙期は下請業者も使っていたので、申立人は下請業者から派遣されてきてい

た人であることも考えられるが、現在では、当時の下請業者名等は不明であ

る。」と陳述している。 

また、申立人は、同僚の名前を記憶していない上、Ａ社に係る健康保険厚生

年金保険被保険者名簿において申立期間に被保険者記録の有る元社員に照会

しても、申立人を記憶している者はいない。 

さらに、雇用保険の記録でも、申立期間に申立人がＡ社で被保険者となった

記録は見当たらない。 

加えて、前述の被保険者名簿において、申立期間の健康保険整理番号に欠番

は無く、同名簿の記録に不自然な点もみられない。 

このほか、申立人の申立期間に係る保険料控除について確認できる関連資料

及び周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立



人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。  



大阪厚生年金  事案 5323 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 63年ごろから平成４年３月ごろまで 

厚生年金保険の加入状況について社会保険事務所（当時）に照会したとこ

ろ、申立期間の加入記録が無いとの回答を受けた。申立期間はＡ社に勤務し

ていたので、厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人提出の給料支払明細書から、申立人が、平成２年６月から４年３月ま

で、Ａ社で勤務していたことが認められる。 

しかし、当該給料支払明細書の厚生年金保険料控除欄は空欄であり、厚生年

金保険料が控除されていないことが確認できる。 

また、申立人に係る年金記録をみると、申立人は、申立期間のうち、平成元

年７月から２年３月までの期間及び同年 11月から４年３月までの期間におい

て、国民年金保険料の申請免除を受けていることが確認できる。 

さらに、申立人は、申立期間を含む昭和 52 年５月 16 日から平成４年９月

22日まで国民健康保険に加入している。 

加えて、申立人が記憶する同僚４人のうち２人は、Ａ社における厚生年金保

険加入記録が無い。 

また、Ａ社は、平成４年９月に厚生年金保険の適用事業所ではなくなってお

り、元事業主は所在不明であるため、同社等から申立人の申立期間における

厚生年金保険料控除の状況等を確認することはできない。 

さらに、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立期間

の健康保険整理番号に欠番は無く、同名簿の記録に不自然な点も見られない。 

このほか、申立人の申立期間に係る保険料控除について確認できる関連資料

及び周辺事情は無い。 



これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。  



大阪厚生年金 事案 5324 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 39年 10月から 40年６月まで 

厚生年金保険の加入状況について社会保険事務所（当時）に照会したとこ

ろ、Ａ社に勤務した申立期間の加入記録が無い旨の回答を受けた。同社に勤

務していたことは間違いないので、申立期間について、厚生年金保険被保険

者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が所持しているＢ職手帳における勤務の記録並びに事業主及び同僚

の陳述から判断して、申立人が申立期間にＡ社に勤務していたことが認められ

る。     

しかし、Ａ社の事業主は、「申立期間当時は、すぐに辞める人が多かったこ

とから、入社後１年程度は臨時雇用として雇用保険及び社会保険には加入させ

なかった。その後、勤務が継続しそうな人を正社員にして、社会保険等に加入

させていたが、申立人は、正社員になる前に退職した」と陳述している。 

また、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において申立期間に被

保険者記録が有る元社員のうち所在が判明し聴取することができた７人中３

人は、「Ａ社には試用期間があった。」と陳述しており、そのうちの１人は、「入

社後６か月程度経過してから厚生年金保険に加入した。」と陳述しているとこ

ろ、元社員２人は、本人が記憶している入社時期の４か月から７か月後に厚生

年金保険被保険者資格を取得していることが確認できることから、同社では、

必ずしも採用後すぐには社員を厚生年金保険に加入させていなかったことが

うかがえる。 

さらに、前述の被保険者名簿において、申立期間の健康保険整理番号に欠番

は無く、同名簿の記録に不自然な点も見られない。 

このほか、申立人の申立期間に係る保険料控除を確認できる関連資料及び周



                    

  

辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                    

  

大阪厚生年金 事案 5325 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ：  昭和 14年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 32年 11月１日から 36年１月１日まで 

    厚生年金保険の加入状況について社会保険事務所（当時）に照会したとこ

ろ、Ａ社のＢ部門に勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無い旨の回

答を受けた。 

    Ａ社には、昭和 32年９月から 35年 12月まで継続して勤務していたので、

申立期間について、厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 Ａ社の元社員の陳述から判断して、申立人が、申立期間のうち、少なくと

も昭和 34年３月以降は同社に勤務していたことが推認できる。 

 しかし、申立人が記憶する同僚及びＡ社に係る健康保険厚生年金保険被保

険者名簿において申立期間に被保険者記録の有る元社員のうち、所在が判明

し連絡の取れた３人について、同社での被保険者期間と各人が記憶する勤務

期間を比較すると、被保険者期間が勤務期間よりも１年８か月から３年短い

ことが確認できる。 

また、当該３人のうち１人は、「自分は申立人より前から勤務していたと

記憶している。」と陳述しているが、同人の資格取得日及び同喪失日は、申

立人と同一である。 

これらのことから、Ａ社では、必ずしも社員の勤務期間のすべてについて

厚生年金保険に加入させていた訳ではなかったことがうかがわれる。 

 さらに、Ａ社でＢ部門担当の取締役であった申立期間当時の事業主の息子

は、「給与計算等は本部で一括して行われており、自身は直接関与していな

かった。また、当時の資料も保存していないので、申立人の厚生年金保険へ

の加入及び保険料控除等の状況は不明である。」と陳述している。 



                    

  

 このほか、申立人の申立期間に係る保険料控除について確認できる関連資

料及び周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                    

  

大阪厚生年金 事案 5326 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間における厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂正

を認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成７年 10月１日から 12年９月 19日まで 

私は、代表取締役をしていたＡ社における申立期間の標準報酬月額が 15

万円に引き下げられている。 

当時、月に 50 万円程度の報酬を得ており、標準報酬月額を引き下げる手

続を行った覚えも無いので、申立期間に係る標準報酬月額を実際の報酬額に

見合った額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、申立人の申立期間のうち、平成７年 10 月１日か

ら 12年７月１日までにおける標準報酬月額は、当初、53万円と記録されてい

たところ、Ａ社が適用事業所でなくなった日（平成 12年９月 19日）より後の

同年９月 26日付けで、申立期間について、さかのぼって 15万円に引き下げら

れていることが確認できる。 

また、申立人提出の平成７年分から９年分までの確定申告書控えにより、申

立期間のうち、当該期間の報酬は月額で 50 万円程度であったことが確認でき

る。 

しかしながら、Ａ社に係る商業登記簿及び申立人の陳述から、申立人が申立

期間及び遡及
そきゅう

訂正処理日において同社の代表取締役になっていることが確認

できる。 

また、不納欠損決議書によると、申立人は、平成 10年７月 15日からＡ社が

適用事業所でなくなった日（平成 12年９月 19日）までの間、社会保険事務所

（当時）に訪問又は架電し滞納保険料に係る交渉をしているのが確認できるほ

か、同社に係る適用事業所全喪届は、代表取締役である申立人が自ら提出して

いることが確認できることから、申立人が滞納保険料に係る交渉に直接関与し



                    

  

ていることが認められる。 

さらに、申立人の厚生年金保険年金証書から、申立人に係る標準報酬月額が

さかのぼって減額されたことに伴って、申立人の在職老齢年金もさかのぼって

支払われていることが確認できる。 

これらの事情を総合的に判断すると、申立人は、会社の業務を執行する責任

を負っている代表取締役として自らの標準報酬月額に係る記録訂正処理の無

効を主張することは信義則上許されず、申立人の申立期間のうち、平成７年

10月１日から 12年７月１日までにおける標準報酬月額に係る記録の訂正を認

めることはできない。 

また、オンライン記録により、申立期間のうち、平成 12 年７月１日から同

年９月 19 日までについては、上記のように標準報酬月額をさかのぼって減額

訂正された形跡は見当たらず、月額変更届により当初から 15 万円で届け出ら

れていたことが確認できる上、申立人の厚生年金保険証書から、申立人に係る

標準報酬月額がさかのぼって減額訂正されたことに伴って、申立人の在職老齢

年金もさかのぼって支払われていることが確認できることから、当該月額変更

届を知り得る立場にあったと考えられる。 

ところで、当委員会では、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例

等に関する法律（以下、「特例法」という。）に基づき記録訂正が認められるか

を判断しているところであるが、特例法第１条第１項ただし書では、特例対象

者（申立人）が、当該事業主が厚生年金保険の保険料納付義務を履行していな

いことを知り、又は知り得る状態であったと認められる場合については、記録

訂正の対象とすることはできない旨規定されている。 

仮に、申立期間について、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることができたとして

も、申立人は、上記のとおり特例法第１条第１項ただし書に規定される「保険

料納付義務を履行していないことを知り、又は知り得る状態であったと認めら

れる場合」に該当すると認められることから、平成 12 年７月１日から同年９

月 19日までについては、同法に基づく記録訂正の対象とすることはできない。 



                    

  

大阪厚生年金 事案 5327 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者としてその主張する標

準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

ことを認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成２年４月 16日から 11年８月４日まで 

Ａ社（現在は、Ｂ社。）で勤務した平成２年４月 16日から 11年８月４日

までの厚生年金保険の標準報酬月額が実際にもらっていた給与に比べて低

くなっており納得できない。申立期間当時、給与は歩合制で、毎月、月例給

与と成果給が支給されており、２枚の給与明細書をもらっていた。しかしな

がら、標準報酬月額は２つの給与を併せた総支給額を対象としておらず、月

例給与のみが対象とされており、納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき標準報

酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるの

は、事業主が控除していたと認められる保険料額及び申立人の報酬月額に基づ

く標準報酬月額に見合う保険料額の範囲内であることから、これらの額のいず

れか低い方を認定し、記録訂正の要否を判断することとなる。 

申立人から提出された月例給与及び成果給の給与明細書（平成５年から 11

年までの毎年５月分、６月分及び７月分の計 21か月分。）における厚生年金保

険料控除額は、月例給与の額を基に所定の方法で算定された標準報酬月額に基

づく厚生年金保険料となっている。 

また、上記給与明細書における厚生年金保険料控除額は、オンライン記録に

より、事業主が届出をした申立人の標準報酬月額で算定した厚生年金保険料と

同額であることが確認できる。 

さらに、Ｂ社の人事部は、「成果給が毎月支払われていた理由について、ボ



                    

  

ーナスの一部として前渡しすることを労働組合と会社の間で取り決めをして

いたためで、社員にも周知していたと思う。」旨陳述している。 

加えて、申立人も、「成果給が標準報酬月額の対象にならないことについて、

組合の集会で説明を受けた。」旨の陳述をしているほか、同僚の一人も、「成果

給は年３回の賞与の前渡しで、標準報酬月額の算定対象外であった。」旨陳述

をしている。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立期間について申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                    

  

大阪厚生年金 事案 5328 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 25年８月１日から 27年８月１日まで 

私は、申立期間においてＡ社で勤務し、Ｂ業務に従事していた。申立期間

を厚生年金保険加入期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社の同僚の陳述から、申立人が同社に勤務していたことが推認できるもの

の、在職期間は特定できなかった。 

また、複数の同僚は、「申立期間当時のＡ社では、工場で勤務する社員全員

が、入社してしばらくの間は臨時雇い及び見習い期間として勤務しており、そ

の期間は厚生年金保険料が控除されていなかった。」旨陳述している。 

さらに、同僚の一人は、「私は昭和 25年ごろにＡ社に入社したが、当時の工

場で勤務する社員は入社当初においてはみんな臨時雇いとなっていた。同社に

入社して５か月ぐらいしてから、会社の仕事量が減り臨時雇いの社員は全員辞

めさせられた。その後、再び同社に呼ばれて、27年４月から本雇いとなった。」

と陳述している上、同社で給与計算を担当していた同僚も、「昭和 26年ごろに

会社の業績が悪くなって、臨時社員はいったん辞めさせられたことがあった。」

と陳述している。  

加えて、Ａ社の同僚の一部については、オンライン記録において、後継会社

であるＣ社で申立期間当時の加入記録が確認できるところ、申立人については

同社における加入記録が確認できない上、人事を管轄するＤ社が保管するＣ社

の社会保険台帳にも申立人の加入記録は見当たらない。 

また、オンライン記録において、申立人の氏名の読み方の違い等による検索

を行ったが、申立期間に係る厚生年金保険被保険者としての記録は無い。 

このほか、申立人が申立期間において事業主により給与から厚生年金保険料



                    

  

を控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 



                    

  

大阪厚生年金 事案 5329 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 13年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  昭和 22年７月 25日から 31年８月３日まで 

         私は、Ａ県に所在するＢ社（現在は、Ｃ社。）に昭和 14 年４月１日に採

用され、19 年９月１日から 20 年８月 30 日のＤ連隊入営期間を除き、退職

した 31年 10月４日まで住み込みで勤務し、Ｅ業務に従事していた。 

     しかし、Ｂ社に勤務していた期間のうち、申立期間についてはＦ事業所

として勤務を継続していたにもかかわらず、厚生年金保険の未加入期間と

されており納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

複数の同僚の陳述から、申立人が申立期間についてＢ社Ｆ事業所に勤務し

ていたことが推認できる。 

一方、オンライン記録では、Ｂ社Ｆ事業所が厚生年金保険の適用事業所と

なったのは昭和 34年４月１日であり、申立期間は適用事業所となっていない

ことが確認でき、また、申立期間直後の 31 年８月３日から同年 10 月４日ま

では、申立人はＢ社において厚生年金保険被保険者資格を取得していること

が確認できる。 

しかし、Ｂ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から抽出した同僚

10 人及び申立人が名前を挙げた同僚２人に照会を行ったところ、７人から回

答が得られたものの、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除につ

いて確認することはできなかった。 

また、Ｃ社は、「法人化前の資料は残っておらず、申立人の申立期間におけ

る保険料控除は不明である。」と回答しており、申立期間における給与からの

厚生年金保険料控除等について確認することはできなかった。 

さらに、申立人が名前を挙げているＢ社Ｆ事業所の社員について厚生年金



                    

  

保険被保険者記録を調査したところ、いずれも申立人と同様に申立期間当時

の被保険者記録は無いことから、事業主は同営業所に勤務していた社員につ

いては申立期間において厚生年金保険に加入させていなかったことがうかが

える。 

加えて、オンライン記録において、申立人の氏名の読み方の違い等による

検索を行ったが、申立期間に係る厚生年金保険被保険者としての記録は無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



                    

  

大阪厚生年金 事案 5330 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和２年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 41年８月 27日から 47年４月１日まで 

厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所（当時）に照会したところ、Ａ

社に勤務していた期間のうち、申立期間について加入記録が無いとの回答を

もらった。私は、同社に昭和 39 年６月 10 日に入社し、申立期間も含め 47

年３月 31 日まで継続して勤務していたので、申立期間を厚生年金保険の被

保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の同僚の陳述から、勤務期間は特定できないものの、申立人が申立期

間においてＡ社に勤務していたことが推認できる。 

しかし、申立人の当該事業所に係る雇用保険の加入記録をみると被保険者資

格の取得日は昭和 39年６月 10日、離職日は 41年８月 26日となっており、オ

ンライン記録における厚生年金保険の加入記録と一致していることが確認で

きる。 

また、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、被保険者資

格を喪失した際に健康保険証を返納したことを示す「証返」の文字が確認でき、

同名簿の記載内容に不自然な点もうかがえない。 

さらに、当該事業所の現事業主は、「申立期間当時の社員に関する資料は保

管しておらず、申立人が申立期間において当事業所に勤務していたことを確認

することはできないが、厚生年金保険に加入していない者から保険料を控除す

ることは無い。」と陳述している。 

加えて、申立人が名前を挙げたほかの同僚は、既に亡くなっているか所在不

明のため申立人の申立期間に係る勤務実態及び保険料控除について確認する

ことはできなかった。 



                    

  

また、オンライン記録において、申立人の氏名の読み方の違い等による検索

を行ったが、申立期間に係る厚生年金保険被保険者としての記録は無い。 

このほか、申立人が申立期間において、事業主により給与から厚生年金保険

料を控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。



                    

  

大阪厚生年金 事案 5331 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

  住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 29年７月 11日から 32年 11月 15日まで 

社会保険庁（当時）の記録では、Ａ社Ｂ工場での勤務期間及びＣ社での

勤務期間について、それぞれの期間に係る脱退手当金が支給済みとなってい

る。 

私は、Ｃ社での勤務期間に係る脱退手当金は受給したが、Ａ社Ｂ工場で

の勤務期間に係る脱退手当金は受給していないので、申立期間を厚生年金保

険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金は受給しておらず、請求した記憶も無

いとしている。 

オンライン記録によれば、申立期間に係る脱退手当金は、Ａ社Ｂ工場での申

立人の厚生年金保険被保険者資格の喪失日から約２か月後の昭和 33年１月 28

日に支給決定されていることが確認できる。 

そこで、Ａ社Ｂ工場に係る厚生年金保険被保険者名簿において、申立人が記

載されたページを含む前後計３ページに記載された女性のうち、申立人と同一

時期（おおむね２年以内）に受給要件を満たし資格を喪失した 12人について、

脱退手当金の支給記録を調査したところ、その全員に脱退手当金の支給記録が

あり、うち 11人が資格喪失後約６か月以内に支給決定されている上、当時は、

通算年金制度創設前であったことを踏まえると、申立人についても、その委任

に基づき事業主による代理請求がなされた可能性が高いものと考えられる。 

また、申立人に対しては、申立期間後に勤務したＣ社での厚生年金保険被保

険者期間についても脱退手当金が支給されているが、その際、仮に申立期間の

脱退手当金が支給されていなければ、当該申立期間も併せて請求手続がとられ



                    

  

るべきところ、申立人は申立期間後の厚生年金保険被保険者期間のみ手続し受

給したと主張していることを踏まえると、申立期間については既に脱退手当金

が支給されているものとして、請求手続が行われたものと考えるのが自然であ

る。 

さらに、申立人の厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）の保険給付欄には、

「脱」の表示及び「33.１.28」の表示が記載されていることが確認できるとこ

ろ、申立人の脱退手当金が昭和 33年１月 28日に支給決定されていることを踏

まえると、当該表示は脱退手当金に係る事務処理の際に記載されたとするのが

相当である。 

加えて、申立期間に係る脱退手当金の支給金額に計算上の誤りは無いなど、

一連の事務処理に不自然さはうかがえない上、申立人から聴取しても受給した

記憶が無いというほかに脱退手当金を受給していないことをうかがわせる事

情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



                    

  

大阪厚生年金 事案 5332 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 37年４月２日から 42年４月１日まで 

社会保険庁（当時）の記録では、Ａ社に勤務していた昭和 37 年４月２日

から 42年４月１日までに係る脱退手当金が支給済みとなっている。 

しかし、私は、脱退手当金を受給しておらず、請求したことも無いので、

申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金は受給しておらず、請求した記憶も無

いとしている。 

そこで、申立人の脱退手当金裁定請求書を見ると、記載内容に疑義は認めら

れないとともに、申立人の脱退手当金は、同請求書に記載された申立人の実家

の住所地に近いＢ郵便局での隔地払い（通知払い）となっていることが確認で

き、申立人の脱退手当金の支払通知書は、申立人の実家の住所地宛に送付され、

同郵便局で脱退手当金を受領したと考えるのが自然である。 

また、Ａ社に係る厚生年金保険被保険者名簿を見ると、申立人の欄には脱退

手当金が支給されたことを示す「脱」の表示が確認できるほか、申立人の脱退

手当金の支給額に計算上の誤りは無い上、Ａ社での厚生年金保険被保険者資格

の喪失日から約２か月後の昭和 42 年６月２日に支給決定されているなど、一

連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当金

を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 


